
様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300001
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入限度額の引
上げ

大蔵省告示第１９２号（平９．
７．３１）、大蔵省告示第６２号
（平５．３．３１）

補完的項目のうち、一般貸倒引当金につい
ては、第１条の算式の分母の0.625パーセン
トを限度として算入することができるものとす
る。

ｃ Ⅲ

自己資本比率は、国際統一基準行は８％以
上、国内基準行は４％以上とされており、貸
倒引当金の分子への繰入限度についても同
様に、国内基準行は国際統一基準行の1/2
の0.625％とされているものである。金融機
関の健全性確保の重要性等に鑑みれば、貸
倒引当金の分子への繰入限度額のみを国
際統一基準行並みに引き上げることは困
難。

要望者の実務的なニーズを勘案し、今一度
検討されたい。 5001001

社団法人全国
信用組合中央
協会

11

z0300001
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入れ限度額の
引上げ

大蔵省告示第１９２号（平９．
７．３１）、大蔵省告示第６２号
（平５．３．３１）

補完的項目のうち、一般貸倒引当金につい
ては、第１条の算式の分母の0.625パーセン
トを限度として算入することができるものとす
る。

ｃ Ⅲ

自己資本比率は、国際統一基準行は８％以
上、国内基準行は４％以上とされており、貸
倒引当金の分子への繰入限度についても同
様に、国内基準行は国際統一基準行の1/2
の0.625％とされているものである。金融機
関の健全性確保の重要性等に鑑みれば、貸
倒引当金の分子への繰入限度額のみを国
際統一基準行並みに引き上げることは困
難。

要望者の実務的なニーズを勘案し、今一度
検討されたい。 5143004

社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300002
銀行における収入依存度規
制の更なる緩和（共同従属会
社の設立の容認）

銀行法第16条の2、平成14年
金融庁告示第34号

銀行グループ会社が営む従属業務について
は収入依存度規制が課せられているため、
従属業務会社が複数の銀行の関連会社と
なること(複数銀行による関連会社の共同設
立)は実質的に困難。

ｂ Ⅰ

従属業務そのものは銀行業からみれば他業
であるが、経営の効率化等を図る観点から、
収入依存度規制を課すことにより、主として
当該銀行のために営む業務であることを明
確にした上で、当該業務を営む会社を子会
社とすることを認めているものである。した
がって、複数の銀行が従属業務を営む会社
を共同で設立することを認めるか否かにつ
いては、銀行経営の効率化等の必要性を踏
まえつつ、従属業務の在り方等について引
き続き検討する。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。 5010012 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300002
銀行における収入依存度規
制の更なる緩和（共同従属会
社の設立の容認）

銀行法第16条の2、平成14年
金融庁告示第34号

銀行グループ会社が営む従属業務について
は収入依存度規制が課せられているため、
従属業務会社が複数の銀行の関連会社と
なること(複数銀行による関連会社の共同設
立)は実質的に困難。

ｂ Ⅰ

従属業務そのものは銀行業からみれば他業
であるが、経営の効率化等を図る観点から、
収入依存度規制を課すことにより、主として
当該銀行のために営む業務であることを明
確にした上で、当該業務を営む会社を子会
社とすることを認めているものである。した
がって、複数の銀行が従属業務を営む会社
を共同で設立することを認めるか否かにつ
いては、銀行経営の効率化等の必要性を踏
まえつつ、従属業務の在り方等について引
き続き検討する。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。 5030011 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300003
銀行子会社が行う集配金業
務等に係る収入依存度の撤
廃等

銀行法施行規則第17条の3、
平成14年金融庁告示第34号

銀行又は銀行持株会社の子会社として認め
られる従属業務については、当該銀行及び
その子会社又は当該銀行持株会社及びそ
の子会社からの収入を一定割合以上とする
収入依存度規制(各々の業務に係る総収入
の50%以上)が課せられているが、現金精査
業務、親保険会社に対する投資業務、自己
競落業務については当該規制の対象外とさ
れている。

ｂ Ⅲ

従属業務そのものは銀行業からみれば他業
であるが、経営の効率化等を図る観点から、
収入依存度規制を課すことにより、主として
当該銀行のために営む業務であることを明
確にした上で、当該業務を営む会社を子会
社とすることを認めているものである。した
がって、収入依存度規制の撤廃等を認める
か否かについては、従属業務の在り方を踏
まえつつ検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。
また、集配金業務等に係る収入依存度規制
の撤廃の可否について、見解を示されたい。

5010013 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300003
銀行子会社が行う集配金業
務等に係る収入依存度の撤
廃等

銀行法施行規則第17条の3、
平成14年金融庁告示第34号

銀行又は銀行持株会社の子会社として認め
られる従属業務については、当該銀行及び
その子会社又は当該銀行持株会社及びそ
の子会社からの収入を一定割合以上とする
収入依存度規制(各々の業務に係る総収入
の50%以上)が課せられているが、現金精査
業務、親保険会社に対する投資業務、自己
競落業務については当該規制の対象外とさ
れている。

ｂ Ⅲ

従属業務そのものは銀行業からみれば他業
であるが、経営の効率化等を図る観点から、
収入依存度規制を課すことにより、主として
当該銀行のために営む業務であることを明
確にした上で、当該業務を営む会社を子会
社とすることを認めているものである。した
がって、収入依存度規制の撤廃等を認める
か否かについては、従属業務の在り方を踏
まえつつ検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。
また、集配金業務等に係る収入依存度規制
の撤廃の可否について、見解を示されたい。

5026007 都銀懇話会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 1 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300001
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入限度額の引
上げ

z0300001
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入れ限度額の
引上げ

z0300002
銀行における収入依存度規
制の更なる緩和（共同従属会
社の設立の容認）

z0300002
銀行における収入依存度規
制の更なる緩和（共同従属会
社の設立の容認）

z0300003
銀行子会社が行う集配金業
務等に係る収入依存度の撤
廃等

z0300003
銀行子会社が行う集配金業
務等に係る収入依存度の撤
廃等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5001 5001001
社団法人全国
信用組合中央
協会

11
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入限度額の引
上げ

貸倒引当金について、自己資本算出上の分
子（自己資本額）算入割合を国際統一基準
行と同レベル（１.２５％）まで緩和すること。

貸倒引当金の計上は国内基準、国際統一
基準にかかわらず企業会計に基づき計上す
ることとされ、また金融検査マニュアルの償
却・引当基準が厳格化されたことにより、貸
倒引当金が従来より増加している。

大蔵省告示第１９２号（平９．
７．３１） 金融庁

5143 5143004
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11
自己資本比率算出の際の貸
倒引当金の繰入れ限度額の
引上げ

自己資本算出上の算入割合を国際統一基
準行と同レベル（１．２５％）まで緩和する。

償却・引当基準が国際統一基準金融機関と
同一であること、また、１９８８年のＢＩＳ合意
では、「一般貸倒引当金は、…。特定の資産
に充てられず、かつ、特定の資産における評
価額の減少を反映していない場合は、これら
の準備金は自己資本としての適格性を有し
ており、…」となっていることから、自己資本
算出上の算入割合を国際統一基準行と同レ
ベル（１．２５％）とするのが適当である。

大蔵省告示第６２号（平５．
３．３１） 金融庁

5010 5010012 社団法人第二地方銀行協会 11 複数銀行による従属業務会社の共同設立の容認

銀行法施行規則第17条の3第1項第1号～第
21号に定める業務について、当該銀行及び
その子会社の収入依存度規制を緩和し、共
同設立を容易にする。

複数銀行による従属子会社の共同設立がで
きれば、銀行の経営の効率化を図ることが
できる。

金融庁事務ガイドライン（預金
取扱い金融機関関係）1-10-
1
金融庁告示第34号、36号、38
号（収入依存度規制告示）

金融庁

5030 5030011 社団法人全国地方銀行協会 11 複数銀行による従属業務会社の共同設立の解禁
収入依存度規制を緩和し、複数の銀行によ
る従属業務会社の設立を可能とする。

銀行のグループ会社が営む従属業務につい
ては収入依存度規制（銀行及びその子会社
等より50％以上）が課されているため、従属
業務会社が複数の銀行の関連会社となるこ
と（複数銀行による関連会社の共同設立）は
実質的に困難となっている。平成14年４月よ
り、従属業務会社に係る出資比率規制（銀
行の100％子会社に限る）が廃止され、銀行
と一般事業会社による従属業務会社の共同
設立は可能となったにもかかわらず、複数の
銀行による共同設立ができないことは合理
性を欠くため、独占禁止法第11条ガイドライ
ン（収入依存度規制について「原則として
50％以上」と規定）と平仄を合わせ、柔軟な
運用が可能となるよう措置すべきである。

銀行法第16条の２第１項８
号、銀行法施行規則第17条
の２第６項、平成14年金融庁
告示第34号（平成14年３月29
日）

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5010 5010013 社団法人第二地方銀行協会 11
銀行子会社が行う集配金業
務等に係る収入依存度の撤
廃

銀行法施行規則第17条の3第1項第19号～
第21号に定める業務（現金・小切手輸送業
務、集配業務、有価証券の受け渡し業務）に
ついて、当該銀行及びその子会社の収入依
存度規制を撤廃し、集配金業務等の受託を
容易にする。

集配金業務は顧客からのアウトソースニー
ズが高い業務であり、銀行が収入依存度に
縛られることなく集配金事務を受託できれ
ば、顧客利便性の向上を図りつつ、銀行経
営の効率化を図ることができる。

金融庁事務ガイドライン（預金
取扱い金融機関関係）1-10-
1
金融庁告示第34号、36号、38
号（収入依存度規制告示）

金融庁

5026 5026007 都銀懇話会 11
銀行子会社が行う集配金業
務に係る収入依存度規制の
緩和

・銀行法施行規則第17条の3第1項第19号～
第21号に定める業務（現金・小切手等輸送
業務、集配業務、有価証券の受け渡し業務）
について、当該銀行及びその子会社の収入
依存度規制を撤廃（銀行法施行規則第17条
の3第1項第22号～第26号と同等の取扱い）

・集配金業務は、銀行業務の遂行に必要な
業務であるが、アウトソースニーズが高い業
務でもある。また、金融機関によっては、既
存のインフラの余剰能力を活用しビジネスと
しての展開を図れる業務であり、積極的にイ
ンソースするニーズがある
・当該銀行及びその子会社からの収入に縛
られることなく集配金事務を柔軟に委託・受
託できることにより、顧客利便性の向上を図
りつつ、銀行経営の効率化を図ることができ
る

事務ガイドライン1-9-1（2）、
金融庁告示第34号、36号、38
号

金融庁

危 高危 ＆要 望要 望現 状

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 2 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号、第10条、平成11年
金融監督庁告示第10号

・銀行の代理店において営む代理業務は、
預金、貸付、為替取引、債務の保証又は手
形の引受け、国・地方公共団体・会社等の
金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱
い、有価証券・貴金属その他の物品の保護
預り及び両替に限られている。
・法人代理店は、銀行の100%出資法人又は
当該銀行の持株会社の子会社でなければ
ならない。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、代理店の取扱業務の範囲は、
銀行に対する他業禁止等の観点から措置さ
れているものである。このような代理店規制
は我が国の信用秩序に関連を有するもので
あり、その緩和については慎重に検討を要
することから、16年度中に検討を開始する。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい（結論時期については、平成16年度中
に実施されることの可否についても検討され
たい）。

5026006 都銀懇話会 11

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号、第10条、平成11年
金融監督庁告示第10号

・銀行の代理店において営む代理業務は、
預金、貸付、為替取引、債務の保証又は手
形の引受け、国・地方公共団体・会社等の
金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱
い、有価証券・貴金属その他の物品の保護
預り及び両替に限られている。
・法人代理店は、銀行の100%出資法人又は
当該銀行の持株会社の子会社でなければ
ならない。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、代理店の取扱業務の範囲は、
銀行に対する他業禁止等の観点から措置さ
れているものである。このような代理店規制
は我が国の信用秩序に関連を有するもので
あり、その緩和については慎重に検討を要
することから、16年度中に検討を開始する。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい（結論時期については、平成16年度中
に実施されることの可否についても検討され
たい）。

5030012 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号、第10条、平成11年
金融監督庁告示第10号

・銀行の代理店において営む代理業務は、
預金、貸付、為替取引、債務の保証又は手
形の引受け、国・地方公共団体・会社等の
金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱
い、有価証券・貴金属その他の物品の保護
預り及び両替に限られている。
・法人代理店は、銀行の100%出資法人又は
当該銀行の持株会社の子会社でなければ
ならない。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、代理店の取扱業務の範囲は、
銀行に対する他業禁止等の観点から措置さ
れているものである。このような代理店規制
は我が国の信用秩序に関連を有するもので
あり、その緩和については慎重に検討を要
することから、16年度中に検討を開始する。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい（結論時期については、平成16年度中
に実施されることの可否についても検討され
たい）。

5143027
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号、第10条、平成11年
金融監督庁告示第10号

・銀行の代理店において営む代理業務は、
預金、貸付、為替取引、債務の保証又は手
形の引受け、国・地方公共団体・会社等の
金銭の収納その他金銭に係る事務の取扱
い、有価証券・貴金属その他の物品の保護
預り及び両替に限られている。
・法人代理店は、銀行の100%出資法人又は
当該銀行の持株会社の子会社でなければ
ならない。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、代理店の取扱業務の範囲は、
銀行に対する他業禁止等の観点から措置さ
れているものである。このような代理店規制
は我が国の信用秩序に関連を有するもので
あり、その緩和については慎重に検討を要
することから、16年度中に検討を開始する。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい（結論時期については、平成16年度中
に実施されることの可否についても検討され
たい）。

5143028
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容 銀行法第20条、第57条

銀行は、銀行法第20条及び第57条の規定に
基づき、貸借対照表及び損益計算書を日刊
新聞紙に掲載することにより公告しなければ
ならない。

ｂ Ⅰ

銀行における公告の方法については、今後
の商法改正により一般の株式会社等に対し
て新たに電子公告が導入される予定である
ことを踏まえ、決算公告など利用者の権利
関係に影響を及ぼさない公告等に対し、具
体的な内容について検討を行う。

一般株式会社等への導入とのタイムラグを
極力小さくすることを念頭に、検討スケ
ジュールについて、具体的に示されたい。

5010008 社団法人第二地方銀行協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 3 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和

z0300004 代理店に係る諸規制の緩和

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5026 5026006 都銀懇話会 11 銀行の代理店に係る規制緩和

・法人代理店における100%出資規制の撤廃
・代理店の取扱い可能な業務の銀行法第10
条、第11条、第12条に定める業務全般への
拡大

・銀行が提供する商品・サービスは多岐にわ
たり、かつ顧客が求める水準も高まってきて
いる中、代理店は顧客ニーズを満たしつつ、
ローコストオペレーションを可能とする有人
拠点として、その活用は極めて有効である
・代理店に係る規制は徐々に緩和されてい
るものの、代理業務の制限によって多様な
顧客ニーズへの対応が不十分であること、
また、組織的な管理が可能となる法人代理
店においては、出資規制によって機動的な
設置が困難であることから、現状、活用され
ているとは言い難い状況にある
・これらの規制を撤廃することにより、顧客
ニーズを充足する代理店の機動的な設置及
び組織的な管理が可能となり、従来のマー
ケット以外への主店等の可能性も高まるな
ど、顧客利便性が向上する

銀行法施行規則第9条の3第
2項第6号、第8号、同第10
条、平成11年4月1日金融監
督庁告示第10号第2条（最終
改正：平成14年3月29日金融
庁告示第33号）

金融庁

5030 5030012 社団法人全国地方銀行協会 11 代理店に係る規制の緩和
代理店について、a.業務範囲の拡大、b.100%
出資規制の緩和（法人代理店）、の措置を講
じる。

a.に関しては、銀行の代理店において営むこ
とのできる代理業務は限定されており、例え
ば投資信託や保険商品の販売は行えない
等の制約がある。地域の顧客ニーズに従来
以上にきめ細かく対応していくうえで、代理
店は有効な有人拠点になり得ると考えられ、
その積極的な活用を促す観点からも代理店
の業務範囲を銀行法第10条、11条、12条に
定める業務全般に拡大すべきである。
b.に関しては、法人代理店の機動的な設置
及び組織的な管理を可能とするため、現行
の出資比率規制（100%出資規制）を緩和す
べきである。

銀行法施行規則 第９条の３
第２項、第10条、平成11年金
融監督庁告示第10号 第２条
（平成11年４月１日）、平成14
年金融庁告示第33号（平成
14年３月29日）

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5143 5143027
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 法人代理店の１００％出資規制の緩和
信用金庫の法人代理店への金庫による出
資比率（１００％）を引下げる。

信用金庫の法人代理店は、代理業務を委任
する金庫が１００％出資する法人でなくては
ならない。そのため他の地域金融機関や一
般事業会社、あるいは委任金庫を退職した
職員と共同出資することにより代理店をもつ
ことが不可能である。

信金法施行規則第１５条の２
第６号 金融庁

5143 5143028
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 代理店業務の拡大
信用金庫の代理店として行うことができる業
務の範囲を、現行規制よりも拡大し、代理店
の展開が柔軟にできるようにする。

「リレーションシップバンキングの機能強化に
向けて」の趣旨に鑑み、地域のお客様・会員
への更なる利便性の提供と収益力の確保を
両立させていくためには、従来の枠組みを超
えた柔軟な店舗戦略が不可欠となっている。
そのひとつが、店舗戦略における代理店の
有効活用であると考える。

信金法施行規則第１５条の２
第４号、告示（平成１４年３月
２９日告示第４１号）

金融庁

5010 5010008 社団法人第二地方銀行協会 11 電磁的方法による決算公告の許容
銀行も電磁的方法による決算公告が可能に
なるよう、銀行法上の手当てを行う。

インターネットの普及により、商法が改正さ
れたことに鑑みれば、銀行だけ制約を設け
る理由はないと考える。

銀行法第20条、第57条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 4 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容 銀行法第20条、第57条

銀行は、銀行法第20条及び第57条の規定に
基づき、貸借対照表及び損益計算書を日刊
新聞紙に掲載することにより公告しなければ
ならない。

ｂ Ⅰ

銀行における公告の方法については、今後
の商法改正により一般の株式会社等に対し
て新たに電子公告が導入される予定である
ことを踏まえ、決算公告など利用者の権利
関係に影響を及ぼさない公告等に対し、具
体的な内容について検討を行う。

一般株式会社等への導入とのタイムラグを
極力小さくすることを念頭に、検討スケ
ジュールについて、具体的に示されたい。

5026024 都銀懇話会 11

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容 銀行法第20条、第57条

銀行は、銀行法第20条及び第57条の規定に
基づき、貸借対照表及び損益計算書を日刊
新聞紙に掲載することにより公告しなければ
ならない。

ｂ Ⅰ

銀行における公告の方法については、今後
の商法改正により一般の株式会社等に対し
て新たに電子公告が導入される予定である
ことを踏まえ、決算公告など利用者の権利
関係に影響を及ぼさない公告等に対し、具
体的な内容について検討を行う。

一般株式会社等への導入とのタイムラグを
極力小さくすることを念頭に、検討スケ
ジュールについて、具体的に示されたい。

5030016 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化
銀行法施行令第5条、銀行法
施行規則第16条

・銀行法に規定する休日以外の日を営業所
の休日とするためには、営業所の「設置場所
の特殊事情」により、当該営業所を休日とす
ることがやむを得ない日であることにつき金
融庁長官の承認を受ける必要がある。
・銀行の営業時間は、午前9時から午後3時
までとされている。ただし、その営業所の「所
在地又は設置場所の特殊事情」により、異
なる営業時間とする必要がある場合には、
当該営業所について営業時間を変更するこ
とができる。

ｂ Ⅱ
Ⅲ

決済機能を担う銀行の休日や営業時間が各
銀行毎や各営業所毎に異なることとなれば、
為替決済取引等決済システムを混乱させる
おそれがあることから規制そのものを撤廃す
ることは困難であるが、設置場所等の特殊
事情以外であっても、為替取引や当座預金
業務を行っておらず、ATMの設置による代替
措置が確保されている等、利用者利便を損
なわず決済システムに支障がないと考えら
れる出張所については、具体的な内容につ
いて検討を行う。

検討の方向性（要件）及びスケジュール（結
論時期）について、具体的に示されたい（結
論時期については、平成16年度中に実施さ
れることの可否についても検討されたい）。

5006013 社団法人信託協会 11

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化
銀行法施行令第5条、銀行法
施行規則第16条

・銀行法に規定する休日以外の日を営業所
の休日とするためには、営業所の「設置場所
の特殊事情」により、当該営業所を休日とす
ることがやむを得ない日であることにつき金
融庁長官の承認を受ける必要がある。
・銀行の営業時間は、午前9時から午後3時
までとされている。ただし、その営業所の「所
在地又は設置場所の特殊事情」により、異
なる営業時間とする必要がある場合には、
当該営業所について営業時間を変更するこ
とができる。

ｂ Ⅱ
Ⅲ

決済機能を担う銀行の休日や営業時間が各
銀行毎や各営業所毎に異なることとなれば、
為替決済取引等決済システムを混乱させる
おそれがあることから規制そのものを撤廃す
ることは困難であるが、設置場所等の特殊
事情以外であっても、為替取引や当座預金
業務を行っておらず、ATMの設置による代替
措置が確保されている等、利用者利便を損
なわず決済システムに支障がないと考えら
れる出張所については、具体的な内容につ
いて検討を行う。

検討の方向性（要件）及びスケジュール（結
論時期）について、具体的に示されたい（結
論時期については、平成16年度中に実施さ
れることの可否についても検討されたい）。

5010005 社団法人第二地方銀行協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 5 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容

z0300005 銀行における電磁的方法による決算公告の許容

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5026 5026024 都銀懇話会 11 銀行における電磁的方法による決算公告の許容
・銀行においても電磁的方法による決算公
告を認める

・我が国のIT戦略の基本理念を定めた、い
わゆるIT基本法が平成13年1月に施行され、
ITの積極的活用について、国全体が取り組
んでいる中、銀行のみ電磁的方法による決
算公告が認められないことは、その方向性
にあっていないものであり、銀行にも電磁的
方法による決算公告を行うことを認めるべき
である
・また、銀行にとって、決算公告の合理化に
も資するものである

銀行法第20条、第21条、第57
条 金融庁

5030 5030016 社団法人全国地方銀行協会 11 電磁的方法による決算公告の解禁
銀行にも電磁的方法による決算公告（ホー
ムページへの掲載）を解禁する。

平成13年10月の商法改正により、決算公告
については、従来の日刊紙への掲載による
方法のほか電磁的方法も認められたが（商
法第283条第５項）、銀行については、銀行
法第57条の規定により日刊紙への掲載によ
る方法しか認められていない。多くの一般事
業法人が電磁的方法による決算公告を行
い、経費節減等の効率化を進めている中、
これが銀行にだけ認められないことは合理
性を欠く。また利用者側からしてみても、常
にホームページ上で過去５年分の銀行の決
算公告を閲覧できるようになるため、利便性
が増すものと期待される。

銀行法第20条、第57条 金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5006 5006013 社団法人信託協会 11

出張所（臨時若しくは巡回型
の施設又は無人の設備を除
く）の休日に係る規制の緩
和、および営業時間に係る規
制を撤廃すること。

・銀行の休日は、土日、祝日、年末年始に限
られており、それ以外に営業所が休日とする
ことができる日は、「営業所の所在地におけ
る一般の休日に当たる日で当該営業所の休
日として金融庁長官が告示した日」および
「営業所の設置場所の特殊事情により、当
該営業所の休日とすることがやむを得ない
日として金融庁長官が承認した日」に限られ
ている。
・銀行の営業所の営業時間は「午前９時から
午後３時まで」と規定されており、その営業
時間の変更は、延長の場合を除き、「その営
業所の所在地又は設置場所の特殊事情に
より」必要がある場合に限られている。
・出張所（臨時若しくは巡回型の施設又は無
人の設備を除く）について、休日に係る規定
を緩和し、「設置場所の特殊事情によりやむ
を得ない」場合以外でも銀行が独自に「休
日」を定めることが出来るようになることを要
望する。
・同じく、出張所（臨時若しくは巡回型の施設
又は無人の設備を除く）について、「その営
業所の所在地又は設置場所の特殊事情に
より」必要がある場合以外でも、銀行が独自
に当該営業所の営業時間を「午前９時から
午後３時まで」が確保されていない時間帯に
変更出来るようになることを要望する。

・顧客ニーズに合わせた店舗営業日及び店
舗営業時間の設定による、顧客利便性の向
上

・顧客ニーズ、営業所の周辺環境等に合っ
た営業日および営業時間を銀行が独自に設
定出来るようにすることにより、顧客利便性
の向上、営業体制の効率化を図る。
・振込機能付ＡＴＭの併設等を行なうことによ
り「金融機関相互間の内国為替取引を通信
回線を用いて処理する制度の運営に支障を
及ぼすおそれがないこと」に留意すること、
顧客の利便に配慮すること、当座預金業務
を営んでいない出張所、自己の計算による
勘定を持たない出張所を対象とすることによ
り、顧客の利便を著しく損なうことはない。

・銀行法第１５条
・銀行法施行令第５条
・銀行法施行規則第１６条

金融庁

5010 5010005 社団法人第二地方銀行協会 11 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化

店舗の営業時間の規制（午前9時から午後3
時まで）を撤廃するか、もしくは営業時間を
変更する場合の届出を事後届出へ移行す
る。

以下のような現状を踏まえると、現行の画一
的な営業時間規制を行っていかなければな
らない必然性は薄まってきており、今後は各
行の自己責任において、顧客のニーズ、利
便性の確保を踏まえた店舗運営を行うことで
特に問題ないものと考えられる。
・現行の店舗の営業時間の規制は、窓口業
務を想定したものであり、銀行業務の多様化
や機械化、インターネットバンキング、コンビ
ニＡＴＭの登場により、従来の窓口業務を想
定した営業時間の概念は陳腐化している。
・インストアブランチなどでは、出店先である
スーパーマーケット等の店舗の開店時間（例
えば午前10時）に合わせて営業を開始する
事例も増えている。
・最小限の人員による小型店舗の場合、営
業時間を地域特性に合わせた時間帯に絞り
込むことで、防犯上、労務管理上の負担が
軽減される。
また、個別事情を勘案して営業所ごとの規
制緩和とした場合、顧客への周知等の措置
を徹底したうえで、届出を事後とすることで
事務負担の軽減と店舗運営の機動性確保
を図っていただきたい。

銀行法施行規則第16条、35
条1項７ 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 6 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化
銀行法施行令第5条、銀行法
施行規則第16条

・銀行法に規定する休日以外の日を営業所
の休日とするためには、営業所の「設置場所
の特殊事情」により、当該営業所を休日とす
ることがやむを得ない日であることにつき金
融庁長官の承認を受ける必要がある。
・銀行の営業時間は、午前9時から午後3時
までとされている。ただし、その営業所の「所
在地又は設置場所の特殊事情」により、異
なる営業時間とする必要がある場合には、
当該営業所について営業時間を変更するこ
とができる。

ｂ Ⅱ
Ⅲ

決済機能を担う銀行の休日や営業時間が各
銀行毎や各営業所毎に異なることとなれば、
為替決済取引等決済システムを混乱させる
おそれがあることから規制そのものを撤廃す
ることは困難であるが、設置場所等の特殊
事情以外であっても、為替取引や当座預金
業務を行っておらず、ATMの設置による代替
措置が確保されている等、利用者利便を損
なわず決済システムに支障がないと考えら
れる出張所については、具体的な内容につ
いて検討を行う。

検討の方向性（要件）及びスケジュール（結
論時期）について、具体的に示されたい（結
論時期については、平成16年度中に実施さ
れることの可否についても検討されたい）。

5021188
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化
銀行法施行令第5条、銀行法
施行規則第16条

・銀行法に規定する休日以外の日を営業所
の休日とするためには、営業所の「設置場所
の特殊事情」により、当該営業所を休日とす
ることがやむを得ない日であることにつき金
融庁長官の承認を受ける必要がある。
・銀行の営業時間は、午前9時から午後3時
までとされている。ただし、その営業所の「所
在地又は設置場所の特殊事情」により、異
なる営業時間とする必要がある場合には、
当該営業所について営業時間を変更するこ
とができる。

ｂ Ⅱ
Ⅲ

決済機能を担う銀行の休日や営業時間が各
銀行毎や各営業所毎に異なることとなれば、
為替決済取引等決済システムを混乱させる
おそれがあることから規制そのものを撤廃す
ることは困難であるが、設置場所等の特殊
事情以外であっても、為替取引や当座預金
業務を行っておらず、ATMの設置による代替
措置が確保されている等、利用者利便を損
なわず決済システムに支障がないと考えら
れる出張所については、具体的な内容につ
いて検討を行う。

検討の方向性（要件）及びスケジュール（結
論時期）について、具体的に示されたい（結
論時期については、平成16年度中に実施さ
れることの可否についても検討されたい）。

5030010 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認
銀行法第10条第2項、事務ガ
イドライン(1-7-4)

銀行が取引先企業に対して行うアドバイス
業務は、先般の事務ガイドラインの改正によ
り「その他付随業務」とされたものの、個人に
対するアドバイス業務については、その取扱
いが明確になっていない。

ａ Ⅳ

銀行が投資顧問業法に規定する投資顧問
業に該当しない範囲で、顧客の金融資産に
対する資産運用アドバイス業務を取り扱う場
合についても「その他付随業務」として明確
化する方向で検討を行う。

第３次答申で合意したスケジュール（15年度
検討・結論）を明示されたい。また、具体的
措置の方法についても明示されたい。

5010004 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認
銀行法第10条第2項、事務ガ
イドライン(1-7-4)

銀行が取引先企業に対して行うアドバイス
業務は、先般の事務ガイドラインの改正によ
り「その他付随業務」とされたものの、個人に
対するアドバイス業務については、その取扱
いが明確になっていない。

ａ Ⅳ

銀行が投資顧問業法に規定する投資顧問
業に該当しない範囲で、顧客の金融資産に
対する資産運用アドバイス業務を取り扱う場
合についても「その他付随業務」として明確
化する方向で検討を行う。

第３次答申で合意したスケジュール（15年度
検討・結論）を明示されたい。また、具体的
措置の方法についても明示されたい。

5026005 都銀懇話会 11

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認
銀行法第10条第2項、事務ガ
イドライン(1-7-4)

銀行が取引先企業に対して行うアドバイス
業務は、先般の事務ガイドラインの改正によ
り「その他付随業務」とされたものの、個人に
対するアドバイス業務については、その取扱
いが明確になっていない。

ａ Ⅳ

銀行が投資顧問業法に規定する投資顧問
業に該当しない範囲で、顧客の金融資産に
対する資産運用アドバイス業務を取り扱う場
合についても「その他付随業務」として明確
化する方向で検討を行う。

第３次答申で合意したスケジュール（15年度
検討・結論）を明示されたい。また、具体的
措置の方法についても明示されたい。

5030006 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300008 銀行による投資助言業務の解禁
銀行法第10条第2項、第11
条、投資顧問業法第4条

有価証券に係る投資顧問業は、銀行法第10
条第2項の付随業務に規定されていないた
め、銀行は投資顧問業を営むことはできな
い。

ｂ Ⅰ

・銀行については、利益相反の防止、経営の
健全性の確保及び取引の公正性確保等の
観点から、株式の売買の取次ぎ業務等の証
券業を行うことが制限されている。
・平成15年12月24日の金融審議会において
銀行への証券仲介業の解禁が認められたと
ころであり、これらの措置の定着状況を見極
めながら検討を行う。

・兼業についての制限はないものの、金銭等
の預託の受入の禁止（投資顧問業法第19
条）、金銭等の貸付けの禁止（投資顧問業
法第20条）があり、実質的に営むことができ
ない。

回答では、「（証券仲介業制度の）定着状況
を見極めながら検討を行う」とのことである
が、検討スケジュール（結論時期）について
も具体的に示されたい。

5026002 都銀懇話会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 7 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化

z0300006 店舗の営業時間に係る規制の撤廃もしくは届出の簡素化

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認

z0300007 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱いの容認

z0300008 銀行による投資助言業務の解禁

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021188
社団法人日本
経済団体連合
会

11
銀行の出張所の休日に係る
規制の緩和、及び営業時間
に係る規制の撤廃【新規】

　銀行の出張所（臨時若しくは巡回型の施設
又は無人の設備を除く）の休日及び営業時
間を、銀行が独自に定めることを可能とすべ
きである。

　顧客ニーズ、出張所の周辺環境等に即し
て、銀行が独自に営業日及び営業時間を設
定することが可能となれば、顧客利便性の
向上に資する。なお、振込機能付ＡＴＭを併
設し、当座預金業務を行っていない出張所、
自己の計算による勘定を持たない出張所を
対象とすれば、顧客の利便性及び決済シス
テムの安定性を損なう恐れはない。

銀行法　第15条
銀行法施行令　第５条
銀行法施行規則　第15条、第
16条

金融庁

　銀行の休日は、土日、祝日、年末年始に限
られており、それ以外に営業所が休日とする
ことができる日は、「営業所の所在地におけ
る一般の休日に当たる日で当該営業所の休
日として金融庁長官が告示した日」及び「営
業所の設置場所の特殊事情により、当該営
業所の休日とすることがやむを得ない日とし
て金融庁長官が承認した日」に限られてい
る。また、銀行の営業所の営業時間は「午前
９時から午後３時まで」とされており、その営
業時間の変更は、延長の場合を除き、「その
営業所の所在地又は設置場所の特殊事情
により」必要がある場合に限られている。

5030 5030010 社団法人全国地方銀行協会 11 店舗の営業時間規制（午前９時～午後３時）の緩和
店舗の営業時間規制（午前９時から午後３
時まで）を緩和する。

小規模・少人数の店舗においては、昼の休
憩時間帯に営業面、防犯面で支障が生じる
が、昼食休憩時間帯に窓口を閉鎖できれ
ば、交代要員の確保が不要となり、最小限
の人員による窓口営業が可能となる。これに
より、従来は人員確保が難しく無人化せざる
を得なかった店舗も、有人店舗として存続さ
せることが可能となり、無人化する場合と比
べ顧客利便の維持・向上に資することができ
る（なお、窓口閉鎖中はＡＴＭコーナーは必
ず開けておくなど、資金決済に係る顧客利
便の維持には十分配意するものとする）。

現行規制によれば、平日の午前９時から午
後３時までは原則として必ず銀行窓口を開
けておかなければならない。しかし、銀行の
各店舗における時間帯毎の来店客数は、各
店舗の立地条件や顧客層の違い等により多
様なものとなっている中、顧客利便の維持・
向上及び銀行経営の効率化の両面からより
柔軟な店舗運営の形態が求められてきてお
り、営業時間についても各行の自己責任に
基づく機動的な設定を可能とすべきである。

銀行法 第15条、同施行規則
第16条、第35条第１項第７号 金融庁

別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5010 5010004 社団法人第二地方銀行協会 11 資産運用アドバイス業務の銀行法上の位置付けの明確化

資産運用アドバイス業務を銀行法第10条第
2項の「その他の銀行業務に付随する業務」
に該当する業務として、事務ガイドライン等
において取扱いの明確化を図る。

銀行窓口で投資信託や保険商品の取扱い
が可能になるなど、銀行が取扱える運用商
品の範囲が拡大しているほか、商品内容も
複雑化している。これに伴い、欧米のプライ
ベートバンキング等が実施しているような総
合的な資産運用アドバイス業務のニーズが
高まっている。
顧客に対するサービスの充実の観点からも
資産運用アドバイス業務を、コンサルティン
グ業務、ビジネスマッチング業務等が事務ガ
イドライン1－7－4で明確化されたような形
で、取扱いを明確化してほしい。

銀行法第10条第2項
金融庁事務ガイドライン（預金
取扱い金融機関関係）1-7-4 金融庁

5026 5026005 都銀懇話会 11 銀行による資産運用アドバイス業務の取扱い

・銀行が行う顧客の金融資産に対する総合
的アドバイス業務を、付随業務として位置付
ける（銀行法施行規則第17条の3第2項第17
号が規定する子会社の業務を銀行本体にも
認める）

・顧客の資産運用に関連して、金融資産全
体に対して総合的なアドバイスを銀行から受
けたいとの顧客ニーズは従前にも増して高
まっている。こうした顧客ニーズに十分に対
応するためにも、「資産運用アドバイス業務」
を銀行の付随業務として明確化することが
必要である

銀行法第10条第2項、同法施
行規則第17条の3第2項第17
号

金融庁

5030 5030006 社団法人全国地方銀行協会 11 資産運用アドバイス業務の付随業務への追加
顧客に対する資産運用アドバイス業務を付
随業務として認める。

現状、顧客の金融資産の運用に関する総合
的なアドバイス業務は金融商品の販売業務
と切り離して行うことはできないと解されてい
るため、必ずしも当該銀行からの商品購入
を前提としない顧客の相談ニーズ等には応
えることができない。商品セールスを前提と
しない資産運用アドバイス業務が付随業務
として明確化されれば、こうした顧客ニーズ
に応えていくことが可能となり、銀行としても
新たなビジネスモデルを構築できる。

銀行法 第10条第２項 金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5026 5026002 都銀懇話会 11 銀行による投資助言業務の解禁

・顧客の有価証券投資に係る助言業務を銀
行本体にも認め、投資顧問業法の適用除外
とする取扱い

・顧客の資産運用に関連して、銀行では公
共債、投資信託、投資型年金といった商品
の取扱いが認められてきていることもあり、
それに伴い銀行窓口での有価証券投資等
の金融資産の運用助言に対する顧客ニー
ズが高まってきている。こうした顧客ニーズ
に十分対応するためには、本規制緩和の実
施が必要である

銀行法第10条第2項、第11
条、投資顧問業法第4条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 8 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300008 銀行による投資助言業務の解禁
銀行法第10条第2項、第11
条、投資顧問業法第4条

有価証券に係る投資顧問業は、銀行法第10
条第2項の付随業務に規定されていないた
め、銀行は投資顧問業を営むことはできな
い。

ｂ Ⅰ

・銀行については、利益相反の防止、経営の
健全性の確保及び取引の公正性確保等の
観点から、株式の売買の取次ぎ業務等の証
券業を行うことが制限されている。
・平成15年12月24日の金融審議会において
銀行への証券仲介業の解禁が認められたと
ころであり、これらの措置の定着状況を見極
めながら検討を行う。

・兼業についての制限はないものの、金銭等
の預託の受入の禁止（投資顧問業法第19
条）、金銭等の貸付けの禁止（投資顧問業
法第20条）があり、実質的に営むことができ
ない。

回答では、「（証券仲介業制度の）定着状況
を見極めながら検討を行う」とのことである
が、検討スケジュール（結論時期）について
も具体的に示されたい。

5030005 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300009 銀行における電子マネー業務等の取扱いの明確化 銀行法第10条第2項
金融機関が発行主体となる電子マネーやオ
フラインデビットの取扱いが銀行法等におい
て明確に規定されていない。

ａ Ⅳ
金融機関が発行主体となる電子マネー業務
及びオフラインデビット業務を「その他付随
業務」として明確化する方向で検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（「規制改革推進３か年計
画（再改定）」では「平成15年度検討・結
論」）。また、具体的措置の方法についても
明示されたい。

5026008 都銀懇話会 11

z0300010 銀行子会社によるネットワーク上のプリペイド事業の解禁 銀行法施行規則第17条の3
ネットワーク上のプリペイド業務は、銀行の
子会社が営むことのできる業務として規定さ
れていない。

ａ Ⅲ

ネットワーク上でのプリペイド事業は、商品
売買代金等の資金決済に利用されており、
銀行振込業務やクレジットカード業務と親近
性の高い業務であり、また現状においても銀
行の子会社はプリペイドカード業務を営むこ
とができることに鑑み、ネットワーク上でのプ
リペイド事業を子会社の業務範囲とする方
向で具体的な内容について検討を行い、平
成15年度中に措置する。

5026009 都銀懇話会 11

z0300011 銀行社債の商品性の改善 (商法第306条)

普通銀行の社債は、商法に基づいて発行さ
れるものであり、長期信用銀行が発行する
金融債について認められている売出発行が
認められていない。

ｂ Ⅰ
普通銀行の社債発行の在り方について、実
務におけるニーズ等を踏まえ、引き続き金融
審議会等で検討を行う。

（金融庁）検討スケジュール（結論時期）につ
いて、具体的に示されたい。

（法務省）第３次答申において、「社債の発行
形態の自由度を高める（いわゆる売出発行
形態の許容を含む）。」ことが合意された（平
成15年度以降逐次検討・結論）。これを踏ま
えた検討の方向性及びスケジュール（結論
時期）について、具体的に示されたい。

5026012 都銀懇話会 11

z0300012

銀行法における信託銀行の
議決権保有規制における信
託勘定で保有する議決権の
取扱いの見直し（独禁法と平
仄のあった規制とすること）

銀行法第16条の3、銀行法施
行規則第17条の6

銀行法においては「①元本補填のない信託
勘定で保有する議決権のある株式」、「②元
本補填のある信託勘定で保有する議決権の
ある株式」及び「③銀行勘定で保有する議決
権のある株式」の合計は、議決権のある株
式全体の5%以内とされている。ただし、①が
増加することにより5%を超えた状態で1年を
超えて国内会社の議決権を取得・保有する
こととなった場合には、内閣総理大臣の承認
を受けて保有することとなる。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

元本補填がなく実績配当による信託勘定に
よって保有する株式については、銀行経営
の健全性に影響を及ぼすものではないこと
から、企業支配防止の観点から規定されて
いる独占禁止法の規制の現状を踏まえつつ
検討を行う。

検討の方向性（要件）及びスケジュール（結
論時期）について、具体的に示されたい。 5006012 社団法人信託協会 11

z0300013 銀行持株会社および銀行による届出手続きの簡素化
銀行法第53条、銀行法施行
規則第35条

銀行の子会社、関連会社の設立等について
は届出を行う必要があるが、当該会社が銀
行持株会社の子会社、関連会社にも該当す
る場合には、銀行と銀行持株会社がそれぞ
れ届出を行う。

ｂ Ⅰ
Ⅲ

銀行と銀行持株会社が同一の子会社、関連
会社について重複して行う届出については、
事務の簡素化等の観点から、運用面の見直
しを検討する。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい。 5026026 都銀懇話会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 9 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300008 銀行による投資助言業務の解禁

z0300009 銀行における電子マネー業務等の取扱いの明確化

z0300010 銀行子会社によるネットワーク上のプリペイド事業の解禁

z0300011 銀行社債の商品性の改善

z0300012

銀行法における信託銀行の
議決権保有規制における信
託勘定で保有する議決権の
取扱いの見直し（独禁法と平
仄のあった規制とすること）

z0300013 銀行持株会社および銀行による届出手続きの簡素化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5030 5030005 社団法人全国地方銀行協会 11 投資顧問業法における投資助言業務の解禁

顧客の有価証券投資に係る助言業務を銀
行本体にも認める（投資顧問業法の適用除
外の取扱いとする）

銀行本体における投資信託や年金商品の
窓販解禁等により、銀行窓口で取り扱うこと
のできる投資型商品が拡大している中、顧
客に投資判断の材料を提供する助言業務
は銀行には認められていない。本業務を銀
行にも認めることにより、顧客ニーズに幅広
く応えていくことができると考えられる。

銀行法 第10条第２項、第11
条、有価証券に係る投資顧
問業の規制等に関する法律
第４条

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5026 5026008 都銀懇話会 11 銀行における電子マネー業務等の取扱いの明確化

・金融機関が発行主体となる電子マネーや
オフラインデビットについて、銀行法での位
置付けを明確化する

・金融機関が発行主体となる電子マネーや
オフラインデビットは、預り金を業とする銀行
業務と業務の性質は類似しており、銀行法
での位置付けを明確化することが望ましいと
考えられる
・金融機関が発行主体となる電子マネーや
オフラインデビットに関しては、コンビニエン
スストアやフォーストフード等少額決済を中
心とした加盟店からのニーズが顕在化して
おり、利用者利便性向上、新たな決済手数
料等の収益機会が期待できる

銀行法第10条 金融庁

5026 5026009 都銀懇話会 11 銀行子会社によるネットワーク上のプリペイド事業の解禁
・ネットワーク上でのプリペイド事業につい
て、金融関連業務の対象とする取扱い

・ネットワーク上のプリペイド事業は、商品売
買代金等の資金決済に利用されており、銀
行振込業務やクレジットカード事業と親和性
が高いもので、金融関連業務として認められ
ても問題のない性質のものと考えられる
・こうした業務の性質から考えると、ネット
ワーク上でのプリペイド事業を、一般事業会
社は取扱い可能にもかかわらず、銀行の金
融関連業務子会社は取扱いができない、と
いうのは不自然である

銀行法施行規則第17条の3
第2項 金融庁

5026 5026012 都銀懇話会 11 銀行社債の商品性改善
・売出発行を認める
・割引発行を可能とするための税制優遇に
係る規定の整備

・平成11年10月1日に普通銀行による普通社
債の発行が解禁されたが、長信銀等が発行
する金融債と普通社債との間で商品性の違
いが存在
・店頭で発行代り金と引き換えに、即、券面
が受け取れるという利用者利便の観点か
ら、普通社債について売出発行を認めるな
ど商品性の改善が望まれる。これは、個人
金融資産の運用多様化にも資する

商法第306条、租税特別措置
法第41条の12 金融庁

5006 5006012 社団法人信託協会 11

銀行法における信託銀行の
議決権保有規制について、信
託勘定で保有する議決権の
取扱いに関し、独禁法と平仄
のあった規制とすること。

・現行の銀行法では、原則として、「元本補て
んのない信託勘定で保有する議決権のある
株式」（①）、「元本補てんのある信託勘定で
保有する議決権のある株式」（②）及び「銀行
勘定で保有する議決権のある株式」（③）の
合計は、議決権のある株式全体の５％以内
とされている。ただし、例外として、①の増加
により（①＋②＋③）が５％超となることは可
能ではあるが、②又は③の増加で（①＋②
＋③）が５％超となることは、たとえ②＋③≦
５％であったとしても不可となっている。
・上記の規制を緩和し、「②＋③≦５％　かつ
①＋②＋③≦１０％」とすることを要望。

・元本補てんのない信託勘定①（例えば年
金信託）で所有する株式については、その出
資先破綻リスクは信託銀行の固有財産から
遮断されている。また、議決権行使について
も、例えばガイドラインを作成するなどして受
益者の利益という観点から行使することとし
ており、信託銀行自身で保有している株式と
は議決権行使の観点が異なる。したがって、
①が５％規制の対象となることは適当でな
い。
・現行の独禁法での議決権保有規制は、
「③≦５％　かつ　①＋②＋③≦１０％」とさ
れており、現行の銀行法の規制の方が重
い。
・公正取引委員会が平成13年10月31日に公
表した「独占禁止法研究会報告書」において
も、銀行法と独禁法の規制内容につき「でき
る限り整合性を確保することが必要」とされ
ており、早急な対応が必要である。

・銀行法第16条の3
・銀行法施行規則第17条の6 金融庁

5026 5026026 都銀懇話会 11 銀行持株会社および銀行による届出手続きの簡素化
・銀行持株会社及び銀行による届出手続き
の簡素化

・子会社・関連会社の設立等の事由に対し
て、銀行持株会社と銀行が各々届出を行う
のは、二重作業が多く非効率で、実務的な
負荷が大きい。届出手続きについては原則
一本化を図るべきである

銀行法第53条、同法施行規
則第35条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 10 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300014 銀行等による株式の取得等の制限の撤廃 銀行法第16条の3

銀行又はその子会社は、国内の会社(子会
社対象会社のうち、従属業務子会社等を除
いた会社)の議決権を合算して5%を超えて保
有することを禁止している。

ｃ Ⅰ

いわゆる5%ルールは、銀行経営の健全性確
保の観点から銀行に他業禁止が課せられて
いる趣旨の徹底を図るとともに、銀行の子会
社の範囲制限が逸脱されることを回避する
ことを目的に定めているものであるため、こ
れを撤廃することは措置困難である。

5083004
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300015 銀行における私募型事業ファンドの組成と窓販の解禁 該当なし 投資事業組合の取扱いは現行法上可能。 ｄ － 措置不要（事実誤認） 5083006
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300016 銀行の他業禁止規制の緩和 銀行法第10条第2項、第12条

銀行は法第10条に規定する固有業務及び
付随業務のほか、第11条(証券業務)及び第
12条(法定他業)のみを営むことができ、それ
以外の業務を行うことは認められていない。

ｃ Ⅰ

銀行はその業務について高度の公共性を有
しており、銀行における他業禁止規制は、競
争条件の公平性、利益相反行為の防止や
他業が抱えるリスクにより銀行経営の健全
性が損なわれ預金者保護に影響を及ぼすこ
とのないよう、これを課しているものであるこ
とから、撤廃することは措置困難。

 5083007
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300017 銀行の広告業参入の容認
・銀行法第10条第2項
・事務ガイドライン１－７－４
（２）

・銀行は、銀行法第10条から第12条におい
て、銀行本体で行うことのできる業務の範囲
を規定しており、他の業務を行うことができ
ない。
・事務ガイドライン１－７－４（２）において、銀
行法第10条第２項その他の付随業務の範疇
にあるかどうかの判断に当たっての要件を
明確化している。

ｂ Ⅳ

　銀行のインターネットのホームページ上を
広告媒体として他者に使用させることを業務
として行うことについては、事務ガイドライン
１－７－４（２）において示したその他の付随
業務の範疇に当たるかどうかの要件に合致
するか否かを慎重に検討する必要がある。

　平成15年７月１日付の法令適用事前確認
手続に係る照会に対する回答において、ＡＴ
Ｍの画面を広告媒体として他者に使用させ
ることを業務として行うことについて、その他
の付随業務と認められると回答している。
　しかしながら、本件は、照会文書に記載さ
れた範囲内において行うことを認めたもので
あり、ＡＴＭの画面を広告媒体として他者に
使用させることを業務として行うことすべてに
ついて認めたものではない。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5021189
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300018 銀行子会社等における保険代理店業務の解禁
銀行法施行規則第17条の3
第2項第3号の4

銀行グループ内に保険子会社を有していな
い銀行子会社においては、保険窓販の対象
商品が銀行本体に認められている範囲に限
定されている。

ｂ Ⅲ

グループ内に保険子会社を有していない銀
行子会社等における保険窓販の対象商品
の限定を解除することについては、保険窓
販の対象商品の拡大に係る議論を踏まえ、
検討する必要がある。

銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し
については、「銀行本体並びに銀行子会社
等及び銀行持株会社の子会社における販
売規制の撤廃」という第３次答申で合意した
内容に則って、引き続き検討を行っていただ
きたい。その上で、代理店子会社方式につ
いても同時並行的に検討を行っていただき
たい。

5030002 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300019 銀行関連会社の業務範囲規制（付随業務）の見直し
銀行法施行規則第17条の3
第2項第3号

銀行のグループ会社が営むことのできる付
随業務は、銀行法施行規則第17条の3第2
項第3号において「法第10条第2項各号に規
定する業務」と限定されている。

ａ Ⅲ

金融関連業務として規定する付随業務の範
囲を法第10条第2項本文まで緩和することに
ついては、同項各号に列挙されていない業
務が明らかに「その他付随業務」に該当する
確認を得た上で子会社等が行う必要がある
ことから、具体的な内容について検討を行
う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16度中に実施されることの可否について
も検討されたい）。

5086030 社団法人リース事業協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 11 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300014 銀行等による株式の取得等の制限の撤廃

z0300015 銀行における私募型事業ファンドの組成と窓販の解禁

z0300016 銀行の他業禁止規制の緩和

z0300017 銀行の広告業参入の容認

z0300018 銀行子会社等における保険代理店業務の解禁

z0300019 銀行関連会社の業務範囲規制（付随業務）の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083004
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 銀行等による株式の取得等の制限の撤廃 いわゆる５％ルールの撤廃（無制限）
機関投資家たる銀行の資本家機能（ガバナ
ンス）の強化することにより、銀行のリスクマ
ネーの供給機能を強化する

銀行法第16条の３、独占禁止
法第11条

金融庁
公正取引委員会

5083 5083006
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 銀行の証券業務解禁 私募型事業ファンドの組成と窓販の解禁
証券発行業務を解禁し、銀行の投資銀行業
務の拡充を図るとともに、金融商品の多様
化による金融機関の差別化を促進する。

銀行法10条2項
証券取引法65条1項2項 金融庁

5083 5083007
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 銀行の他業禁止規制の緩和 不動産担保物件の運用による物上代位権
の行使（不動産事業への一部参入）

不良債権の処理の加速化、不動産価値下
落による不良債権増大の補填 銀行法10条2項 金融庁

5021 5021189
社団法人日本
経済団体連合
会

11 銀行の広告業参入【新規】

　銀行がインターネットのホームページ上を
広告媒体として他者のために使用させること
を、「その他の銀行業に付随する業務」とし
て認めるべきである。

　銀行のホームページに金融その他のサイ
トのバナー広告を掲載することが可能となれ
ば、銀行のホームページを、金融その他の
サービスのポータルサイトとして活用するこ
とができ、顧客の利便性が向上する。なお、
2003年７月１日付のノーアクションレターに
対する金融庁の回答においては、銀行がＡＴ
Ｍの画面を広告媒体として他社に使用させ
ることが「その他の銀行業に付随する業務」
として認められた。ホームページにおける広
告の掲載も、ＡＴＭの画面上の広告と同質の
業務であり、事務ガイドライン１－６－４にお
ける要件に照らして、固有業務との機能的な
親近性、リスクにおける同質性が認められる
と考える。また、広告業収入が本業収入の
一定割合を超えないことを条件とすれば、銀
行が固有業務を遂行する中で正当に生じた
余剰能力の活用であり、固有業務に比して
規模が過大となることはない。

銀行法第12条２項
事務ガイドライン（預金取扱い
金融機関関係）１-６-４（２）

金融庁
　銀行法上、銀行は、業務、その他付随業
務、その他の法律に基づく業務を営むことが
できるが、他業を行うことが禁止されている。

5030 5030002 社団法人全国地方銀行協会 11 銀行子会社等における保険代理店業務の解禁
銀行の子会社等の業務範囲に保険代理店
業務を追加する。

既に銀行による保険会社の子会社化、銀行
本体による保険窓販は認められているが、
代理店子会社方式だけが認められていな
い。保険業に係る各行のビジネスモデルに
よっては、組織を分離して専門特化を図った
方が効率的な営業が行える場合もあると考
えられ、その際、保険子会社の保有が困難
な地域金融機関にとっては、代理店子会社
方式によることが現実的かつ有効と考えら
れることから、本方式を認めるべきである。

銀行法 第16条の２第１項第４
号、第９号、同施行規則 第17
条の３第２項３号の４

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5086 5086030 社団法人リース事業協会 11 銀行関連会社の業務範囲規制（付随業務）の見直し

銀行のグループ会社が営める付随業務は、
銀行法第10条第2項第１～17号に列挙され
ている業務に限定されている。銀行本体は、
限定列挙されている業務の他にその他銀行
業に付随する業務を営むことができるが、グ
ループ会社にも当該業務を認めること。

顧客利便の向上と競争促進が図られる。 銀行法 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 12 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300020 貸付業務に限定した代理店の貸金業者への解禁
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号ﾛ

銀行の業務の全部又は一部を代理する者
は、金融機関を除く法人にあっては、委任銀
行の100%出資子会社又はその銀行の持株
会社の子会社でなければならない。

ｂ Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、法人代理店に対する専業規
制は、銀行に対する他業禁止の観点から措
置されているものである。このような代理店
規制は我が国の信用秩序に関連を有するも
のであり、その緩和については慎重に検討
を要することから、16年度中に検討を開始す
る。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい。

5085012 オリックス株式会社 11

z0300020 貸付業務に限定した代理店の貸金業者への解禁
銀行法施行規則第9条の3第
2項第8号ﾛ

銀行の業務の全部又は一部を代理する者
は、金融機関を除く法人にあっては、委任銀
行の100%出資子会社又はその銀行の持株
会社の子会社でなければならない。

ｂ Ⅲ

法人代理店における100%出資規制は、公共
性の高い銀行業務を法人代理店に適切に
遂行させ、かつ、当該代理業務の運営方針
の適切性を確保する観点から措置されてい
るものであり、法人代理店に対する専業規
制は、銀行に対する他業禁止の観点から措
置されているものである。このような代理店
規制は我が国の信用秩序に関連を有するも
のであり、その緩和については慎重に検討
を要することから、16年度中に検討を開始す
る。

回答では、「16年度中に検討を開始する」と
のことであるが、結論時期についても示され
たい。

5086012 社団法人リース事業協会 11

z0300021 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和
商法第289条第2項、第376
条、銀行法第18条第2項

銀行の法定準備金のうち、資本金を超過す
る部分の取り崩しを行う場合については、商
法の規定に基づき債権者保護手続き（個別
催告）が必要とされている。

ａ Ⅰ

今後予定されている電子公告に係る商法改
正により、株式会社における法定準備金の
取崩しの際の個別催告の手続きについても
対応が行われるものと承知している。

一般株式会社等への導入とのタイムラグを
極力小さくすることを念頭に、検討スケ
ジュールについて、具体的に示されたい。

5026023 都銀懇話会 11

z0300021 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和
商法第289条第2項、第376
条、銀行法第18条第2項

銀行の法定準備金のうち、資本金を超過す
る部分の取り崩しを行う場合については、商
法の規定に基づき債権者保護手続き（個別
催告）が必要とされている。

ａ Ⅰ

今後予定されている電子公告に係る商法改
正により、株式会社における法定準備金の
取崩しの際の個別催告の手続きについても
対応が行われるものと承知している。

一般株式会社等への導入とのタイムラグを
極力小さくすることを念頭に、検討スケ
ジュールについて、具体的に示されたい。

5030018 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

・平成１０年金融監督庁･大蔵
省告示第９号（銀行法施行規
則第十七条の三第二項第三
号及び第三十五号の規定に
基づく銀行等の子会社が営
むことのできる業務から除か
れる業務等を定める件）
・事務ガイドライン１－１０－１
（３）①信用保証業務

・銀行の子会社が営む信用保証業務は、原
則として住宅ローン等消費者ローンに係るも
のとされている。
・事務ガイドラインにおいて、保証業務は、専
業体制で営むこととされている。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについては、画
一的かつ大量の処理が可能であり、関連会
社による集中的処理を行うことが効率的で
あること等から、銀行の子会社が同ローンに
係る信用保証業務を行っている。
　銀行の子会社が事業性ローンに係る信用
保証業務を行うこと及び保証業務を行う銀
行の子会社が保証業務以外の業務を兼業
できるようにすることについて、銀行経営の
健全性の観点から検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5006014 社団法人信託協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 13 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300020 貸付業務に限定した代理店の貸金業者への解禁

z0300020 貸付業務に限定した代理店の貸金業者への解禁

z0300021 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和

z0300021 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制の緩和

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5085 5085012 オリックス株式会社 11
銀行法の代理店規制／貸付
業務に限定した代理店の貸
金業者への解禁

【規制内容】
銀行の業務の全部又は一部を代理する者
は、金融機関を除く法人にあっては、委任銀
行の100％子会社またはその銀行持株会社
の子会社でなければならない。
【改革要望内容】
銀行業務のうち貸付業務に限り、銀行子会
社でない貸金業者（貸金業規制法の登録を
受けた者）の代理を認める。

貸金業者が独自の営業店網で接触する顧
客に対し、銀行ローンの契約の成約業務を
行う。

貸金業者は、貸金業規制法の規制のもと、
金銭貸借の媒介を行いうるところ<＊1>、銀
行の貸付けについては、媒介は可能としても
代理ができない。
これからの貸金業者は、いろいろな営業形
態の展開が考えられるべきであり、それによ
り資金需要者のニーズに応え、融資事業の
正常化が図られる必要がある。
その場合の形態として、貸金業者が貸付金
を自己の資産としないで代理業を行い手数
料を取得する形態がある。これは銀行にとっ
ても貸付を拡大する手法となるし、不適切な
者には委任しなければよいので問題もない。

銀行法施行規則10条が引用
する同9条の3第2項8号ﾛ 金融庁

<＊1>代理は貸金業規制法に規定がなく規
制の対象ではないと解されるが、代理の場
合に媒介として規制されるのか判然としな
い。

5086 5086012 社団法人リース事業協会 11
銀行法の代理店規制／貸付
業務に限定した代理店の貸
金業者への解禁

【規制内容】
銀行の業務の全部又は一部を代理する者
は、金融機関を除く法人にあっては、委任銀
行の100％子会社またはその銀行持株会社
の子会社でなければならない。
【改革要望内容】
銀行業務のうち貸付業務に限り、銀行子会
社でない貸金業者（貸金業規制法の登録を
受けた者）の代理を認める。

貸金業者が独自の営業店網で接触する顧
客に対し、銀行ローンの契約の成約業務を
行う。

貸金業者は、貸金業規制法の規制のもと、
金銭貸借の媒介を行いうるところ<＊1>、銀
行の貸付けについては、媒介は可能としても
代理ができない。
これからの貸金業者は、いろいろな営業形
態の展開が考えられるべきであり、それによ
り資金需要者のニーズに応え、融資事業の
正常化が図られる必要がある。
その場合の形態として、貸金業者が貸付金
を自己の資産としないで代理業を行い手数
料を取得する形態がある。これは銀行にとっ
ても貸付を拡大する手法となるし、不適切な
者には委任しなければよいので問題もない。

銀行法施行規則10条が引用
する同9条の3第2項8号ﾛ 金融庁

<＊1>代理は貸金業規制法に規定がなく規
制の対象ではないと解されるが、代理の場
合に媒介として規制されるのか判然としな
い。

5026 5026023 都銀懇話会 11 資本金超過法定準備金の取崩しに係る規制緩和

・資本金超過法定準備金の取崩しに際し必
要となる債権者保護手続きにおいて、預金
者等への個別催告を不要とする

・資本金超過法定準備金の取崩しについて
は、現在、銀行法第18条第2項が準用する
商法の規定（第289条第2項、第376条）に基
づき、預金者等への催告が必要とされてい
るところであるが、こうした規定は、多数の預
金者を持つ銀行にとっては実務上の大きな
制約。その実効性を確保するためには、預
金者等への個別催告を不要とすることが不
可欠である

商法第289条第2項、第376
条、銀行法第18条第2項

法務省
金融庁

5030 5030018 社団法人全国地方銀行協会 11 法定準備金取崩しの際の債権者保護手続の簡素化

銀行が、配当財源確保等のために法定準備
金の取崩しを行う際の債権者保護手続（特
に預金者への催告）を簡素化する。

平成13年５月の商法改正により、条件付き
で法定準備金を取り崩し配当財源等に充当
することが可能となったが（商法第289条、銀
行法施行規則第18条第２項）、その際の債
権者保護手続は減資の場合と同様であり、
知れたる債権者に対して個別に異議の有無
を催告することが必要とされる。しかし、銀行
の場合、債権者である全預金者に対して催
告を行うことは実務上困難かつ非効率であ
り、改正商法の活用が妨げられる結果となっ
ている。このため、例えば、銀行に関する特
例として、預金額が一定水準以下の預金者
に対しては催告を不要とする等の規定を設
けるべきである。

商法 第289条、第376条第２
項

金融庁
法務省

別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5006 5006014 社団法人信託協会 11
信用保証業務を営む子会社
等の業務範囲を拡大するこ
と。

・銀行の子会社等は、債務保証業務のうち、
事業者に対する事業の用に供する資金に関
するものについては、営むことが認められて
いない。
・銀行の子会社等が、所謂事業性ローンに
係る債務保証業務を営めるようにすること。
・銀行の子会社等が保証業務以外の業務も
兼業できるようにすること。

・事業者への円滑な資金供給

・銀行の子会社等が取り組み得る保証業務
の範囲を事業会社向けローンに係る信用保
証業務も行えるよう緩和・拡大し、銀行本体
と異なる顧客層に対する信用供与手段を多
様化することにより、信用供与の円滑化に資
する。
・信用保証業務を営む銀行の子会社等の業
務範囲を信用保証業務以外の業務も行える
よう緩和・拡大することにより、銀行経営の
効率化に資する。

・平成１０年金融庁･大蔵省告
示第９号（銀行法施行規則第
十七条の三第二項第三号及
び第三十五号の規定に基づく
銀行等の子会社が営むこと
のできる業務から除かれる業
務等）
・事務ガイドライン１－１０－１
（３）①信用保証業務

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 14 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

・平成１０年金融監督庁･大蔵
省告示第９号（銀行法施行規
則第十七条の三第二項第三
号及び第三十五号の規定に
基づく銀行等の子会社が営
むことのできる業務から除か
れる業務等を定める件）
・事務ガイドライン１－１０－１
（３）①信用保証業務

・銀行の子会社が営む信用保証業務は、原
則として住宅ローン等消費者ローンに係るも
のとされている。
・事務ガイドラインにおいて、保証業務は、専
業体制で営むこととされている。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについては、画
一的かつ大量の処理が可能であり、関連会
社による集中的処理を行うことが効率的で
あること等から、銀行の子会社が同ローンに
係る信用保証業務を行っている。
　銀行の子会社が事業性ローンに係る信用
保証業務を行うこと及び保証業務を行う銀
行の子会社が保証業務以外の業務を兼業
できるようにすることについて、銀行経営の
健全性の観点から検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5010010 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

・平成１０年金融監督庁･大蔵
省告示第９号（銀行法施行規
則第十七条の三第二項第三
号及び第三十五号の規定に
基づく銀行等の子会社が営
むことのできる業務から除か
れる業務等を定める件）
・事務ガイドライン１－１０－１
（３）①信用保証業務

・銀行の子会社が営む信用保証業務は、原
則として住宅ローン等消費者ローンに係るも
のとされている。
・事務ガイドラインにおいて、保証業務は、専
業体制で営むこととされている。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについては、画
一的かつ大量の処理が可能であり、関連会
社による集中的処理を行うことが効率的で
あること等から、銀行の子会社が同ローンに
係る信用保証業務を行っている。
　銀行の子会社が事業性ローンに係る信用
保証業務を行うこと及び保証業務を行う銀
行の子会社が保証業務以外の業務を兼業
できるようにすることについて、銀行経営の
健全性の観点から検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5021184
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

・平成１０年金融監督庁･大蔵
省告示第９号（銀行法施行規
則第十七条の三第二項第三
号及び第三十五号の規定に
基づく銀行等の子会社が営
むことのできる業務から除か
れる業務等を定める件）
・事務ガイドライン１－１０－１
（３）①信用保証業務

・銀行の子会社が営む信用保証業務は、原
則として住宅ローン等消費者ローンに係るも
のとされている。
・事務ガイドラインにおいて、保証業務は、専
業体制で営むこととされている。

ｂ Ⅲ

　住宅ローン等消費者ローンについては、画
一的かつ大量の処理が可能であり、関連会
社による集中的処理を行うことが効率的で
あること等から、銀行の子会社が同ローンに
係る信用保証業務を行っている。
　銀行の子会社が事業性ローンに係る信用
保証業務を行うこと及び保証業務を行う銀
行の子会社が保証業務以外の業務を兼業
できるようにすることについて、銀行経営の
健全性の観点から検討を行う。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5030014 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

・銀行法施行規則第17条の３
第１項第24号
・事務ガイドライン１－１０－２

･自己競落会社の競落対象物件は、親銀行
等の貸出等に係る担保物件、すなわち当該
物件の競落により親銀行等に配当が見込ま
れる物件に限定されている。

ｂ Ⅳ

　銀行の他業禁止規定や自己競落会社が
担保不動産を取得するのは親銀行が債権を
回収するために真に必要な場合であって、
競落人が他に見出せない場合に限定される
との規制の趣旨の観点から検討する。
　出資比率規制（１００％出資規制）について
は、独禁法１１条ガイドライン及び銀行関係
ガイドラインの改正により、既に規制は存在
しない。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5010011 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

・銀行法施行規則第17条の３
第１項第24号
・事務ガイドライン１－１０－２

･自己競落会社の競落対象物件は、親銀行
等の貸出等に係る担保物件、すなわち当該
物件の競落により親銀行等に配当が見込ま
れる物件に限定されている。

ｂ Ⅳ

　銀行の他業禁止規定や自己競落会社が
担保不動産を取得するのは親銀行が債権を
回収するために真に必要な場合であって、
競落人が他に見出せない場合に限定される
との規制の趣旨の観点から検討する。
　出資比率規制（１００％出資規制）について
は、独禁法１１条ガイドライン及び銀行関係
ガイドラインの改正により、既に規制は存在
しない。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5026019 都銀懇話会 11

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

・銀行法施行規則第17条の３
第１項第24号
・事務ガイドライン１－１０－２

･自己競落会社の競落対象物件は、親銀行
等の貸出等に係る担保物件、すなわち当該
物件の競落により親銀行等に配当が見込ま
れる物件に限定されている。

ｂ Ⅳ

　銀行の他業禁止規定や自己競落会社が
担保不動産を取得するのは親銀行が債権を
回収するために真に必要な場合であって、
競落人が他に見出せない場合に限定される
との規制の趣旨の観点から検討する。
　出資比率規制（１００％出資規制）について
は、独禁法１１条ガイドライン及び銀行関係
ガイドラインの改正により、既に規制は存在
しない。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5030015 社団法人全国地方銀行協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 15 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

z0300022 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

z0300023 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5010 5010010 社団法人第二地方銀行協会 11 信用保証業務を営む子会社の業務範囲の拡大

信用保証業務を営む銀行の子会社が事業
性ローンに係る信用保証を行うことを可能と
する。

事業性ローンに係る信用保証が追加されれ
ば、銀行が行う担保・個人保証に依存しない
事業性ローンについて、債権回収管理上分
離して扱うことが可能となり貸出商品組成の
自由度が増大するほか、当該保証子会社の
収益機会が増大する。

銀行法施行規則第17条の3
の2項3号、平成10年11月20
日付金融監督庁・大蔵省告
示第9号
金融庁事務ガイドライン（預金
取扱い金融機関関係）1-10-
1

金融庁

5021 5021184
社団法人日本
経済団体連合
会

11
信用保証業務を営む銀行の
子会社の業務範囲の拡大
【新規】

　銀行の子会社が、事業性ローンに係る債
務保証業務を営めるよう認めるべきである。
但し、対象となるローンからは、当該銀行の
特定関係者が供与するものを除く。
　また、保証業務を営む銀行の子会社が、
他の業務を兼業できるようにすべきである。

　銀行の子会社による信用供与手段の多様
化により、銀行本体と異なる顧客層に対し
て、信用供与を拡充することができる。な
お、銀行子会社が取り組むローンから当該
銀行の特定関係者が供与するものを除け
ば、銀行経営の健全性が損なわれることは
ない。
　また、信用保証業務を営む銀行の子会社
が、他の業務を営むことが可能となれば、銀
行経営の効率化に資する。

「銀行法施行規則第十七条
の三第二項第三号及び第三
十五号の規定に基づく銀行
等の子会社が営むことのでき
る業務から除かれる業務等」
（平成10年金融庁・大蔵省告
示第９号）
金融庁事務ガイドライン（預金
取扱い金融機関関係）１－９
－１（３）①

金融庁

　銀行の子会社は、債務保証業務のうち、事
業者に対する事業の用に供するものについ
ては、営むことが認められていない。
　また、保証業務は専業体制で営むこととさ
れている。

5030 5030014 社団法人全国地方銀行協会 11
銀行の子会社等における法
人向け債権の保証業務の解
禁

銀行の子会社の業務として、事業者に対す
る事業の用に供する資金に関する債務の保
証業務を解禁する。

新たな中小企業金融への取組みの強化が
求められている中、保証会社の活用は不可
欠であると考えられるが、外部の保証会社を
活用するだけでは内容が画一的になりかね
ず、地域性に応じた柔軟な商品設計ができ
ない。銀行の子会社等に保証業務が解禁さ
れれば、地域の中小・零細企業に対し柔軟
性のある保証サービスを提供できる。

銀行法第10条第２項第１号・
銀行法施行規則 第17条の３
第２項第３号、平成10年金融
監督庁・大蔵省告示第９号
（平成10年11月24日）、金融
庁事務ガイドライン（第一分冊
預金取扱い金融機関関係）１
－10－１

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5010 5010011 社団法人第二地方銀行協会 11 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和

親銀行の貸出金等に係る担保物件だけでは
なく、子会社・関連会社の担保物件も可とす
る。

銀行グループとしての債権回収の円滑化に
資すると考えられる。

事務ガイドライン（預金取扱い
金融機関関係）1-10-2 金融庁

5026 5026019 都銀懇話会 11 自己競落会社の対象物件に係る規制緩和

・競落対象物件を拡大し、親会社に配当の
あるものだけでなく、子会社、関係会社に配
当のあるものも可とする

・不良債権の処理は、銀行本体のみならず、
グループ全体にとって喫緊の課題。本規制
の緩和は、関係会社の不良債権処理を促進
する上で極めて有効
・その実効性を確保するためには、競落対象
物件の拡大を実現することが不可欠

事務ガイドライン1-9-2 金融庁

5030 5030015 社団法人全国地方銀行協会 11 自己競落会社の対象物件等に係る規制の緩和
自己競落会社について競落対象物件を拡大
する。

競落により親銀行に配当がある物件に競落
対象が限定されているが、不良債権処理は
グループ全体で取り組むべき喫緊の課題で
あり、子会社等に配当がある物件にまで対
象範囲を拡大すべきである。

金融庁事務ガイドライン（第一
分冊　預金取扱い金融機関
関係）１－10－２

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 16 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300024

銀行法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

・協金法第6条で準用する銀
行法第21条
・協金法施行規則第12条の２
～第12条の4
・金融再生法第6条、第7条
・金融再生法施行規則第2条
～第6条

協金法に基づくリスク管理債権（貸出金の
み）と、金融再生法に基づく資産査定の対象
債権（総与信）の両者を当局宛報告・開示し
ている。

ｃ Ⅲ

リスク管理債権は、貸出金を対象としてお
り、米国ＳＥＣと同様の基準に従って分類さ
れ、時系列でも比較的長い期間把握可能と
なっている。一方、金融再生法開示債権は
総与信を対象としてカバー範囲が広いもの
の、未だ時系列データとしての蓄積は多くな
い。また、同じ計数を重複して求めているわ
けではなく、計数としての意味もそれぞれ異
なっている。さらに、当初はリスク管理債権
のみであったところ、開示が不十分との意見
などがあったことから金融再生法に基づく開
示が行われるようになったという経緯もあ
る。このため、現段階では措置困難。

要望者の実務的なニーズを勘案し、今一度
検討されたい。 5001018

社団法人全国
信用組合中央
協会

11

z0300024

銀行法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

・協金法第6条で準用する銀
行法第21条
・協金法施行規則第12条の２
～第12条の4
・金融再生法第6条、第7条
・金融再生法施行規則第2条
～第6条

協金法に基づくリスク管理債権（貸出金の
み）と、金融再生法に基づく資産査定の対象
債権（総与信）の両者を当局宛報告・開示し
ている。

ｃ Ⅲ

リスク管理債権は、貸出金を対象としてお
り、米国ＳＥＣと同様の基準に従って分類さ
れ、時系列でも比較的長い期間把握可能と
なっている。一方、金融再生法開示債権は
総与信を対象としてカバー範囲が広いもの
の、未だ時系列データとしての蓄積は多くな
い。また、同じ計数を重複して求めているわ
けではなく、計数としての意味もそれぞれ異
なっている。さらに、当初はリスク管理債権
のみであったところ、開示が不十分との意見
などがあったことから金融再生法に基づく開
示が行われるようになったという経緯もあ
る。このため、現段階では措置困難。

要望者の実務的なニーズを勘案し、今一度
検討されたい。 5143041

社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300025 業務取扱い時間変更届出の簡素化

協金法施行規則第８条、第１
６条第１項第７号、第１６条第
４項

信用組合は、その事務所（代理店の事務所
を含む）の所在地又は設置場所の特殊事情
により、「午前９時から午後3時」と異なる業
務取扱時間とする必要がある場合（午前9時
から午後3時が確保されている場合を除く）、
当該事務所について業務時間変更の届出を
行ったうえで時間の変更を行う。

ｂ Ⅲ

業務取扱時間は協金法施行規則により午前
9時から午後3時と規定され、この時間を確
保することができる営業時間の延長等につ
いては届出の必要はない。
施行規則により規定される午前9時から午後
3時については、利用者の利便などから最低
限確保する趣旨をもって定められ、その時間
帯の営業を確保できない場合、営業時間の
変更を店頭において掲示することとされてお
り、利用者への周知状況など監督当局とし
て事前に把握する必要があるが、銀行法上
の取扱いや制度変更等の状況を踏まえ、今
後検討を行うこととする。

銀行に対する対応策を踏まえて、検討の方
向性（要件）及びスケジュール（結論時期）に
ついて、具体的に示されたい。

5001013
社団法人全国
信用組合中央
協会

11

z0300025 業務取扱い時間変更届出の簡素化

信金法施行規則第１４条第１
項第２０号、第１４条第３項、
第18条

信用金庫は、その事務所（代理店の事務所
を含む）の所在地又は設置場所の特殊事情
により、「午前９時から午後3時」と異なる業
務取扱時間とする必要がある場合（午前9時
から午後3時が確保されている場合を除く）、
当該事務所について業務時間変更の届出を
行ったうえで時間の変更を行う。

ｂ Ⅲ

業務取扱時間は協金法施行規則により午前
9時から午後3時と規定され、この時間を確
保することができる営業時間の延長等につ
いては届出の必要はない。
施行規則により規定される午前9時から午後
3時については、利用者の利便などから最低
限確保する趣旨をもって定められ、その時間
帯の営業を確保できない場合、営業時間の
変更を店頭において掲示することとされてお
り、利用者への周知状況など監督当局とし
て事前に把握する必要があるが、銀行法上
の取扱いや制度変更等の状況を踏まえ、今
後検討を行うこととする。

銀行に対する対応策を踏まえて、検討の方
向性（要件）及びスケジュール（結論時期）に
ついて、具体的に示されたい。

5143026
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300026 生命保険募集人登録の簡素化

保険業法第２７６条、第２７７
条、第２８０条、第３０２条、事
務ガイドライン２－３（生命保
険募集人の登録事務）、３－
２（損害保険代理店の登録関
係）

募集人登録、変更届出等に係る手続きの簡
素化については、本年度にすでに業法改正､
ガイドラインの改正を行っている。

ｃ －

登録にあたっては、登録拒否要件（保険業
法第279条）等に関して審査を行うこととされ
ており、募集人の生年月日及び本人の存否
の確認を行うため、住民票の抄本又はこれ
に代わる書類を廃止することは困難である
が、募集人登録申請書の添付書類の範囲を
広げることにより簡素化をはかっている。

5001003
社団法人全国
信用組合中央
協会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 17 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300024

銀行法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

z0300024

銀行法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

z0300025 業務取扱い時間変更届出の簡素化

z0300025 業務取扱い時間変更届出の簡素化

z0300026 生命保険募集人登録の簡素化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5001 5001018
社団法人全国
信用組合中央
協会

11

協金法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

協金法に基づくリスク管理債権の開示と金
融再生法に基づく資産査定の開示を一本化
すること。

協金法に基づくリスク管理債権と、金融再生
法に基づく資産査定とでは、開示の対象とな
る債権とその開示基準が異なっており、事務
上煩雑であるとともに、わかりにくい開示内
容となっている。

協金法第６条で準用する銀行
法第２１条、協金法施行規則
第１２条の２～第１２条の４、
金融再生法第６条、第７条、
金融再生委員会規則第２条
～第６条

金融庁

5143 5143041
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

信金法に基づくリスク管理債
権の開示と金融再生法に基
づく資産査定の開示の一本
化

信金法に基づくリスク管理債権の開示を廃
止し、金融再生法に基づく資産査定の開示
に一本化する。

信金法に基づくリスク管理債権と、金融再生
法に基づく資産査定とでは、開示の対象とな
る債権とその開示基準が異なっており、事務
上煩雑であるとともに、顧客にとってもわかり
にくい。

信金法第８９条で準用する銀
行法第２１条信金法施行規則
第２０条の２から第２０条の４
金融再生法第６条、第７条金
融再生委員会規則第２条か
ら第６条

金融庁

5001 5001013
社団法人全国
信用組合中央
協会

11 業務取扱い時間変更届出の簡素化

インストアブランチなど出店先の営業時間の
変更に伴う業務取扱い時間変更届出につい
ては、届出不要、もしくは半期ごとの一括届
出の対象とすること。

インストアブランチなど出店先の営業時間の
変更に伴う業務取扱い時間の変更に弾力的
に対応できるようにするため。

協金法施行規則第１６条第１
項第７号、第１６条第４項 金融庁

5143 5143026
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 業務取扱時間変更届出の簡素化

インストアブランチなど出店先の営業時間の
変更に伴う業務取扱い時間変更の届出不
要、もしくは半期ごとの一括届出の対象とす
る。

インストアブランチなど出店先の営業時間の
変更に伴う業務取扱い時間の変更に弾力的
に対応するため。

信金法施行規則第１４条第１
項第２０号、第１４条第３項 金融庁

5001 5001003
社団法人全国
信用組合中央
協会

11 生命保険募集人登録の簡素化

生命保険募集人登録に際して、登録申請者
の住民票又はこれに代わる書類の提出を不
要とすること。

登録対象者、登録金融機関双方にとって事
務負担が大きい。

保険業法第２７７条、第２８０
条、保険業法施行規則第２１
４条第１項第３号

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 18 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300026 生命保険募集人登録の簡素化

保険業法第２７６条、第２７７
条、第２８０条、第３０２条、事
務ガイドライン２－３（生命保
険募集人の登録事務）、３－
２（損害保険代理店の登録関
係）

募集人登録、変更届出等に係る手続きの簡
素化については、本年度にすでに業法改正､
ガイドラインの改正を行っている。

ｃ －

登録にあたっては、登録拒否要件（保険業
法第279条）等に関して審査を行うこととされ
ており、募集人の生年月日及び本人の存否
の確認を行うため、住民票の抄本又はこれ
に代わる書類を廃止することは困難である
が、募集人登録申請書の添付書類の範囲を
広げることにより簡素化をはかっている。

5010015 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300027 保険商品、及び料率の認可制の廃止 法123条、125条、規則83条

普通保険約款の変更については､法第123
条に基づく認可又は届出が必要となってい
る。保険業法123条2項に規定されている届
出については、行政による事前審査権が規
定されており、実質的に認可制と同様、届出
内容を事前に審査し、届出内容の変更・撤
回を命じることができる仕組みとなっている。

①ｃ
②ｂ
①－
②Ⅳ

①契約者保護の観点から認可制が必要な
家計向け保険商品については、届出制への
移行は困難である。
②ファイル・アンド・ユースを導入することに
ついては、契約者保護の方策や事務効率化
を計る方法について､さらに検討が必要であ
る。また、ファイル・アンド・ユースが海外でも
見直しの動きがあることや、企業向けの保険
商品が特約自由方式等により実質的な商品
設計の自由度の高いものとなっていることに
鑑み、ファイル・アンド・ユースに代えて特約
自由方式の対象範囲の拡大等により対応す
ることも含めて検討する。

回答は、要望内容のうち2点についてのもの
であるが、いずれも「規制改革推進3か年計
画（再改定）」に基づき検討が進められてい
るものと理解している（「保険商品の原則届
出制への移行（平成15年度末までに検討・
結論）、「ファイル・アンド・ユースの導入（平
成15年度中に検討・結論）」）。
また、要望のうち、「審査期間の短縮」につい
ても同様である（計画平成13年度以降逐次
実施）。一方、要望中、生命保険についての
届出制導入については回答がない。
①以上を踏まえ、具体的な対応策を改めて
示されたい。
②上記１を踏まえた実施時期について、その
時期となる理由も含め具体的に示されたい。

5072028 欧州委員会（ＥＵ） 11

z0300027 保険商品、及び料率の認可制の廃止 法123条、125条、規則83条

普通保険約款の変更については､法第123
条に基づく認可又は届出が必要となってい
る。保険業法123条2項に規定されている届
出については、行政による事前審査権が規
定されており、実質的に認可制と同様、届出
内容を事前に審査し、届出内容の変更・撤
回を命じることができる仕組みとなっている。

①ｃ
②ｂ
①－
②Ⅳ

①契約者保護の観点から認可制が必要な
家計向け保険商品については、届出制への
移行は困難である。
②ファイル・アンド・ユースを導入することに
ついては、契約者保護の方策や事務効率化
を計る方法について､さらに検討が必要であ
る。また、ファイル・アンド・ユースが海外でも
見直しの動きがあることや、企業向けの保険
商品が特約自由方式等により実質的な商品
設計の自由度の高いものとなっていることに
鑑み、ファイル・アンド・ユースに代えて特約
自由方式の対象範囲の拡大等により対応す
ることも含めて検討する。

要望趣旨である事前商品認可システムから
事後届出システムへ移行するための事項と
して、「規制改革推進3か年計画（再改定）」
に基づき検討が進められているものと理解し
ている「保険商品の原則届出制への移行
（平成15年度末までに検討・結論）」、「ファイ
ル・アンド・ユースの導入（平成15年度中に
検討・結論）」、「審査期間の短縮（計画平成
13年度以降逐次実施）」について、またさら
に、生命保険についての届出制導入につい
て、
①「規制改革推進3か年計画（再改定）」を踏
まえ、具体的な対応策を改めて示されたい。
②上記１を踏まえた実施時期について、その
時期となる理由も含め具体的に示されたい。

5074006 カナダ 11

z0300028 生命保険募集人に係る制限の見直し

保険業法第282条第３項、
同法施行令第40条、
大蔵省告示第228号、金融庁
告示11号、
事務ガイドライン2-1-(2)-⑦

生命保険募集人は、所属保険会社以外の
生命保険会社の委託を受けて保険募集を行
うことが原則として禁止されている。

ｃ －

生命保険募集人の一社専属制は、保険会
社の保険募集に対する責任の明確化及び
募集人に対する教育体制の確立により保険
契約者等の保護を図る観点から定められて
おり、この規制を撤廃・緩和することは困難
である。なお、既に保険契約者等の保護に
欠けるおそれがないものとして一定の要件
を満たす場合には、複数の保険会社の保険
商品を取り扱うことは可能とされている。

回答では、保険会社の保険募集に対する責
任の明確化及び保険契約者等の保護を図
る観点から、要望の実施は困難であるとされ
ているが、保険契約者保護に関しては既に
保険業法にとどまらず多岐にわたる規制が
存在する。一方で、消費者の商品選択肢の
拡大や顧客個々のニーズに即した最適商品
の提供等の観点からは本件早期に実施す
べき項目と考える。また、複数の保険会社の
保険商品を取り扱うことができるための要件
については損害保険代理店の場合に比して
不均衡の規制となっているが、その合理的
な理由は考えられない。なお、政府内におい
ても、一社専属制に対し「見直しの検討が必
要である」とする意見もある（公正取引委員
会「保険業に関する実態調査報告書につい
て（平成10年11月13日）」。以上の点を踏ま
え、
①改めて実施に向けた具体的な対応策につ
いて検討され、示されたい。

5083018
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300028 生命保険募集人に係る制限の見直し

保険業法第282条第３項、
同法施行令第40条、
大蔵省告示第228号、金融庁
告示11号、
事務ガイドライン2-1-(2)-⑦

生命保険募集人は、所属保険会社以外の
生命保険会社の委託を受けて保険募集を行
うことが原則として禁止されている。

ｃ －

生命保険募集人の一社専属制は、保険会
社の保険募集に対する責任の明確化及び
募集人に対する教育体制の確立により保険
契約者等の保護を図る観点から定められて
おり、この規制を撤廃・緩和することは困難
である。なお、既に保険契約者等の保護に
欠けるおそれがないものとして一定の要件
を満たす場合には、複数の保険会社の保険
商品を取り扱うことは可能とされている。

回答では、保険会社の保険募集に対する責
任の明確化及び保険契約者等の保護を図
る観点から、要望の実施は困難であるとされ
ているが、保険契約者保護に関しては既に
保険業法にとどまらず多岐にわたる規制が
存在する。一方で、消費者の商品選択肢の
拡大や顧客個々のニーズに即した最適商品
の提供等の観点からは本件早期に実施す
べき項目と考える。また、複数の保険会社の
保険商品を取り扱うことができるための要件
については損害保険代理店の場合に比して
不均衡の規制となっているが、その合理的
な理由は考えられない。なお、政府内におい
ても、一社専属制に対し「見直しの検討が必
要である」とする意見もある（公正取引委員
会「保険業に関する実態調査報告書につい
て（平成10年11月13日）」。以上の点を踏ま
え、
①改めて実施に向けた具体的な対応策につ
いて検討され、示されたい。

5143017
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 19 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300026 生命保険募集人登録の簡素化

z0300027 保険商品、及び料率の認可制の廃止

z0300027 保険商品、及び料率の認可制の廃止

z0300028 生命保険募集人に係る制限の見直し

z0300028 生命保険募集人に係る制限の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5010 5010015 社団法人第二地方銀行協会 11 生命保険募集人登録の簡素化

生命保険募集人登録に際して、登録申請者
の住民票またはこれに代わる書類の提出を
不要とする。

生命保険募集人登録に際して、登録申請者
の住民票等を提出することは、登録対象者
および登録金融機関双方にとって事務負担
が大きく、簡素化してほしい。

保険業法第277条、第280条
保険業法施行規則第214条
第1項第3号
金融庁事務ガイドライン（保険
会社関係）2-3

金融庁

5072 5072028 欧州委員会（ＥＵ） 11 保険商品、及び料率の認可制の廃止

届出制への移行を完了し、商品および料率
の認可制を廃止すること。このことは、サ－
ビスの提供者が営利ベ－スで経営できるよ
うにするために重要である。「ファイル・アン
ド・ユース」制は、個人向け商品に拡大すべ
きである。また、処理期間を30日に短縮すべ
きである。損害保険への届出の採用を歓迎
する。生命保険にも届出を採用することを日
本に求める。

「日本の規制改革に関するＥＵ優先提案」
（2003年10月16日　駐日欧州委員会代表
部）

1.5.1.金融サービス／保険部門

による。

金融庁

5074 5074006 カナダ 11 新製品の開発を促す金融庁の規制のあり方の推進

カナダは、金融庁設立以降の進捗状況を評
価していますが、ディスクロージャの基準を
明確にすると共に、事前商品認可システム
から事後届出システムへ移行する一層の努
力をするよう要請致します。ソルベンシー・
マージン比率、自己資本比率、適切な会計
原則に焦点を合わせた監督体制が求められ
ています。

消費者にとっての透明性を高めるのが目標
としながらも、金融庁は商品や保険料率の
認可にミクロレベルの分析を用いています。
こうした方法は時間がかかり、イノベーション
を推進する力を抑制するため、市場の競争
を妨げます。

金融庁

5083 5083018
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生命保険募集人に係る制限
１社専属制による、募集人の抱え込みを緩
和し、専属営業職員が他社商品を販売する
ことを実現する。

専属募集人が所属会社の保険商品のみを
販売している。営業職員は所属会社の保険
商品しか取り扱えないため、顧客に適応した
商品が所属会社にない場合、顧客を失う。
営業職員が、適合性原則を満たせない商品
を販売する結果を招きやすい。日本の場
合、生命保険販売の中心は、各社専属営業
職員である。しかし、他社商品を販売できな
い専属営業職員は適合性原則を十分に果
たしうる立場にない。各社がセールス・フォー
ス抱え込みしているために顧客の受ける金
融サービスは歪む結果をまねいている。欧
米では、専属営業職員でも他社生保の商品
販売をおこなうことが可能であり、顧客への
金融サービスを最重視した行動を制約しな
い状況にある。

保険業法２８２条、事務ガイド
ライン２－１⑦ 金融庁

5143 5143017
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11
生命保険募集人に係る制限
（一社専属制の例外の適用
手続き）の簡素化

生命保険募集人に係る制限として一社専属
制が規定され、代理店には例外措置が講じ
られているが、損害保険代理店制度に準じ
た取扱いとする。

生命保険募集人に係る制限として一社専属
が規定されており、代理店が複数の保険会
社と委託契約を締結（乗合代理店）する場合
には、一定の要件を充足する必要があると
されている。従って、複数の保険会社の商品
を募集するまでの手続きが多く、期間も相当
必要になっているが、損害保険では同時乗
合が可能であることを考慮すると、生命保険
代理店に対して規制を行う根拠に乏しい。

保険業法第２８２条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 20 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300029 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

保険業法300条第１項第５
号、同施行規則第234条、事
務ガイドライン２－２（３）大蔵
省告示238号

生命保険会社は、法人である生命保険募集
人及び保険仲立人に対し、自己又は密接な
関係を有する法人を契約者とする場合に
は、手数料支払等による保険料の割引、割
戻し等を目的とした保険募集を行うことがな
いよう指導及び管理等の措置を講じる必要
がある。

ｃ －

自己・特定契約の規制は、募集手数料を支
払う名目で、実質的に特定の保険契約者に
対して保険料の割引と特別の利益提供によ
る不公平な保険募集等が行われないように
との趣旨から設けられているものであり、こう
した観点からこれらの規制を見直すことは困
難である。

回答では、募集手数料を支払う名目で、実
質的に特定の保険契約者に対して保険料の
割引と特別の利益提供による不公平な保険
募集等が行われないようにとの趣旨を根拠
に対応不可とされているが、そもそも募集可
能な保険種目が規定されているにも関わら
ず、当該契約が自己又は密接な関係を有す
る法人を契約者とする場合には、募集経費
を賄うことにもなる代理店手数料が支払わ
れないため、実質的な募集制限規制になっ
ているという不合理が生じている。また、一
部の要望理由にもあるように生命保険協会
の自主規制として生命保険募集代理店運営
ガイドラインにおいて、自己・特定契約につ
いては保険料の割引、割戻しを目的としない
募集に関しても一律的に禁止し、それに沿っ
た運用がなされているものと理解している。
以上の点を踏まえ
①改めて要望にあるような「保険料の割引等
を目的としない限りにおいて手数料支払いを
認める」旨の明確化等、具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ

5074008 カナダ 21

z0300029 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

保険業法300条第１項第５
号、同施行規則第234条、事
務ガイドライン２－２（３）大蔵
省告示238号

生命保険会社は、法人である生命保険募集
人及び保険仲立人に対し、自己又は密接な
関係を有する法人を契約者とする場合に
は、手数料支払等による保険料の割引、割
戻し等を目的とした保険募集を行うことがな
いよう指導及び管理等の措置を講じる必要
がある。

ｃ －

自己・特定契約の規制は、募集手数料を支
払う名目で、実質的に特定の保険契約者に
対して保険料の割引と特別の利益提供によ
る不公平な保険募集等が行われないように
との趣旨から設けられているものであり、こう
した観点からこれらの規制を見直すことは困
難である。

回答では、募集手数料を支払う名目で、実
質的に特定の保険契約者に対して保険料の
割引と特別の利益提供による不公平な保険
募集等が行われないようにとの趣旨を根拠
に対応不可とされているが、そもそも募集可
能な保険種目が規定されているにも関わら
ず、当該契約が自己又は密接な関係を有す
る法人を契約者とする場合には、募集経費
を賄うことにもなる代理店手数料が支払わ
れないため、実質的な募集制限規制になっ
ているという不合理が生じている。また、一
部の要望理由にもあるように生命保険協会
の自主規制として生命保険募集代理店運営
ガイドラインにおいて、自己・特定契約につ
いては保険料の割引、割戻しを目的としない
募集に関しても一律的に禁止し、それに沿っ
た運用がなされているものと理解している。
以上の点を踏まえ
①改めて要望にあるような「保険料の割引等
を目的としない限りにおいて手数料支払いを
認める」旨の明確化等、具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ

5085019 オリックス株式会社 11

z0300030
金融先物取引業に係る役員
等の変更届出時の提出書類
の簡素化

・金融先物取引法
第19条、第58条、第63条
・金融先物取引法施行規則
第11条、第15条

役員又は重要な使用人に変更が生じた場合
は変更届出が必要である。
役員又は重要な使用人の変更届出の際の
添付書類については、新役員等の履歴書
（署名押印が必要）、身分証明書及び成年
被後見人、被保佐人に該当しない旨の官公
署からの書面の添付が必要となる。

ｃ Ⅲ

官公署の証明については、平成１０年１２月
より住民票抄本の添付を不要としており、簡
素化を図っているところ。
なお、署名押印のある履歴書、身分証明
書、成年被後見人に該当しない旨の官公署
の証明書の添付の廃止及び届出の対象を
「担当役員」とすることについては、金融先物
取引上の委託者保護の観点から、業者不適
格者を排除するために必要な仕組みであり
対応は困難である。

銀行の取締役等の適格性は銀行法に定め
られ、銀行の取締役等に業者不適格者が就
任することを回避できる仕組みとなってい
る。本規制を金融先物取引業者に一律に課
することが、銀行に二重の規制を課する結
果になっていることや、証取法で定める認可
業務の提出書類とのバランスを踏まえて、本
規制以外の他の仕組みの導入について、改
めて検討されたい。

5010017 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300030
金融先物取引業に係る役員
等の変更届出時の提出書類
の簡素化

・金融先物取引法
第19条、第58条、第63条
・金融先物取引法施行規則
第11条、第15条

役員又は重要な使用人に変更が生じた場合
は変更届出が必要である。
役員又は重要な使用人の変更届出の際の
添付書類については、新役員等の履歴書
（署名押印が必要）、身分証明書及び成年
被後見人、被保佐人に該当しない旨の官公
署からの書面の添付が必要となる。

ｃ Ⅲ

官公署の証明については、平成１０年１２月
より住民票抄本の添付を不要としており、簡
素化を図っているところ。
なお、署名押印のある履歴書、身分証明
書、成年被後見人に該当しない旨の官公署
の証明書の添付の廃止及び届出の対象を
「担当役員」とすることについては、金融先物
取引上の委託者保護の観点から、業者不適
格者を排除するために必要な仕組みであり
対応は困難である。

銀行の取締役等の適格性は銀行法に定め
られ、銀行の取締役等に業者不適格者が就
任することを回避できる仕組みとなってい
る。本規制を金融先物取引業者に一律に課
することが、銀行に二重の規制を課する結
果になっていることや、証取法で定める認可
業務の提出書類とのバランスを踏まえて、本
規制以外の他の仕組みの導入について、改
めて検討されたい。

5026027 都銀懇話会 11

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5001002
社団法人全国
信用組合中央
協会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 21 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300029 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

z0300029 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

z0300030
金融先物取引業に係る役員
等の変更届出時の提出書類
の簡素化

z0300030
金融先物取引業に係る役員
等の変更届出時の提出書類
の簡素化

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5074 5074008 カナダ 21 保健商品販売に係る流通の規制緩和の推進

付け加えて銘記したいのは、募集代理店が
社内で販売できる商品を制限している「構成
員契約規制」を撤廃したり、保険会社が、保
険商品を募集代理店（あるいはその関連会
社）に販売する法人代理店に手数料を支払
うことができるようにする必要があります。

保険商品販売の規制緩和が進展していま
す。この進展に基づいて、これまでの規制緩
和の範囲を新しい商品群に拡大することに
より、更なる規制緩和が可能になるでしょう。

金融庁

5085 5085019 オリックス株式会社 11 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

生命保険募集人が行なう自己または当該法
人と密接な関係を有する法人の保険契約の
募集については、その募集が保険料の割
引、割戻しを目的としない限りは、代理店手
数料の受け取りが可能であることを明示す
ることを要望する。併せて、「保険料の割引、
割戻しを目的とする保険募集」の判断基準を
示すことを要望する。

生命保険の自己契約、特定契約について、
金融庁事務ガイドラインは、「手数料支払等
による保険料の割引、割戻し等を目的とした
保険募集を行なうことがないよう」保険会社
が指導・管理を行なうこととしている。保険料
の割引、割戻しを目的とした保険募集を規制
することの合理性はあるものの、実際には生
命保険協会の生命保険募集代理店運営ガ
イドラインにより、保険料の割引、割戻しを目
的としない募集に関しても一律的に禁止する
ことが規定され、規制範囲を拡大して運用が
なされている。

事務ガイドライン2-2（3） 金融庁

5010 5010017 社団法人第二地方銀行協会 11
金融先物取引業に係る役員
等の変更時の提出書類の簡
素化

①履歴書、成年被後見人等に該当しない旨
の官公署の証明書の添付を廃止する（「本
人署名押印のある履歴書」については、本
人の署名押印不要の履歴書で可とする）。
②届出の対象を「担当役員」とする。

銀行法第7条の2において、銀行の常務に従
事する取締役は、銀行の経営管理を的確、
公正かつ効率的に遂行することができる知
識および経験を有し、かつ、十分な社会的信
用を有する者でなければならないとされてお
り、銀行の取締役に業者不適格者が就任す
ることは考えられない。事務手続の簡素化を
図る。

金融先物取引法第63条
金融先物取引法施行規則第
15条第3号

金融庁

5026 5026027 都銀懇話会 11
金融先物取引業に係る役員
等の変更届出時の提出書類
の簡素化

・①身分証明書、②成年被後見人、被保佐
人について登記されていないことの証明書、
③本人の署名押印のある履歴書の提出を
不要（③については、本人の署名押印不要
の履歴書でも可）とする　・届出の対象を「担
当役員」とする

・証券取引法で定める認可業務において
は、証券業務担当取締役及び監査役の変
更時の提出書類は、履歴書（本人の署名押
印不要）だけである。金融先物取引法におい
てのみ、役員または重要な使用人に変更の
都度、身分証明書等の官公署等の書類を提
出することは、業務負担が大きく簡素化され
るべきと考える

金融先物取引業第63条、同
法施行規則第15条第1項第3
号

金融庁

5001 5001002
社団法人全国
信用組合中央
協会

11 信用組合による保険窓販商品の範囲の拡大等

窓販できる保険商品を限定するのではなく、
窓販できない保険商品を列挙し、原則自由
とすること。

窓販商品を制限する根拠として圧力販売な
どの弊害が挙げられるが、金融商品販売
法、消費者契約法等の法整備によってその
ような懸念は少なくなっている。

保険業法第２７５条、保険業
法施行規則第２１１条　等 金融庁
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管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5010001 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5019001 在日米国商工会議所 11

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5026010 都銀懇話会 11

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5030001 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5072031 欧州委員会（ＥＵ） 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5010 5010001 社団法人第二地方銀行協会 11
銀行およびその子会社等に
よる保険商品の販売規制の
全面撤廃

銀行およびその子会社等による保険商品の
販売に係る制限を早期に全面撤廃する。

銀行およびその子会社等により販売できる
保険商品の規制が全面撤廃されれば、保険
商品の販売チャネルが増え、地域の顧客・
消費者に質の高い保険販売サービスの提
供が可能となる。

保険業法第275条
保険業法施行規則第211条、
第211条の２、第211条の３
銀行法第16条の2
銀行法施行規則第17条の3
第2項

金融庁

5019 5019001 在日米国商工会議所 11 銀行等の保険募集に係る保険商品の全面解禁

銀行の保険募集につき、現在の商品規制を
撤廃し、民間の保険会社が提供する全種類
の保険商品の販売を認めるよう求める。即
時に全面的な自由化を行わない場合は、３
年以内の完全解禁に向けた具体的かつ公
平なスケジュールを策定すべきである。

全面的な解禁は、銀行による保険販売の自
由化が日本の消費者にもたらす利益を最大
化し、外国保険会社を含むすべての保険会
社にとっての公平性を確保するために必要
不可欠である。特に、消費者保護及び市場
監督のいづれの観点から見ても、銀行チャ
ネルの自由化を段階的に行うべき根拠は存
在しない。

保険業法第275条
保険業法施行規則第211条
（及び、同条の2、同条の3）

金融庁

5026 5026010 都銀懇話会 11 銀行等が販売可能な保険商品の全面解禁

・銀行並びに銀行子会社等及び銀行持株会
社の子会社等における販売商品の制限の
撤廃

・銀行による保険窓販は、保険商品の販売
チャネルの多様化・効率化に資するととも
に、利用者のワンストップ・ショッピングに対
するニーズに応えるものであり、窓販可能な
保険商品を制限しないことにより、顧客利便
の飛躍的な向上が期待できる
・銀行・銀行子会社等や銀行持株会社の子
会社等が保険代理店業務を営んでも、銀行
経営の健全性が損なわれることはなく、むし
ろ銀行グループとしての効率的な経営資源
の活用にも資するものであり、幅広い経営の
自由度を確保する観点からも認めるべきで
ある
・企業のリスク管理の重要性が高まっている
状況の下、企業の保険ニーズも拡大してお
り、販売チャネルの拡大は、企業にとっても
利便性向上に繋がる

保険業法第275条、同法施行
規則第211条、第211条の2、
第211条の3、同法施行令第
38条、銀行法第16条の2第1
項第8号、第2項第4号、第52
条の23第1項第7号、同法施
行規則第17条の2第1項第2
号、第17条の3第2項第3の4
号

金融庁

5030 5030001 社団法人全国地方銀行協会 11
銀行及びグループ会社で販
売できる保険商品のさらなる
拡大

すべての保険商品について、銀行及び銀行
子会社における販売を解禁する。

顧客に対し銀行商品（貯蓄型商品）と保険商
品（保障型商品）とをバランスよく組み合わ
せて提供することが可能となり、顧客のライ
フプランニングに応じた総合的な資産形成ア
ドバイスの実施、本格的なバンカシュランス
の実現への道が開ける。

保険業法 第275条、同施行
規則 第211条、第211条の２、
第211条の３

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5072 5072031 欧州委員会（ＥＵ） 11 金融機関による保険商品販売に係る規制の撤廃

金融機関による保険商品の残存販売制限
は撤廃されるべきである（後述の銀行分野も
参照）。

「日本の規制改革に関するＥＵ優先提案」
（2003年10月16日　駐日欧州委員会代表
部）

1.5.1.金融サービス／保険部門

による。

金融庁
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管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
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分類
措置の
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規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

保険業法第275条、
同法施行規則第211条から第
211条の3

銀行等による保険商品の窓口販売について
は、平成13年4月より、住宅ローン関連の信
用生命保険、長期火災保険及び債務返済
支援保険並びに海外旅行傷害保険を対象
商品として開始した。
また、平成14年10月より、個人年金保険、財
形保険、年金払積立傷害保険、財形傷害保
険を対象商品に追加するとともに、住宅ロー
ン関連の信用生命保険に係る子会社・兄弟
会社限定を撤廃した。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

銀行等による保険商品の販売の対象商品
の更なる拡大については、規制改革推進３
か年計画（再改定）において「引き続き検討
を行い、平成15年度中に結論を得、所要の
措置を講ずる。」とされているところであり、
平成14年10月以降の実施状況をみながら、
引き続き検討を行っているところ。

「銀行本体並びに銀行子会社等及び銀行持
株会社の子会社における販売規制の撤廃」
という第３次答申で合意した内容に則って、
引き続き検討を行っていただきたい。

5143014
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5001004

社団法人全国
信用組合中央
協会

11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5010006 社団法人第二地方銀行協会 11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5030003 社団法人全国地方銀行協会 11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5074008 カナダ 11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5085018 オリックス株式会社 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 25 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300031 銀行等が販売する保険商品の範囲の見直し

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5143 5143014
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 信用金庫による保険窓販商品の範囲の拡大等

保険窓販できる商品を限定せずに、原則とし
て全ての保険商品の窓販を行えるようにす
る。
また、火災保険及び債務返済支援保険につ
いては、借入金の使途目的及び期間などを
限定しない取扱いとする。

保険窓販商品を制限する根拠として、預金・
融資情報などの不当な利用や優越的な地位
を不当に利用した募集行為などの弊害が挙
げられているが、保険業法及び金融商品販
売法並びに個人情報保護法等の法整備が
進んでいること等を鑑みると、現在信用金庫
が保険窓販を行ううえでの行為規制の環境
は整ったといえる。

保険業法第２７５条
保険業法施行規則第２１１条
保険業法施行規則第２３４条
等

金融庁

5001 5001004
社団法人全国
信用組合中央
協会

11 生命保険の構成員契約規制の廃止

生命保険の募集において、法人募集代理店
の役員・従業員に対する募集禁止の規制
（構成員契約規制の廃止）を廃止しするこ
と。

法人募集代理店として生命保険の募集を行
う際に障害となっている。

保険業法第３００条第１項第９
号、保険業法施行規則第２３
４条第２号

金融庁

5010 5010006 社団法人第二地方銀行協会 11 生命保険の構成員契約規制の廃止 生命保険の構成員契約規制を廃止する。

現行の生命保険の構成員契約規制はかな
り広範であり、銀行が法人募集代理店となっ
て生命保険の募集を行う際の障害になりか
ねない。また、損害保険については、構成員
契約の規制はなく、生命保険だけを規制す
る理由はないと考える。

保険業法第300条第1項第9
号
保険業法施行規則第234条
第2号、平成10年大蔵省告示
第238号

金融庁

5030 5030003 社団法人全国地方銀行協会 11 生命保険の構成員契約規制の廃止 生命保険の構成員契約規制の廃止

現状、生命保険募集人（銀行等）と「密接な
関係」を有する法人の役職員に対しては、当
該役職員が自らの意思で保険商品の購入を
銀行等に申し出た場合であっても、銀行等
は当該商品の説明すらできない。また、本規
制により、銀行等が顧客に対して生命保険
の募集を行う際には、商品内容やリスク等の
説明を行う前に、まず顧客の勤務先を確認
しなければならない。個人情報の取扱いに
関する関心が高まる中、このような不自然な
確認事務を行うことは、顧客の側に無用な
混乱と不信感を惹起する結果となりかねな
い。規制を廃止により、顧客利便の向上、銀
行等の収益機会の拡大、事務負担（特定関
係法人の確認に係る事務）の軽減等を図る
ことができると考えられる。

保険業法 第300条第１項第９
号、同施行規則 第234条第１
項第２号、平成10年大蔵省告
示第238号（平成10年６月８
日）、金融庁事務ガイドライン
（第二分冊 保険会社関係）２
－２(6)

金融庁
別添の全国地方銀行協会「総合規制改革会
議への規制緩和要望事項」(平成15年９月19
日提出済)参照

5074 5074008 カナダ 11 保健商品販売に係る流通の規制緩和の推進

付け加えて銘記したいのは、募集代理店が
社内で販売できる商品を制限している「構成
員契約規制」を撤廃したり、保険会社が、保
険商品を募集代理店（あるいはその関連会
社）に販売する法人代理店に手数料を支払
うことができるようにする必要があります。

保険商品販売の規制緩和が進展していま
す。この進展に基づいて、これまでの規制緩
和の範囲を新しい商品群に拡大することに
より、更なる規制緩和が可能になるでしょう。

金融庁

5085 5085018 オリックス株式会社 11
生命保険募集人が使用人に
対して行なう保険契約の申込
をさせる行為の規制の見直し

法人である生命保険募集人又は保険仲立
人が使用人に対して生命保険契約の申込み
をさせる行為をすることを可能にすることを
要望する。

本年6月に提出した当該要望に対して金融
庁の回答は、『構成員契約規制の在り方に
ついては、「規制改革推進３か年計画」（再
改定）に基づき検討していくこととしているも
のであり、平成16年度までに実施することの
可否を示すことは困難であるが、金融審議
会等の場で引き続き検討を行う。』というもの
であった。構成員契約規制については、
1997年12月に行政改革委員会が内閣総理
大臣に提出した最終意見の中で「①圧力募
集の防止措置として過剰規制である。②販
売チャネルについて消費者の選択を狭める
ものである。③法的根拠が明確でない。した
がって、構成員契約規制は妥当ではなく、廃
止すべきであると考える。」と指摘されてい
た。それから6年が経過し、なお結論が得ら
れないというのはあまりにも時間が掛かり過
ぎではないのか。

 保険業法第300条第1項第9
号、保険業法施行規則第234
条第1項第2号、平成10年大
蔵省告示第238号

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 26 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5086018 社団法人リース事業協会 11

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

保険業法第300条第1項第9
号、
同法施行規則第234条第1項
第2号、
平成10年大蔵省告示第238
号

企業が、生命保険会社と募集代理店契約を
締結して生命保険商品の募集を行う場合、
従業員への圧力募集等を防止する観点か
ら、当該企業及びその企業と密接な関係を
有する者（法人）の役員・従業員に対する保
険募集が一部の保険商品を除き禁止されて
いる。

ｂ Ⅲ

構成員契約規制の在り方については、規制
改革推進３か年計画（再改定）において「金
融審議会において構成員契約規制の在り方
について、結論を得るべく、引き続き検討を
進める。」とされているところであり、金融審
議会等の場において引き続き検討を行う。

検討の方向性及びスケジュール（結論時期）
について、具体的に示されたい。 5143016

社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

保険業法第275条、
同法施行規則第211条、第
211条の2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得た顧客
に関する非公開情報が保険募集に利用され
ることについて、事前に顧客の書面その他
の適切な方法による同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀行等が
その与信業務や決済業務を通じ、預金者や
債務者に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用による契
約者保護上の問題を生じやすい状況を鑑
み、銀行窓販の実施にあたり保護措置が講
じられているもの。その取扱いについては、
銀行窓販の実施状況を踏まえつつ、契約者
保護の観点から検討を行うことが必要。

非公開情報の範囲や同意取得時期・方法が
明確でないため、銀行等は保険販売に際し
て萎縮的に行動せざるを得ないのが実情で
あり、これを踏まえて、本規制の撤廃につい
て改めて検討されたい。また、検討スケ
ジュールは、現在検討いただいている銀行
等の保険商品の販売の対象商品の更なる
拡大と同時平行的に進められたい。

5019002 在日米国商工会議所 11

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

保険業法第275条、
同法施行規則第211条、第
211条の2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得た顧客
に関する非公開情報が保険募集に利用され
ることについて、事前に顧客の書面その他
の適切な方法による同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀行等が
その与信業務や決済業務を通じ、預金者や
債務者に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用による契
約者保護上の問題を生じやすい状況を鑑
み、銀行窓販の実施にあたり保護措置が講
じられているもの。その取扱いについては、
銀行窓販の実施状況を踏まえつつ、契約者
保護の観点から検討を行うことが必要。

非公開情報の範囲や同意取得時期・方法が
明確でないため、銀行等は保険販売に際し
て萎縮的に行動せざるを得ないのが実情で
あり、これを踏まえて、本規制の撤廃につい
て改めて検討されたい。また、検討スケ
ジュールは、現在検討いただいている銀行
等の保険商品の販売の対象商品の更なる
拡大と同時平行的に進められたい。

5019003 在日米国商工会議所 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 27 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300032 生命保険の構成員契約規制の廃止

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5086 5086018 社団法人リース事業協会 11
生命保険募集人が使用人に
対して行なう保険契約の申込
をさせる行為の規制の見直し

法人である生命保険募集人又は保険仲立
人が使用人に対して生命保険契約の申込み
をさせる行為をすることを可能にすることを
要望する。

本年6月に提出した当該要望に対して金融
庁の回答は、『構成員契約規制の在り方に
ついては、「規制改革推進３か年計画」（再
改定）に基づき検討していくこととしているも
のであり、平成16年度までに実施することの
可否を示すことは困難であるが、金融審議
会等の場で引き続き検討を行う。』というもの
であった。構成員契約規制については、
1997年12月に行政改革委員会が内閣総理
大臣に提出した最終意見の中で「①圧力募
集の防止措置として過剰規制である。②販
売チャネルについて消費者の選択を狭める
ものである。③法的根拠が明確でない。した
がって、構成員契約規制は妥当ではなく、廃
止すべきであると考える。」と指摘されてい
た。それから6年が経過し、なお結論が得ら
れないというのはあまりにも時間が掛かり過
ぎではないのか。

 保険業法第300条第1項第9
号、保険業法施行規則第234
条第1項第2号、平成10年大
蔵省告示第238号

金融庁

5143 5143016
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 生命保険の構成員契約規制等の撤廃

信用金庫及び信用金庫と密接な関係を有す
る者の役員又は使用人に対する信用金庫
の保険募集については、一部の第三分野商
品を除いて、原則として禁止されている（構
成員契約規制）が、この規制の信用金庫へ
の適用を除外する。

信用金庫における保険窓販は、通常の生命
保険募集人と異なり、非公開情報保護措
置、優越的地位を利用した募集禁止、他の
金融取引への影響の排除など、様々な行為
規制が保険業法等で適用されており、業務
上の地位等を不当に利用する等の圧力募
集を未然に防止する措置が既にとられてい
る。

大蔵省告示第２３８号 金融庁

5019 5019002 在日米国商工会議所 11 銀行の保険募集に係る「非公開情報保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により、銀行等が知
り得た顧客情報を有効活用した保険募集を
することが妨げられていることから、撤廃す
べきである。

銀行等による保険募集については、保険業
法に基づきその適正な募集と契約者保護が
図られることに加え、保険の購入が当該銀
行との他の取引に影響しないことの明示な
ど銀行等がその優越的地位を使ったいわゆ
る圧力募集等の弊害防止措置がすでに講じ
られている。加えて、当該規制により、銀行
等がその行う業務（保険募集に係るものを除
く）に際し知り得た顧客に関する非公開情報
を保険募集に利用することにつき事前に当
該顧客から書面による同意を取得しなけれ
ば、銀行等は保険募集を行うことができな
い。
かかる規制は圧力募集等の弊害防止という
規制の趣旨に照らして過度の規制となって
いる。もしも銀行等の金融商品販売に圧力
募集等の弊害があるのであれば、銀行等が
保険以外の金融商品を販売する場合にも同
様の非公開情報保護措置が義務付けられ
るべきであるが、保険以外の金融商品の販
売につきそうした規制は存在しない。

保険業法施行規則第211条
第１項第2号（及び、同条の2
第１項第2号、同条の3第１項
第2号）

金融庁

5019 5019003 在日米国商工会議所 11
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の即時
明確化

万が一、当該規制の撤廃が遅れる場合は、
金融庁は事務ガイドライン等において規制
内容を、以下のとおり、直ちに明確にすべき
である。
１．保険募集に利用されると弊害が発生する
おそれの高い「非公開情報」を具体的に例示
すること。又、顧客の氏名･性別･住所･電話
番号･ｲｰﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ等は銀行等の「特別の情
報」ではなく、銀行等が保険募集に利用し得
る情報であることを明確にすること。
２．同意取得方法について、銀行等がその
取引に伴い得た顧客情報を保険募集に利用
することを明示し、顧客がかかる利用を望ま
ないことの意思表示をしたときにこれに応ず
る方法も「その他の適切な方法による同意」
に該当することを明確にすること。
３．銀行等における保険商品の販売方法が
これまでの対面販売から郵送･電話･ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄなど他の方法に拡大することが予想され
ることから、販売方法ごとの弊害発生の可能
性に基づいた同意取得方法･時期につき明
示すること。

個人･顧客の権利利益の保護は個人･顧客
情報の有用性とのバランスの上で図られる
べき（個人情報の保護に関する法律第1条
参照）ところ、当該「非公開情報保護措置」に
おいては、非公開情報の範囲や同意取得時
期･方法が明確でないため、銀行は顧客氏
名･住所等を含めて非公開情報として事前の
同意取得につき厳格な対応をしており、その
結果、この非公開情報保護措置が銀行の保
険販売におけるその顧客情報の有効利用に
とって過度の障害となっている。

保険業法施行規則第211条
第１項第2号（及び、同条の2
第１項第2号、同条の3第１項
第2号）

金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

保険業法第275条、
同法施行規則第211条、第
211条の2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得た顧客
に関する非公開情報が保険募集に利用され
ることについて、事前に顧客の書面その他
の適切な方法による同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀行等が
その与信業務や決済業務を通じ、預金者や
債務者に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用による契
約者保護上の問題を生じやすい状況を鑑
み、銀行窓販の実施にあたり保護措置が講
じられているもの。その取扱いについては、
銀行窓販の実施状況を踏まえつつ、契約者
保護の観点から検討を行うことが必要。

非公開情報の範囲や同意取得時期・方法が
明確でないため、銀行等は保険販売に際し
て萎縮的に行動せざるを得ないのが実情で
あり、これを踏まえて、本規制の撤廃につい
て改めて検討されたい。また、検討スケ
ジュールは、現在検討いただいている銀行
等の保険商品の販売の対象商品の更なる
拡大と同時平行的に進められたい。

5022001 外国損害保険協会 11

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

保険業法第275条、
同法施行規則第211条、第
211条の2、第211条の3

銀行等がその行う業務に関し知り得た顧客
に関する非公開情報が保険募集に利用され
ることについて、事前に顧客の書面その他
の適切な方法による同意を求めている。

ｂ Ⅲ

非公開情報の取扱いについては、銀行等が
その与信業務や決済業務を通じ、預金者や
債務者に関する情報を継続的かつ総合的に
保有する立場にあり、安易な流用による契
約者保護上の問題を生じやすい状況を鑑
み、銀行窓販の実施にあたり保護措置が講
じられているもの。その取扱いについては、
銀行窓販の実施状況を踏まえつつ、契約者
保護の観点から検討を行うことが必要。

非公開情報の範囲や同意取得時期・方法が
明確でないため、銀行等は保険販売に際し
て萎縮的に行動せざるを得ないのが実情で
あり、これを踏まえて、本規制の撤廃につい
て改めて検討されたい。また、検討スケ
ジュールは、現在検討いただいている銀行
等の保険商品の販売の対象商品の更なる
拡大と同時平行的に進められたい。

5022002 外国損害保険協会 11

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

保険業法第106条、
平成14年金融庁告示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を子会社
とする場合には、当該子会社は、主として当
該保険会社又はその子会社の営む業務の
ためにその業務を営んでいる会社に限るも
のとされ、「主として」の基準は、保険会社及
びその子会社からの収入の額の合計額が
総収入の額に占める割合（収入依存度）が、
50％を下回らないものとされている。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

複数の保険会社で共同保有する場合のみ
収入依存度規制を緩和することについて
は、事業の大半が自己と関係ない者からの
収入となる他業子会社を持つことになる場合
には他業禁止の趣旨やリスク管理の観点か
らの検討が必要であり、また、保険会社と保
険会社以外の会社で共同保有する場合との
差異を設けることが適切かという点について
も整理が必要である。
したがって、どのような場合において保険会
社の他業禁止の趣旨等の面から実質的に
問題がないかということを踏まえた上で、複
数の保険会社による従属業務子会社等の
保有を可能とすることについて、検討を行
う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき平成16年度中に検討されるものと理解
しているが、検討スケジュール・結論時期に
ついて具体的に示されたい。

5021179
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

保険業法第106条、
平成14年金融庁告示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を子会社
とする場合には、当該子会社は、主として当
該保険会社又はその子会社の営む業務の
ためにその業務を営んでいる会社に限るも
のとされ、「主として」の基準は、保険会社及
びその子会社からの収入の額の合計額が
総収入の額に占める割合（収入依存度）が、
50％を下回らないものとされている。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

複数の保険会社で共同保有する場合のみ
収入依存度規制を緩和することについて
は、事業の大半が自己と関係ない者からの
収入となる他業子会社を持つことになる場合
には他業禁止の趣旨やリスク管理の観点か
らの検討が必要であり、また、保険会社と保
険会社以外の会社で共同保有する場合との
差異を設けることが適切かという点について
も整理が必要である。
したがって、どのような場合において保険会
社の他業禁止の趣旨等の面から実質的に
問題がないかということを踏まえた上で、複
数の保険会社による従属業務子会社等の
保有を可能とすることについて、検討を行
う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき平成16年度中に検討されるものと理解
しているが、検討スケジュール・結論時期に
ついて具体的に示されたい。

5033001 社団法人日本損害保険協会 11

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

保険業法第106条、
平成14年金融庁告示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を子会社
とする場合には、当該子会社は、主として当
該保険会社又はその子会社の営む業務の
ためにその業務を営んでいる会社に限るも
のとされ、「主として」の基準は、保険会社及
びその子会社からの収入の額の合計額が
総収入の額に占める割合（収入依存度）が、
50％を下回らないものとされている。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

複数の保険会社で共同保有する場合のみ
収入依存度規制を緩和することについて
は、事業の大半が自己と関係ない者からの
収入となる他業子会社を持つことになる場合
には他業禁止の趣旨やリスク管理の観点か
らの検討が必要であり、また、保険会社と保
険会社以外の会社で共同保有する場合との
差異を設けることが適切かという点について
も整理が必要である。
したがって、どのような場合において保険会
社の他業禁止の趣旨等の面から実質的に
問題がないかということを踏まえた上で、複
数の保険会社による従属業務子会社等の
保有を可能とすることについて、検討を行
う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき平成16年度中に検討されるものと理解
しているが、検討スケジュール・結論時期に
ついて具体的に示されたい。

5082004 社団法人生命保険協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

z0300033
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の撤廃、
又は即時明確化

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

z0300034

複数の保険会社による従属
業務子会社等の保有を可能
とする収入依存度規制の見
直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5022 5022001 外国損害保険協会 11 銀行等の保険募集に係る「非公開情報保護措置」の撤廃

「非公開情報保護措置」により 銀行等が知り
得た顧客に関する情報を有効活用した保険
募集が妨げられているので、これを撤廃す
る。

銀行等による保険募集は 保険業法により適
正な募集と契約者保護が図られている。
又 銀行等による保険の募集が当該銀行等
との他の取引に影響を及ぼさない様 いわゆ
る圧力募集等の弊害防止措置が講じられて
いる。
更に 銀行等がその行う業務に際して知り得
た顧客に関する非公開情報を保険募集に利
用する場合は、事前に当該顧客の書面その
他適切な方法による同意を求めている。
しかるに「非公開情報保護措置」は 保険募
集についてのみ講じられる措置であり銀行
等が営む業務全体に関しては この様な規制
は存在していない。

保険業法施行規則第211条
第１項第2号（及び、同条の2
第１項第2号、同条の3第１項
第2号）

金融庁

5022 5022002 外国損害保険協会 11
銀行等の保険募集に係る「非
公開情報保護措置」の即時
明確化

金融庁は 本措置の内容を事務ガイドライン
等で明確化する必要がある。
具体的には、
1.　保険募集に利用される弊害が発生する
恐れの高い非公開情報を具体的に例示する
こと。
2.　顧客の氏名・性別・住所・電話番号・Ｅ－
メールアドレスは、銀行等の「特別の情報」で
はないことを確認すること。
3.　銀行等の保険募集が対面募集だけでな
く、郵便・電話・インターネット等 他の募集方
法に拡大することも考えられるので、募集方
法毎の顧客同意取得方法 それにその時期
を明確にすること。

個人情報保護法では「個人情報の有用性に
配慮しつつ 個人の権利利益を保護する」こ
ととしているが「非公開情報保護措置」は非
公開情報の特定、同意取得の時期、その方
法が厳格に規定されていない。
したがって銀行等は 顧客の氏名・住所等を
も非公開情報としており、その結果 銀行等
の保険募集における顧客情報の有効利用
が阻害されている。

保険業法施行規則第211条
第１項第2号（及び、同条の2
第１項第2号、同条の3第１項
第2号）

金融庁

5021 5021179
社団法人日本
経済団体連合
会

11
従属業務を営む保険会社の
子会社等の収入依存度規制
の緩和【新規】

　従属業務を営む保険会社の子会社等の収
入依存度規制を緩和し、複数の保険会社や
金融機関の共同出資による従属業務子会
社等の設立、保有を認めるべきである。

　保険会社や金融機関が共同で従属業務を
営む子会社等を保有することにより、経営・
業務の効率化を図ることができる。

金融庁告示第38号
金融庁事務ガイドライン（保険
会社関係）１－４－１

金融庁

　保険会社の子会社等において従属業務を
営む場合、当該従属業務については、親保
険会社からの収入額が総収入の50％を下
回らないこととされている。

5033 5033001 社団法人日本損害保険協会 11 複数の保険会社等による従属業務子会社等の保有

複数の金融機関が従属業務会社を共同出
資により設立・保有することを、当該金融機
関からの合計収入が総収入の５０％以上で
あることを条件として、解禁して頂きたい。

業務の効率化・経営資源の有効活用を図る
ことができる。

保険会社と保険会社・銀行等以外の会社と
の共同出資により従属業務会社の設立・保
有を行うことが可能であることと比べ、より親
近性が高くリスクが同質な金融機関が共同
で設立できないことはアンバランスである。

保険業法第106条第1項第9
号、金融庁告示第38号、金融
庁事務ガイドライン

金融庁

5082 5082004 社団法人生命保険協会 11
保険会社の子会社等におけ
る従属業務に係る収入依存
度規制の緩和

従属業務を営む保険会社の子会社等に係
る収入依存度規制を緩和し、複数の保険会
社や金融機関の共同出資による従属業務
会社の設立、保有を認める。

・従属業務を営む子会社等に係る全額出資
規制が撤廃され、複数の保険会社等が共同
出資を行う形で従属業務を営む子会社等を
保有することが想定される。しかしながら、こ
れら複数の出資保険会社等の各々につい
て、５０％以上の収入依存度規制を満たすこ
とは不可能であり、実際に共同出資により従
属業務を営む子会社等を保有することはで
きない。
・なお、保険会社や金融機関以外の会社と
の共同出資による従属業務を営む子会社等
の設立、保有が実際に可能である一方で、
保険会社や金融機関との共同出資が認めら
れていないのは、規制の均衡を失している。

金融庁告示第３８号事務ガイ
ドライン１－８－１ 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 30 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300035
子会社の行う従属業務にか
かる収入依存度規制の収入
依存先の拡大

保険業法第106条、
平成14年金融庁告示第38号

保険会社が、従属業務を営む会社を子会社
とする場合には、当該子会社は、主として当
該保険会社又はその子会社の営む業務の
ためにその業務を営んでいる会社に限るも
のとされ、「主として」の基準は、保険会社及
びその子会社からの収入の額の合計額が
総収入の額に占める割合（収入依存度）が、
50％を下回らないものとされている。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

従属業務子会社の収入依存度規制におけ
る収入依存先の拡大については、保険業法
上、福利厚生、物品購入、印刷、製本等の
従属業務を営む会社については、保険会社
の他業禁止の趣旨やグループとしてのリス
ク管理の観点から、親会社と実質的一体性
を持つものに限って認められているものであ
り、規制改革推進３か年計画（再改定）にお
いて「親会社との実質的一体性に留意しな
がら、検討する」とされているところであり、
親会社との実質的一体性に留意しながら、
検討を行う。

回答通り、「規制改革推進3か年計画（再改
定）」に基づき、現在検討が進められている
ものと理解しているが、平成16年度中の実
施の可否につき、改めて検討された上で要
望中の①（子法人等、関連法人等への拡
大、②当該保険会社に所属する保険代理店
への拡大、各々について結論時期も含め具
体的に示されたい。

5033016 社団法人日本損害保険協会 11

z0300036 保険契約の包括移転に係る手続きの簡素化 保険業法第136条第1項

保険会社が、保険契約を他の保険会社に移
転をするときには、移転会社及び移転先会
社において株主総会等の決議が必要とされ
ている。

ｂ Ⅰ

保険契約の包括移転について簡素な手続を
認める場合には、株式会社への移転におい
て移転に反対する株主の保護についての検
討のほか、株式会社とは異なり簡易な合併
手続が認められていない相互会社への移転
の取扱いや、相互会社の場合の社員（保険
契約者）の保護の方策について検討するこ
とが必要となる。
したがって、保険会社間の保険契約の包括
移転において、移転先保険会社に与える影
響が一定程度にとどまるような場合につい
て、相互会社の取扱いや、株主や保険契約
者の保護について検討した上で、移転先保
険会社の株主総会等の決議を不要とするよ
うな措置を構ずることについて、検討を行う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき平成16年度中に検討されるものと理解
しているが、検討スケジュール・結論時期に
ついて具体的に示されたい。

5021180
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300036

（上記の続き）

保険契約の包括移転に係る
手続きの簡素化

5021180
社団法人日本
経済団体連合
会

12

z0300036 保険契約の包括移転に係る手続きの簡素化 保険業法第136条第1項

保険会社が、保険契約を他の保険会社に移
転をするときには、移転会社及び移転先会
社において株主総会等の決議が必要とされ
ている。

ｂ Ⅰ

保険契約の包括移転について簡素な手続を
認める場合には、株式会社への移転におい
て移転に反対する株主の保護についての検
討のほか、株式会社とは異なり簡易な合併
手続が認められていない相互会社への移転
の取扱いや、相互会社の場合の社員（保険
契約者）の保護の方策について検討するこ
とが必要となる。
したがって、保険会社間の保険契約の包括
移転において、移転先保険会社に与える影
響が一定程度にとどまるような場合につい
て、相互会社の取扱いや、株主や保険契約
者の保護について検討した上で、移転先保
険会社の株主総会等の決議を不要とするよ
うな措置を構ずることについて、検討を行う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき平成16年度中に検討されるものと理解
しているが、検討スケジュール・結論時期に
ついて具体的に示されたい。

5033007 社団法人日本損害保険協会 11

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

保険業法第118条、
同法施行規則第74条、第75
条

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定、
特別勘定とも同等に取り扱われる。 ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産については、一
般勘定との財産的性格の相違や保険会社
における負債性の相違から、リスク遮断の
厳格化を前提とした上で保険関係請求権の
倒産隔離の措置を講ずることについて、検
討を行う。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１６年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特別勘
定の保険契約者保護を図る観点から、適切
な措置が早急に設けられる必要があること
から、更に前向きに検討されたい。

5021181
社団法人日本
経済団体連合
会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 31 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300035
子会社の行う従属業務にか
かる収入依存度規制の収入
依存先の拡大

z0300036 保険契約の包括移転に係る手続きの簡素化

z0300036

（上記の続き）

保険契約の包括移転に係る
手続きの簡素化

z0300036 保険契約の包括移転に係る手続きの簡素化

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033016 社団法人日本損害保険協会 11
子会社の行う従属業務にか
かる収入依存度規制の収入
依存先の緩和

収入依存先を、①子法人等、関連法人等、
及び、②当該保険会社に所属する保険代理
店にまで拡大する。

分社化や持株会社等多様な組織形態に対
応することができる。

経済界では、分社化や持株会社等多様な組
織形態を活用しつつ、事業の再編や業務展
開の多様化を急速に進めている。法制度や
会計基準等も連結中心の考え方となりつつ
ある。保険会社も例外ではなく、収入依存先
についても、この連結の概念に従うことが適
当である。また、損害保険会社は代理店を
主たる販売チャネルとしている。代理店に対
する教育・研修業務や販売用具の斡旋業務
など、代理店も収入依存先に加えることが適
当である。

保険業法第106条７項、金融
庁公示第38号 金融庁

5021 5021180
社団法人日本
経済団体連合
会

11 保険契約の包括移転に係る手続きの簡素化【新規】

　包括移転する契約に対応する責任準備金
等の額が、移転先会社の責任準備金等の
額に比較して相当程度小さい場合（例えば
20分の１以内）は、保険契約の包括移転に
要する移転先会社の決議を不要とすべきで
ある。

　2003年6月の集中受付月間における金融
庁の回答では、「株式会社の合併と保険会
社の保険契約の移転とは異なるものである
ほか、簡易な合併手続きについては、各株
主に対し通知等を行い、合併に反対する株
主については株式の買取請求権が認めら
れ、また合併に反対する株主が１／６以上で
あった場合は簡易合併を行うことができない
といった措置が採られていることや、相互会
社については認められていない」ことを理由
に、慎重な検討が必要とされている。

保険業法　第136条第１項
商法　第408条第１項、第413
条の３第１項

金融庁

　保険契約を包括移転するには、移転会社
及び移転先会社において、株主総会または
社員総会（総代会を設けている場合には総
代会）の決議を必要とする。
　一方、商法に定められる簡易合併（商法第
413条の3）の手続きにおいては、合併時の
新株発行数が存続会社の株式総数の20分
の1以内であり、消滅会社の合併交付金が
存続会社の純資産額の50分の1以内である
場合は、株主総会の決議が不要とされてい
る。この規定により、存続会社が株式会社で
ある場合には、保険会社の合併に伴う保険
契約の承継についても、株主総会決議が不
要となっている。

5021 5021180
社団法人日本
経済団体連合
会

12

（上記の続き）

保険契約の包括移転に係る
手続きの簡素化【新規】

（上記の続き）

　しかし、合併手続きは結果として保険契約
の移転を伴うものであることから、契約移転
のみを行う場合にも簡易な手続きを認めるこ
とは問題ないと言える。株主保護措置に関し
ては、責任準備金等の額が移転先会社の責
任準備金等の額に比較して相当程度小さい
場合には、保険契約の移転先会社における
保護措置を不要としても、株主保護が著しく
損なわれることはないと考えられる。簡易な
合併手続きが認められていない相互会社に
ついて簡易な契約移転が認められないとし
ても、少なくとも株式会社については、簡易
な手続きを認めるべきである。

金融庁

5033 5033007 社団法人日本損害保険協会 11 保険契約の包括移転にかかわる手続きの簡素化

包括移転する契約にかかわる責任準備金
等の額が、移転先会社の責任準備金等に比
して相当程度小さい場合（例えば２０分の１
以内）は、移転先会社における株主総会に
よる決議を要さないこととする。

株主総会の開催に要する期間と費用の削減
が図れることで、保険事業の見直しを機動
的に行うことが可能となり、会社経営の効率
化が図られ、また保険業界の再編を進める
上での選択肢が拡大する。

簡易な合併手続き（商法第４１３条の３第１
項）の条件を満たす場合は存続会社の株主
総会による決議なく合併することが可能であ
り、よって合併にともなう保険契約の承継に
ついても存続会社の株主総会決議が不要と
なっていることに対し、包括移転する際は移
転先会社への影響度の大小にかかわらず
必ず移転先会社の株主総会決議が必要と
なっていることは合理的でない。

＊簡易合併の条件
① 合併時の新株発行数が存続会社の株式
総数の20分の1以内
② 消滅会社の合併交付金が存続会社の純
資産額の50分の1以内

保険業法第136条第1項
商法第408条第1項、第413条
の３第1項

金融庁

5021 5021181
社団法人日本
経済団体連合
会

11 保険会社の経営破綻時における特別勘定の保全

　保険会社の経営破綻時に、特別勘定の責
任準備金を100％保全することを認めるべき
である。このために、保険業法等、法令上の
必要な手当てを行うべきである。

　特別勘定では、当該勘定に属する資産が
他の勘定に属する資産と経理上明確に区分
されている。また、当該勘定に属する資産の
運用成果が直接的に契約者に帰属する。こ
のような特別勘定の性格から、特別勘定に
おける運用は、経営破綻の原因となりにく
い。このため、経営破綻時の取扱いにおい
ては、特別勘定の責任準備金を100％保全
することが適当である。

保険業法
更生特例法 金融庁

　生命保険会社が経営破綻した場合、現行
では、一般勘定、特別勘定とも同等に取り扱
われる。
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

保険業法第118条、
同法施行規則第74条、第75
条

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定、
特別勘定とも同等に取り扱われる。 ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産については、一
般勘定との財産的性格の相違や保険会社
における負債性の相違から、リスク遮断の
厳格化を前提とした上で保険関係請求権の
倒産隔離の措置を講ずることについて、検
討を行う。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１６年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特別勘
定の保険契約者保護を図る観点から、適切
な措置が早急に設けられる必要があること
から、更に前向きに検討されたい。

5082005 社団法人生命保険協会 11

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

保険業法第118条、
同法施行規則第74条、第75
条

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定、
特別勘定とも同等に取り扱われる。 ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産については、一
般勘定との財産的性格の相違や保険会社
における負債性の相違から、リスク遮断の
厳格化を前提とした上で保険関係請求権の
倒産隔離の措置を講ずることについて、検
討を行う。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１６年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特別勘
定の保険契約者保護を図る観点から、適切
な措置が早急に設けられる必要があること
から、更に前向きに検討されたい。

5083021
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

保険業法第118条、
同法施行規則第74条、第75
条

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定、
特別勘定とも同等に取り扱われる。 ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産については、一
般勘定との財産的性格の相違や保険会社
における負債性の相違から、リスク遮断の
厳格化を前提とした上で保険関係請求権の
倒産隔離の措置を講ずることについて、検
討を行う。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１６年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特別勘
定の保険契約者保護を図る観点から、適切
な措置が早急に設けられる必要があること
から、更に前向きに検討されたい。

5137001

厚生年金基金
連合会
理事長　多田
宏

11

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

保険業法第118条、
同法施行規則第74条、第75
条

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定、
特別勘定とも同等に取り扱われる。 ｂ Ⅰ

特別勘定で運用される資産については、一
般勘定との財産的性格の相違や保険会社
における負債性の相違から、リスク遮断の
厳格化を前提とした上で保険関係請求権の
倒産隔離の措置を講ずることについて、検
討を行う。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１６年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特別勘
定の保険契約者保護を図る観点から、適切
な措置が早急に設けられる必要があること
から、更に前向きに検討されたい。

5143018
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300038

特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管、
及び特別勘定への直接投入
の容認

保険業法第97条、第118条等
保険料受入れ、及び解約時の引渡しについ
て、株、債券等の現物資産によって行うこと
は認められていない。

ｂ Ⅰ

特別勘定において保険料受入れ及び移受
管を現物資産で行うことについては、規制改
革推進３か年計画（再改定）において「検討
する」とされているところであるが、保険料の
収受や給付金の支払いを現物資産で行うこ
とが保険契約者間の公平性の観点から適当
なのか、また、特別勘定はあくまで責任準備
金の資産運用のための特約でありその部分
のみ現物資産による直接の受払いを認める
ことが適当なのか等の課題があり、その是
非を含め引き続き検討を行っている。
なお、厚生年金基金の代行返上に際して、
保険会社に特例的に現物資産での受払いを
認めることとしており、平成15年6月に関係
規則の整備を行ったところ。

本件については、「当該規制緩和の要望は
特別勘定に限らず検討を求めている。一般
勘定での資産移受管についても回答を願い
たい。一方、厚生年金に限って規制緩和を
図っているのは、イコール・フッティングの観
点から生保の企業年金資産に対して不公平
である。」といった指摘があり、これを踏まえ
て再度検討の上、見解を示されたい。

5021182
社団法人日本
経済団体連合
会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 33 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

z0300037
保険会社の経営破綻時にお
ける特別勘定の保全の見直
し

z0300038

特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管、
及び特別勘定への直接投入
の容認

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5082 5082005 社団法人生命保険協会 11 保険会社の経営破綻時における特別勘定の保全

特別勘定については、その財産的性格の相
違、保険会社における負債性の相違から、
100％の保全が行われるよう、保険業法等に
必要な手当てを行う。

・特別勘定の責任準備金の価額は財産の価
額の時価評価額とされ、資産の運用リスク
が契約者に帰属するため、特別勘定は生命
保険会社の経営破綻の原因とはなりにくい。
・我が国においては、特別勘定のように投資
者のリスクテイクを前提とした商品について
は、信用リスクの所在を明確にするため、一
定の分別管理がなされていることを要件とし
て、破綻リスクの遮断が図られている。
・よって、生命保険会社が経営破綻に至った
場合に、例えば信託と同程度の分別管理を
行う等、特別勘定に属する資産が他の資産
から特定可能な状態で管理されているとき
には、特別勘定の責任準備金の削減を行わ
ないことが妥当と思われる。

保険業法(現在該当条項なし) 金融庁

5083 5083021
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保破綻時の削減対象債務から特別勘定債務の除外
生保が破綻した際に削減される保険債務か
ら特別勘定を除くことを明文化する。

特別勘定は保険債務が運用成績によって変
動しており保険会社が責任準備金不足に陥
る商品設計ではない。破綻生保にあっても
特別勘定の資産と債務は明確で一般勘定と
同率で準備金削減をおこなうべき契約内容
ではない。特別勘定契約者は利回り保証も
受けておらず、運用リスクも負っており、契約
者間の真の公平性を達成するためにも特別
勘定の債務削減は明確に停止すべき。特別
勘定を活用した貯蓄商品の消費者への信頼
性も高めるためにもこれを明文化すべきであ
る。

保険業法・更生特例法 金融庁

5137 5137001

厚生年金基金
連合会
理事長　多田
宏

11 生命保険会社の経営破綻時における特別勘定の保全

・特別勘定という商品については、経理上、
一般勘定商品とは明確に区分され、また、特
別勘定の運用リスクは投資家が全て負うこ
とになっており、保証利率のある一般勘定商
品とは商品特性が全く異なっている。このよ
うに特別勘定が生命保険会社の経営破綻
の要因になる得るか否かという点で一般勘
定とは全く異なっているにも拘わらず、過去
の生保会社経営破綻においては、一般勘定
と全く同様の補償率が適用されているなど
の不合理がみられる。このため特別勘定に
係る保険関係請求権への特別先取特権の
付与等について検討されたい。

・生命保険会社が経営破綻した場合、運用リ
スクを生命保険会社が負うことにより経営破
綻の要因になり得る「一般勘定」と、運用リス
クを契約者自身が負うことにより経営破綻の
要因にはなり得ない「特別勘定」とが、同等
に取り扱われることについては、契約者保護
および契約者間の公平性確保の観点からみ
ても、不公平極まりないため。
・また、企業年金においては、生保特別勘定
に保全措置がないことから、この面において
は、競合する信託銀行、投資顧問会社と比
較して明らかに劣後する商品となっているた
め。

保険業法第97条
同法第118条 金融庁

・本件「生命保険会社の経営破綻時におけ
る特別勘定の保全」については、「規制改革
推進３か年計画（再改定）」平成１５年３月２８
日閣議決定において、平成１５年度の「検
討」事項とされている。
「規制改革推進３か年計画（再改定）」　４．
分野別措置事項　２．金融関係　エ．保険
②　【参照ＵＲＬ：
http://www8.cao.go.jp/kisei/siryo/030328/
】

5143 5143018
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 保険会社破綻時の特別勘定の保全
保険会社が経営破綻した場合に、特別勘定
については１００％保全する。

保険会社が経営破綻した場合、一般勘定と
特別勘定ともに同等に取扱われているが、
特別勘定については、その資産が一般勘定
とは明確に分離しており、個々に独立した運
用がされている。

保険業法第１１８条等 金融庁

5021 5021182
社団法人日本
経済団体連合
会

11

特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管、
及び特別勘定への直接投入
【新規】

　株、債券等の現物資産による保険料受
入、移受管、及び特別勘定への保険料の直
接投入を可能とするよう、法令上の措置を行
うべきである。

　退職給付に係る新会計基準のもとで、株式
が「年金資産」として扱われることとなったこ
とを背景に、企業においては、保有する株式
を当該企業の年金制度に掛け金として拠出
するニーズが高まっている。現物資産による
保険料の受入れが可能となれば、株式を現
金化するコストが不要となり、顧客の利便性
が向上する。また、直接投入を可能とすれ
ば、特別勘定の独立性を高めることができ
る。

保険業法　第97条
同法施行規則　第75条 金融庁

　株、債券等の現物資産によって、保険料受
入、及び解約時の引渡しを行うことが認めら
れていない。また、特別勘定へ資金を投入
する際には、一般勘定を経由することとされ
ており、特別勘定に直接投入することができ
ない。
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300038

特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管、
及び特別勘定への直接投入
の容認

保険業法第97条、第118条等
保険料受入れ、及び解約時の引渡しについ
て、株、債券等の現物資産によって行うこと
は認められていない。

ｂ Ⅰ

特別勘定において保険料受入れ及び移受
管を現物資産で行うことについては、規制改
革推進３か年計画（再改定）において「検討
する」とされているところであるが、保険料の
収受や給付金の支払いを現物資産で行うこ
とが保険契約者間の公平性の観点から適当
なのか、また、特別勘定はあくまで責任準備
金の資産運用のための特約でありその部分
のみ現物資産による直接の受払いを認める
ことが適当なのか等の課題があり、その是
非を含め引き続き検討を行っている。
なお、厚生年金基金の代行返上に際して、
保険会社に特例的に現物資産での受払いを
認めることとしており、平成15年6月に関係
規則の整備を行ったところ。

本件については、「当該規制緩和の要望は
特別勘定に限らず検討を求めている。一般
勘定での資産移受管についても回答を願い
たい。一方、厚生年金に限って規制緩和を
図っているのは、イコール・フッティングの観
点から生保の企業年金資産に対して不公平
である。」といった指摘があり、これを踏まえ
て再度検討の上、見解を示されたい。

5083022
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300039
保険会社の子会社等に係る
業務範囲規制の適用対象範
囲の見直し

金融庁事務ガイドライン1-4-1

保険会社の子会社等には業務範囲規制が
課されており､事務ガイドラインで保険業法
上の子会社､子法人等､関連法人等とされて
いる。

ｃ －

保険会社の子会社等に係る業務範囲の見
直しについては、保険会社の健全性を確保
するためにもグループ全体としてのリスク管
理という観点が当然必要となる。このため、
財務のディスクロージャーによる市場規律の
働く範囲と監督当局の規制対象と整合的に
し、財務諸表において連結対象となる子法
人等及び関連法人等に他業禁止観点から
業務範囲規制を課すことが必要であるとの
考え方に基づき、ガイドラインに規定された
ものである。よって、関連法人等のみを業務
範囲規制の適用対象外とすることにつき､合
理的な理由が認められないことから､措置は
困難である。

現行の保険業法において、一方で、従属業
務子会社の収入依存度規制における収入
依存先として関連法人等が認められていな
いことを踏まえると、規制の不整合が生じて
いるとの指摘がある（但し、収入依存先の拡
大については「規制改革推進３か年計画（再
改定）」に基づき検討が進められているもの
と理解している）。
①この点を踏まえ、改めて具体的な対応策
を検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

5033017 社団法人日本損害保険協会 11

z0300040 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

保険業法第106条、
同法施行規則第56条の2、
事務ガイドライン第二分冊1-
4-1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことのできる業務
に、不動産投資顧問業は認められていな
い。

ｃ －
不動産投資顧問業を保険会社の子会社業
務とすることについては、本業との親近性が
薄いこと等から、慎重な検討が必要。

本件については、主として不動産の賃貸や
売買取引等に係る不動産投資顧問業を行う
ことを求めるものであり、本業においてノウ
ハウが蓄積されている保険会社の子会社が
当該業務を行うことについて、親近性の観点
からも問題はないものと考えられる。また、
年金基金等が最近急速に運用対象として不
動産に対する関心を高めつつある状況を考
えれば、不動産運用に関するノウハウを有
する保険会社グループによる不動産投資顧
問業務への参入も、社会的要請となりつつ
ある。以上を踏まえ、具体的な検討の時期に
ついて、その時期となる理由も含めて示され

5021183
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300040 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

保険業法第106条、
同法施行規則第56条の2、
事務ガイドライン第二分冊1-
4-1(2)⑥

保険会社の子会社が行うことのできる業務
に、不動産投資顧問業は認められていな
い。

ｃ －
不動産投資顧問業を保険会社の子会社業
務とすることについては、本業との親近性が
薄いこと等から、慎重な検討が必要。

本件については、主として不動産の賃貸や
売買取引等に係る不動産投資顧問業を行う
ことを求めるものであり、本業においてノウ
ハウが蓄積されている保険会社の子会社が
当該業務を行うことについて、親近性の観点
からも問題はないものと考えられる。また、
年金基金等が最近急速に運用対象として不
動産に対する関心を高めつつある状況を考
えれば、不動産運用に関するノウハウを有
する保険会社グループによる不動産投資顧
問業務への参入も、社会的要請となりつつ
ある。以上を踏まえ、具体的な検討の時期に
ついて、その時期となる理由も含めて示され
たい。

5082003 社団法人生命保険協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300038

特別勘定に関する現物資産
による保険料受入、移受管、
及び特別勘定への直接投入
の容認

z0300039
保険会社の子会社等に係る
業務範囲規制の適用対象範
囲の見直し

z0300040 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

z0300040 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083022
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の現物資産譲渡の実行
企業保険のシェア変更や営業譲渡にあたっ
て、金銭以外の現物資産による譲渡の実行

企業保険のシェア変更や一部事業譲渡に際
し、現物資産の譲渡容認によって、資産流動
化の進展での保有資産売却圧力を弱める。

保険業法 金融庁

5033 5033017 社団法人日本損害保険協会 11
保険会社の子会社等に係る
業務範囲規制の適用対象範
囲の見直し

業務範囲規制の適用対象を保険業法上の
子会社・子法人等（＝証取法上の子会社）ま
でとし、関連法人等を除外する。

・関連法人等を通じて(他業界とのＪＶ)、保険
会社の新たなサービスの開発などイノベー
ションを図ることができる。

保険業法上の関連法人等は、証取法上の
関連会社（持分法適用対象）に相当し、保険
会社が、当該会社の財務・営業・事業の方
針の決定について重要な影響を与えうる先
であるが、他面では、「緊密な者」あるいは
「同意している者」にも当たらない純然たる第
三者株主が少なくとも議決権の50％以上を
所有し、保険会社との間に支配・従属関係
がないことが前提となっている。　子会社等
の業務範囲規制は、保険会社の他業禁止
の趣旨から課されており、保険会社が実質
的に支配している子会社・子法人等が適用
対象となることには首肯しうるが、保険会社
との間に支配・従属関係のない関連法人等
にまでかかる行為規制を課すことは過重で
ある。

金融庁事務ガイドライン1-4 金融庁

5021 5021183
社団法人日本
経済団体連合
会

11 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

　保険会社の子会社で行うことのできる業
務、保険持株会社傘下子会社で承認を受け
ずに行うことのできる業務として、不動産投
資顧問業を認めるべきである。

　保険会社は、不動産投資業務を本来業務
（資産運用）の一環として行っており、不動産
の賃貸のみならず売買取引まで含めた不動
産投資に係るノウハウを十分に有している。
また、不動産流動化の増加を背景として、証
券化された不動産にかかる投資顧問業務に
ついて、投資家のニーズが拡大している。

保険業法　第106条
同法施行規則第56条の２、第
210条の７
金融庁事務ガイドライン(保険
会社関係）１－４－１(２)⑥

金融庁

　保険会社の子会社で行うことのできる業
務、保険持株会社傘下子会社で承認を受け
ずに行うことのできる業務に、不動産投資顧
問業が含まれていない。

5082 5082003 社団法人生命保険協会 11 保険会社の子会社による不動産投資顧問業務の解禁

保険会社の子会社、保険持株会社傘下子
会社で承認を受けずに行うことのできる業務
として不動産投資顧問業務を認める。

投資家のニーズが有価証券に係る投資顧
問業務に限らず、不動産に係る投資顧問業
務にまで多様化する中で、賃貸のみならず
売買取引まで含めた不動産投資に係るノウ
ハウを有する生命保険会社が、子会社にお
いて不動産投資顧問事業を行うことにより、
投資家（特に年金基金等を想定）に提供する
サービスの充実が図られるため。（保険持株
会社の傘下で承認された実績がある。）
・なお、保険会社における不動産投資は一
般の不動産業と親近性が高いとは言えない
ため解禁には慎重を期すべきとの考え方も
あるが、保険会社が行っていない不動産の
代理・仲介、マンション分譲等に係る不動産
投資顧問業を主として行うことを要望してい
るわけではなく、主として賃貸や売買取引等
にかかる不動産投資顧問業を行うことを要
望しているため、賃貸や売買取引等によって
不動産投資に係るノウハウが蓄積されてい
る保険会社の子会社が不動産投資顧問業
を行っても問題ないものと考えられる。

保険業法第106条、第271条
の22施行規則第56条の2、第
210条の7事務ガイドライン1-
8-1(2)⑥

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 36 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300041
保険業の代理・代行を営む保
険会社の子会社による兼営
業務の拡大

保険業法第106条、
同法施行規則第56条の2

「保険業に係る業務の代理又は事務の代
行」を行う会社は、当該業務と以下の業務の
ほか他の業務を営まない場合に限り、保険
会社の子会社対象会社とすることとされてい
る。
・保険募集
・保険事故その他の保険契約に係る事項の
調査を行う業務
・保険募集を行う者の教育を行う業務
・保険業務の付随業務として認められている
もの

ｂ Ⅲ

規制改革推進３か年計画（再改定）において
「兼営可能な業務範囲の拡大について検討
し、結論を得る」こととされているところであ
り、本業との関連性・親近性や本業の遂行
にリスクや支障を及ぼすおそれがないかと
いうことを個々に検証した上で、保険会社の
子会社等が行う「保険業に係る業務の代理
又は事務の代行」との兼営可能な業務範囲
を拡大することについて検討を行っていると
ころ。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１５年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特に同
答申において具体的に示された７つの業務
については、兼営可能な業務として整理され
るべきであり、更に前向きに検討されたい。

5021185
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300041
保険業の代理・代行を営む保
険会社の子会社による兼営
業務の拡大

保険業法第106条、
同法施行規則第56条の2

「保険業に係る業務の代理又は事務の代
行」を行う会社は、当該業務と以下の業務の
ほか他の業務を営まない場合に限り、保険
会社の子会社対象会社とすることとされてい
る。
・保険募集
・保険事故その他の保険契約に係る事項の
調査を行う業務
・保険募集を行う者の教育を行う業務
・保険業務の付随業務として認められている
もの

ｂ Ⅲ

規制改革推進３か年計画（再改定）において
「兼営可能な業務範囲の拡大について検討
し、結論を得る」こととされているところであ
り、本業との関連性・親近性や本業の遂行
にリスクや支障を及ぼすおそれがないかと
いうことを個々に検証した上で、保険会社の
子会社等が行う「保険業に係る業務の代理
又は事務の代行」との兼営可能な業務範囲
を拡大することについて検討を行っていると
ころ。

本件については、「規制改革の推進に関す
る第３次答申」において、「平成１５年度中に
検討・結論」とされたところであるが、特に同
答申において具体的に示された７つの業務
については、兼営可能な業務として整理され
るべきであり、更に前向きに検討されたい。

5082002 社団法人生命保険協会 11

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認
保険業法第276条、第277条、
第278条

損害保険代理店については、保険契約者の
保護の観点や、登録拒否要件に該当するか
否かの確認を行う必要があることから、登録
を受けることを必要としている。

ｂ －

保険契約者の利便の向上の観点から個人
代理店の店主死亡時や法人代理店の組織
変更時等、一定の場合において代理店業務
の空白期間が極力短くなるよう登録制度の
運用の見直しを図る。
また、一定期間後において、当該運用実施
を踏まえ、個人代理店の店主死亡時の場合
について、なお制度整備の必要があるかど
うかについて、保険契約者の保護の観点に
十分留意しつつ検討を行う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき、必要性に応じた制度整備については
運用実施を踏まえ平成16年度以降に検討さ
れるものと理解しているが、検討に必要な運
用実施の把握期間（答申では一定期間後と
なっている）を示された上で、検討開始・結論
時期について具体的に示されたい。

5021186
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認
保険業法第276条、第277条、
第278条

損害保険代理店については、保険契約者の
保護の観点や、登録拒否要件に該当するか
否かの確認を行う必要があることから、登録
を受けることを必要としている。

ｂ －

保険契約者の利便の向上の観点から個人
代理店の店主死亡時や法人代理店の組織
変更時等、一定の場合において代理店業務
の空白期間が極力短くなるよう登録制度の
運用の見直しを図る。
また、一定期間後において、当該運用実施
を踏まえ、個人代理店の店主死亡時の場合
について、なお制度整備の必要があるかど
うかについて、保険契約者の保護の観点に
十分留意しつつ検討を行う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき、必要性に応じた制度整備については
運用実施を踏まえ平成16年度以降に検討さ
れるものと理解しているが、検討に必要な運
用実施の把握期間（答申では一定期間後と
なっている）を示された上で、検討開始・結論
時期について具体的に示されたい。

5033008 社団法人日本損害保険協会 11

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認
保険業法第276条、第277条、
第278条

損害保険代理店については、保険契約者の
保護の観点や、登録拒否要件に該当するか
否かの確認を行う必要があることから、登録
を受けることを必要としている。

ｂ －

保険契約者の利便の向上の観点から個人
代理店の店主死亡時や法人代理店の組織
変更時等、一定の場合において代理店業務
の空白期間が極力短くなるよう登録制度の
運用の見直しを図る。
また、一定期間後において、当該運用実施
を踏まえ、個人代理店の店主死亡時の場合
について、なお制度整備の必要があるかど
うかについて、保険契約者の保護の観点に
十分留意しつつ検討を行う。

「規制改革の推進に関する第3次答申」に基
づき、必要性に応じた制度整備については
運用実施を踏まえ平成16年度以降に検討さ
れるものと理解しているが、検討に必要な運
用実施の把握期間（答申では一定期間後と
なっている）を示された上で、検討開始・結論
時期について具体的に示されたい。

5033025 社団法人日本損害保険協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 37 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300041
保険業の代理・代行を営む保
険会社の子会社による兼営
業務の拡大

z0300041
保険業の代理・代行を営む保
険会社の子会社による兼営
業務の拡大

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認

z0300042 保険代理店の登録制度におけるの特例の容認

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021185
社団法人日本
経済団体連合
会

11

保険業に係る業務の代理ま
たは事務の代行を営む保険
会社の子会社による兼営業
務の拡大【新規】

　保険会社の保険業に係る業務の代理又は
事務の代行を営む保険会社の子会社にお
いて、他の業務を兼営することを認めるべき
である。

　保険事故通知の受付、保険関連相談、シ
ステム開発などの業務を、保険業務にかか
る業務の代理又は事務の代行とともに行う
ことが可能になれば、保険会社グループの
業務の効率化、経営資源の有効活用に資す
る。

保険業法第106条
同施行規則第56条の２第３項 金融庁

　保険会社の保険業に係る業務の代理又は
事務の代行を営む保険会社の子会社は、一
部の業務を除き、他の業務を兼営すること
ができない。

5082 5082002 社団法人生命保険協会 11
保険業の代理・代行を営む保
険会社の子会社による兼営
業務の拡大

保険会社の保険業に係る業務の代理・事務
の代行を営む保険会社の子会社において、
他の業務を兼営することを認める。

・保険会社の子会社で営める「保険会社の
保険業に係る業務の代理又は事務の代行」
の範囲は、金融庁事務ガイドラインにおい
て、保険会社のコア業務そのものとはなり得
ないこととされており、当該子会社における
幅広い兼営を認めても、実質的に保険会社
そのものとなった子会社が、他業を兼営する
等の問題が生じるおそれはない。
・保険業に係る業務の代理・事務の代行を
営む保険会社の子会社において、保険事故
通知の受付、保険関連相談、システムの開
発等を兼営することが可能となれば、利用者
の利便の向上や保険会社の経営資源の有
効活用に資する。

保険業法第１０６条、同施行
規則第５６条の２第３項 金融庁

5021 5021186
社団法人日本
経済団体連合
会

11
法人である損害保険代理店
の組織変更における代理店
登録の特例【新規】

　代理店業務を承継する法人の新設・合併
等の手続き完了前に予備登録の手続きを認
める。
　例えば、やむを得ず被承継代理店の業務
廃止日と承継代理店の登録日が異なる場合
には、新設、合併等の予定日の一定期間前
に予備登録を認め、新たな法人の発足と同
時に代理店登録を発効させる、などの手続
きを導入すべきである。

　合併、分割などの企業再編に際し、代理店
として登録されている法人が変更される場合
においても、保険募集が継続して行われるこ
とが望ましい。代理店の予備登録が可能と
なれば、効率的に代理店業務を移行するこ
とができ、契約者サービスに空白・混乱が生
じず、また円滑な企業再編に資する。
　2003年6月の集中受付月間における金融
庁の回答では、法人の実態が確定していな
い者に募集人の地位を認めることは登録拒
否要件の審査の潜脱となることを理由に、措
置困難とされている。しかし、予備登録後一
定期間内に登録拒否要件に該当する事由
等が確認された場合は当該事由を補正する
か、補正できなければ予備登録を取り消す
などの措置を講ずれば、登録拒否要件審査
の潜脱に対処できると考えられる。

保険業法　第276条、277条、
278条 金融庁

　損害保険代理店業務の登録の申請は、会
社設立後でなければ行うことができない。こ
のため、法人代理店が、新設又は合併会社
に損害保険代理店業務を移転する場合、ま
た、代理店部門が新設分割された会社に移
転する場合など、現に代理店として登録され
ている法人から代理店登録していない別の
法人に代理店の業務を移転・承継するにあ
たり、代理店業務を承継する法人の登録申
請が完了するまでの間に、被承継代理店の
法人格が消滅している場合には、保険の募
集ができない空白期間が生じ、消費者対応
上、問題となる。

5033 5033008 社団法人日本損害保険協会 11
法人である損害保険代理店
の組織変更における代理店
登録の特例

代理店業務を承継すべき法人の新設・合併
等の手続き完了前に予備登録の手続きを認
める（新設・合併等の予定日の一定期間前
に予備登録し、新たな法人が発足すると同
時に代理店登録を発効させ、その後一定期
間内に登録拒否事由等が確認された場合
は当該事由を補正するか、補正できなけれ
ば取消すといったもの）か、一定期間の登録
猶予を認めていただきたい。

承継代理店に円滑な移行が可能となり、契
約者サービスに空白・混乱が生じない。新旧
法人間の人員や業務の移転が円滑に進む。

合併・分割などの企業再編は計画的に実施
されるため、予めそれらの事由の発生は知
れているものの、代理店業務を承継する法
人の登録申請を行う時点で、被承継代理店
の法人格が消滅している場合には、登録実
施までの間に空白が生じ、募集ができない。
合併の場合の存続法人を予め代理店登録
することで対処しうるが、募集従事者等の要
件を整える必要がある。新設分割の場合
は、分割元の会社で募集を継続することが
できるが、募集の要員・体制をその間残置す
るなどの変則的対応をしなければならない。

保険業法第276条、第277条、
第278条 金融庁

5033 5033025 社団法人日本損害保険協会 11
個人代理店である損害保険
代理店の店主が死亡した場
合の業務の承継

一定の条件（店主死亡の場合の承継人を届
け出ておくなど）の下で、店主死亡の場合に
一定期間（具体的には府令等で規定する）
の承継代理店の登録猶予を認め、募集活動
の継続を可能にしていただきたい。

・承継者の代理店登録までの間に契約者
サービスが継続できる。・承継者が契約の喪
失なく承継できる。

店主が急死し、募集に従事する使用人を新
たに代理店として登録しようとした場合、登
録の実施までに１ヶ月程度必要となるため、
この間、既契約者のための更改手続きなど
必要最小限のサービス提供も許されず、契
約者サービスに欠ける問題がある。混乱や
弊害を防止する措置が必要であれば、予め
必要な措置（例えば委託契約書において承
継者となる使用人を指定する、当該使用人
の届出において承継者である旨表示する、
当該使用人が登録拒否事由に当たらないこ
とを確認するなど）を講じておくことも可能で
ある。

保険業法第276条、第277条、
第278条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 38 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300043

保険業における「その他金融
業を行う者の業務の代理又
は事務の代行」の認可制の
撤廃

保険業法第98条第2項、
同法施行規則第51条の2

保険会社が、付随業務として、他の保険会
社その他金融業を行う者の業務の代理又は
事務の代行（内閣府令で定めるもの）を行お
うとするときは、その内容を定めて、金融庁
長官の認可を受けなければならないこととさ
れている。

ｃ －

保険会社が、付随業務として、他の保険会
社その他金融業を行う者の業務代理等を行
おうとするときの認可においては、当該認可
の申請をした保険会社が、業務代理等に関
する十分な知識及び経験を有する役員又は
使用人の確保の状況、当該業務代理等の
運営に係る体制等に照らし、当該業務代理
等を的確、公正かつ効率的に遂行すること
ができると認められるかどうか等について審
査しているものであり、保険会社が他の金融
業を行う者の業務代理等を行おうとするとき
の認可を不要とすることは困難である。
なお、保険会社が他の金融業を行う者の資
金の貸付けの代理・代行としていわゆる協
調融資の幹事業務を行おうとするときの認
可について、協調融資の特性を踏まえた認
可手続（契約の相手方ごとの個別の認可を
不要とする）としたところであり（平成15年6月
事務ガイドライン改正）、保険会社が円滑に
業務を行えるよう対応しているところである。

貴庁の回答にある措置により、相当程度要
望が満たされてきているものと理解するが、
保険会社の業務として既に認められている
業務・事務においてまで貴庁回答にあるよう
な「役員又は使用人の確保の状況」等を審
査する必要性は考えられないことや、要望
理由にあるように銀行法においては付随業
務として「その他金融業務を行う者の業務の
代理」を行なう際に認可は必要とされておら
ず、認可に要する時間やコストをかんがみれ
ば、業態別の不整合を解消すべきと考える。
これに対しては昨年6月の規制改革集中受
付月間における貴庁回答において、保険会
社が行う業務代理と銀行が行う業務代理と
の相違を根拠として、前者の場合には認可
を要するとしているが、今般の要望者の要望
理由において「相違とする着目点及び当該
認可を不要とする際の考えうる弊害につい
て明らかにすること」が求られている。
①以上を踏まえ、改めて具体的な対応策を
検討の上、示されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

5021187
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300043

保険業における「その他金融
業を行う者の業務の代理又
は事務の代行」の認可制の
撤廃

保険業法第98条第2項、
同法施行規則第51条の2

保険会社が、付随業務として、他の保険会
社その他金融業を行う者の業務の代理又は
事務の代行（内閣府令で定めるもの）を行お
うとするときは、その内容を定めて、金融庁
長官の認可を受けなければならないこととさ
れている。

ｃ －

保険会社が、付随業務として、他の保険会
社その他金融業を行う者の業務代理等を行
おうとするときの認可においては、当該認可
の申請をした保険会社が、業務代理等に関
する十分な知識及び経験を有する役員又は
使用人の確保の状況、当該業務代理等の
運営に係る体制等に照らし、当該業務代理
等を的確、公正かつ効率的に遂行すること
ができると認められるかどうか等について審
査しているものであり、保険会社が他の金融
業を行う者の業務代理等を行おうとするとき
の認可を不要とすることは困難である。
なお、保険会社が他の金融業を行う者の資
金の貸付けの代理・代行としていわゆる協
調融資の幹事業務を行おうとするときの認
可について、協調融資の特性を踏まえた認
可手続（契約の相手方ごとの個別の認可を
不要とする）としたところであり（平成15年6月
事務ガイドライン改正）、保険会社が円滑に
業務を行えるよう対応しているところである。

貴庁の回答にある措置により、相当程度要
望が満たされてきているものと理解するが、
保険会社の業務として既に認められている
業務・事務においてまで貴庁回答にあるよう
な「役員又は使用人の確保の状況」等を審
査する必要性は考えられないことや、要望
理由にあるように銀行法においては付随業
務として「その他金融業務を行う者の業務の
代理」を行なう際に認可は必要とされておら
ず、認可に要する時間やコストをかんがみれ
ば、業態別の不整合を解消すべきと考える。
これに対しては昨年6月の規制改革集中受
付月間における貴庁回答において、保険会
社が行う業務代理と銀行が行う業務代理と
の相違を根拠として、前者の場合には認可
を要するとしているが、今般の要望者の要望
理由において「相違とする着目点及び当該
認可を不要とする際の考えうる弊害につい
て明らかにすること」が求られている。
①以上を踏まえ、改めて具体的な対応策を
検討の上、示されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

5033009 社団法人日本損害保険協会 11

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

－ いわゆる共済は、保険業法の規制・監督の
対象とされていない。 b・c －

保険業法は、保険業を、不特定の者を相手
方として保険の引受けを行う事業と定義し、
これを営む者は免許を受けることを必要とし
ている。共済の名称如何にかかわらず、無
免許で保険業を行う者には、３年以下の懲
役等の刑罰が科されることとなっている。
不特定の者の解釈については、一般的に
は、①当該団体の組織化の程度（構成員の
団体帰属に係る意識度）、②当該団体への
加入要件についての客観性、難易の程度、
③当該団体の本来的事業の実施の程度、と
いったものが考えられるが、いずれにして
も、実態に即した個別具体的な判断が必要
である（量刑は裁判所の権限）。
いわゆる根拠法のない共済についての規制
の在り方については、今後、十分な検討が
必要と考えている。
　

要望内容は、「共済」の名称を用いていても
実質的に不特定の者を対象としている場合
には保険業法における「保険業の定義」に該
当し、無免許営業になることを、貴庁回答に
ある「量刑は裁判所の権限」であることを承
知した上で、事務ガイドライン等可能な手段
において「不特定の者」の解釈を明確にし、
周知することを求めるものであり、要望理由
にあるような消費者保護や被害発生防止の
観点からは、貴庁回答にある一般的な「不特
定の者」の解釈を参考にしつつ、速やかに実
施すべき事項と考えられる。
①以上を踏まえ、改めて平成16年度までに
実施（「不特定の者」の解釈の明確化と周知
等）することの可否について改めて検討され
たい。
②加えて、今後十分な検討が必要と考えて
おられる、いわゆる根拠法のない共済につ
いての規制の在り方について、改めて検討
及び結論（とりまとめ等）のスケジュールを示
されたい。

5033002 社団法人日本損害保険協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 39 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300043

保険業における「その他金融
業を行う者の業務の代理又
は事務の代行」の認可制の
撤廃

z0300043

保険業における「その他金融
業を行う者の業務の代理又
は事務の代行」の認可制の
撤廃

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021187
社団法人日本
経済団体連合
会

11

保険業における「その他金融
業を行う者の業務の代理又
は事務の代行」の認可制の
撤廃【新規】

　保険業法における「その他金融業を行う者
の業務の代理又は事務の代行」の認可を不
要とすべきである。

　銀行法においては、「その他金融業を行う
者の業務の代理」を行うために、認可が必要
とされていない。これに対して、保険業法に
おいては、「その他金融業を行う者の業務の
代理又は事務の代行」を行うために、認可が
必要とされている。同一の業務であるにもか
かわらず、このような相違を設ける合理的な
理由に乏しい。
　2003年6月の集中受付月間における金融
庁の回答においては、「措置困難」とする理
由として、保険会社が行う業務代理と銀行が
行う業務代理との相違が指摘されている
が、相違のどのような点に着目して認可を必
要とするのか、また、認可を不要とした場合
にどのような弊害が生ずるかについても明ら
かにすべきである。

保険業法　第98条第１項第１
号
同法施行規則　第51条第３号

金融庁
　保険会社が「その他金融業を行う者の業
務の代理又は事務の代行」を行う場合に
は、金融庁の認可が必要とされている。

5033 5033009 社団法人日本損害保険協会 11
「その他金融業を行う者の業
務の代理又は事務の代行」
の認可制の撤廃

「その他金融業を行う者の業務の代理又は
事務の代行」を保険業法第98条第1項第1の
2号とし認可不要とする。

取引を機動的に行うことが可能となり、収益
性向上に資する。また、銀行とのイコール
フッティングが図られる。

保険会社の業務として認められている業務・
事務において「金融業」を行う者の代理代行
が生じる場合に、これを行うことにつき認可
制とする意義がない。同一業務にもかかわ
らず、銀行法上は認可が必要とされておら
ず、均衡を欠く。認可手続に時間と手間を要
すると、取引の成立に支障を来し、収益機会
を逸する懸念がある。

保険業法第98条第1項第1号
同施行規則第51条第3号 金融庁

5033 5033002 社団法人日本損害保険協会 11 根拠法のない共済に対する保険業法適用基準の明確化

「共済」の名称を用いていても実質的に不特
定の者を対象としている場合には保険業法
第２条第１項の「保険業」の定義に該当し、
無免許営業となることを、同条項における
「不特定の者」の解釈を事務ガイドライン等
で示すことにより明確にして頂きたい。

消費者保護上問題のある組織の活動を抑
制でき、市場環境の健全性の向上に資す
る。

不特定の者を対象として共済事業を行う場
合、公的監督の下、事業の継続性・健全性
を点検し、支払能力を確保しなければ、消費
者保護に欠ける事態に陥りかねない。共済
を標榜しつつ不特定の者を対象として事業
を行うケースでは過去に被害事例も発生し
ており、保険業法上の無免許営業規定に基
づく取締りを強化し、被害発生を防止する必
要がある。

保険業法第２条第１項 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 40 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

－ いわゆる共済は、保険業法の規制・監督の
対象とされていない。 b・c －

保険業法は、保険業を、不特定の者を相手
方として保険の引受けを行う事業と定義し、
これを営む者は免許を受けることを必要とし
ている。共済の名称如何にかかわらず、無
免許で保険業を行う者には、３年以下の懲
役等の刑罰が科されることとなっている。
不特定の者の解釈については、一般的に
は、①当該団体の組織化の程度（構成員の
団体帰属に係る意識度）、②当該団体への
加入要件についての客観性、難易の程度、
③当該団体の本来的事業の実施の程度、と
いったものが考えられるが、いずれにして
も、実態に即した個別具体的な判断が必要
である（量刑は裁判所の権限）。
いわゆる根拠法のない共済についての規制
の在り方については、今後、十分な検討が
必要と考えている。
　

いわゆる根拠法のない共済については、要
望理由にあるような消費者保護や被害発生
防止の観点からは、貴庁回答にある一般的
な「不特定の者」の解釈を参考にしつつ、速
やかに実施すべき事項と考えられる。
①以上を踏まえ、改めて平成16年度までに
実施（「不特定の者」の解釈の明確化と周知
等）することの可否について改めて検討され
たい。
②加えて、今後十分な検討が必要と考えて
おられる、いわゆる根拠法のない共済につ
いての規制の在り方について、改めて検討
及び結論（とりまとめ等）のスケジュールを示
されたい。

5071082 米国 21

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

－ いわゆる共済は、保険業法の規制・監督の
対象とされていない。 b・c －

保険業法は、保険業を、不特定の者を相手
方として保険の引受けを行う事業と定義し、
これを営む者は免許を受けることを必要とし
ている。共済の名称如何にかかわらず、無
免許で保険業を行う者には、３年以下の懲
役等の刑罰が科されることとなっている。
不特定の者の解釈については、一般的に
は、①当該団体の組織化の程度（構成員の
団体帰属に係る意識度）、②当該団体への
加入要件についての客観性、難易の程度、
③当該団体の本来的事業の実施の程度、と
いったものが考えられるが、いずれにして
も、実態に即した個別具体的な判断が必要
である（量刑は裁判所の権限）。
いわゆる根拠法のない共済についての規制
の在り方については、今後、十分な検討が
必要と考えている。
　

いわゆる根拠法のない共済については、要
望理由にあるような消費者保護や被害発生
防止の観点からは、貴庁回答にある一般的
な「不特定の者」の解釈を参考にしつつ、速
やかに実施すべき事項と考えられる。
①以上を踏まえ、改めて平成16年度までに
実施（「不特定の者」の解釈の明確化と周知
等）することの可否について改めて検討され
たい。
②加えて、今後十分な検討が必要と考えて
おられる、いわゆる根拠法のない共済につ
いての規制の在り方について、改めて検討
及び結論（とりまとめ等）のスケジュールを示
されたい。

5072030 欧州委員会（ＥＵ） 21

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

－ いわゆる共済は、保険業法の規制・監督の
対象とされていない。 b・c －

保険業法は、保険業を、不特定の者を相手
方として保険の引受けを行う事業と定義し、
これを営む者は免許を受けることを必要とし
ている。共済の名称如何にかかわらず、無
免許で保険業を行う者には、３年以下の懲
役等の刑罰が科されることとなっている。
不特定の者の解釈については、一般的に
は、①当該団体の組織化の程度（構成員の
団体帰属に係る意識度）、②当該団体への
加入要件についての客観性、難易の程度、
③当該団体の本来的事業の実施の程度、と
いったものが考えられるが、いずれにして
も、実態に即した個別具体的な判断が必要
である（量刑は裁判所の権限）。
いわゆる根拠法のない共済についての規制
の在り方については、今後、十分な検討が
必要と考えている。
　

要望内容は、「共済」の名称を用いていても
実質的に不特定の者を対象としている場合
には保険業法における「保険業の定義」に該
当し、無免許営業になることを、貴庁回答に
ある「量刑は裁判所の権限」であることを承
知した上で、事務ガイドライン等可能な手段
において「不特定の者」の解釈を明確にし、
周知することを求めるものであり、要望理由
にあるような消費者保護や被害発生防止の
観点からは、貴庁回答にある一般的な「不特
定の者」の解釈を参考にしつつ、速やかに実
施すべき事項と考えられる。
①以上を踏まえ、改めて平成16年度までに
実施（「不特定の者」の解釈の明確化と周知
等）することの可否について改めて検討され
たい。
②加えて、今後十分な検討が必要と考えて
おられる、いわゆる根拠法のない共済につ
いての規制の在り方について、改めて検討
及び結論（とりまとめ等）のスケジュールを示
されたい。

5082007 社団法人生命保険協会 11

z0300045 保険会社本体による介護・福祉業務の遂行の容認 保険業法第98条

保険会社は、保険の引受け等の固有業務
（保険業法第97条）のほか、当該業務に付随
する、法第98条第1項各号に掲げる業務そ
の他の業務を行うことができる。

ｃ －

介護・福祉業務については、保険の引受け
等の固有業務に準ずるものではなく、保険
業との機能的な親近性やリスクの同質性も
十分に認められないなど、保険会社の付随
業務の要件を満たしているとみなすことは困
難である。
なお、保険会社の子会社については、法令
上介護・福祉関連業務を行うことが認められ
ているところ。

保険会社が取扱う商品・サービスの中には、
介護に関するコンサルティング、ケアプラン
の作成、福祉用具の貸与等、介護・福祉関
連業務と親近性を有するものが少なくない。
法的な観点から考えても、介護・福祉関連業
務は、銀行法等において保険専門関連業務
に位置づけられており、法律が既に保険会
社の固有業務との親近性を認めている。ま
た、介護･福祉関連業務に対する社会的
ニーズが高まる中、消費者利便の向上の観
点からも、実施が認められるべきである。以
上を踏まえ、具体的な検討の時期について、
その時期となる理由も含めて示されたい。

5033011 社団法人日本損害保険協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

z0300044
「根拠法のない共済」に関す
る保険業法適用基準の明確
化等

z0300045 保険会社本体による介護・福祉業務の遂行の容認

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5071 5071082 米国 21
共済に対する規制の強化（民
間競合会社との同一スタン
ダードの確立）

共済と民間競合会社間の公正な競争確保
のため、すべての共済事業者に民間と同一
の法律、税金、セーフティネットのコスト負
担、責任準備金条件、基準及び規制監視を
適用することを提言する。

共済は、民間と直接競合する各種の保険商
品を提供し、日本の保険市場において相当
なマーケットシェア－を有している。管轄省
庁が規制をしている共済もあれば、（例え
ば、農林水産省は農業共済を規制してい
る）、全く規制をされていない（根拠法のな
い）共済もある。根拠法のない共済に対する
規制制度の欠如及び、その他の共済に対す
る弱い規制制度は、日本政府の健全かつ透
明な規制環境を企業並びに保険契約者に提
供する能力を損なうものであり、また、共済
がビジネス､規制及び税の観点から民間の
競合会社に対し大幅に有利に立つ要因と
なっている。

金融庁

5072 5072030 欧州委員会（ＥＵ） 21
簡保並びに共済への民間保
険会社と同様の規制制度の
適用

簡保と共済には、免許を受けた民間保険会
社に適用されるのと同じ規制制度が適用さ
れるべきであり、新たな引き受け活動を展開
するために規制上および税制上の特典を利
用することを慎むべきである。

「日本の規制改革に関するＥＵ優先提案」
（2003年10月16日　駐日欧州委員会代表
部）

1.5.1.金融サービス／保険部門

による。

金融庁

5082 5082007 社団法人生命保険協会 11 「根拠法のない共済」への保険業法適用基準の明確化

保険業法第２条第１項の「不特定の者」の定
義を事務ガイドライン等で示すことにより、
「保険業」の定義を明確化する。

保険業法第２条第１項では「不特定の者」を
対象とするものを「保険」と定義している
が、”不特定”の範囲が不明確であることか
ら、「特定の者」を対象とする「共済」は保険
業法の対象とはならないとして、実質的に不
特定を対象としているにもかかわらず、規
制・監督を受けない「根拠法のない共済」が
多数存在している。不特定の者を対象として
共済事業を行う場合には、業務の健全性、
募集の公正を確保することにより、契約者保
護を図ることを目的とする保険業法が適用さ
れるべきである。

保険業法第２条第１項 金融庁

5033 5033011 社団法人日本損害保険協会 11 保険会社本体による介護・福祉業務の遂行
損保会社本体でのケアプラン作成業務等介
護・福祉関連業務を認める。

社会的ニーズの高い介護分野において、保
険商品・給付の延長線上でサービスの提供
を行うことはお客様・保険会社双方に効果・
効率的であり、さらに保険会社のこれまでの
ノウハウを活かしたサービスの提供により、
お客様の満足度を高めることができる

損保会社は従前から介護費用保険等の保
険商品の販売を行っており、当該保険給付
事案が発生した際に損保本体でケアプラン
作成業務ができれば、お客様の当該保険給
付金を含めた経済状態を把握した上でプラ
ンを作成できる、あるいは多様な損保ネット
ワークを活用したプラン作成が提供できる
等、お客様、保険会社ともに得れるメリットが
大きい。また、６５歳以上で交通事故で要介
護状態になった場合は公的介護保険の給付
対象となり、この点では自動車保険等の役
割と関連性があると言える。このように、損
保会社にとって介護分野は商品面・給付面
において親近性が高く、損保会社本体での
ケアプラン作成業務等介護・福祉関連業務
を認めることは極めて意義のあることである

保険業法第98条、第99条 金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300045 保険会社本体による介護・福祉業務の遂行の容認 保険業法第98条

保険会社は、保険の引受け等の固有業務
（保険業法第97条）のほか、当該業務に付随
する、法第98条第1項各号に掲げる業務そ
の他の業務を行うことができる。

ｃ －

介護・福祉業務については、保険の引受け
等の固有業務に準ずるものではなく、保険
業との機能的な親近性やリスクの同質性も
十分に認められないなど、保険会社の付随
業務の要件を満たしているとみなすことは困
難である。
なお、保険会社の子会社については、法令
上介護・福祉関連業務を行うことが認められ
ているところ。

保険会社が取扱う商品・サービスの中には、
介護に関するコンサルティング、ケアプラン
の作成、福祉用具の貸与等、介護・福祉関
連業務と親近性を有するものが少なくない。
法的な観点から考えても、介護・福祉関連業
務は、銀行法等において保険専門関連業務
に位置づけられており、法律が既に保険会
社の固有業務との親近性を認めている。ま
た、介護･福祉関連業務に対する社会的
ニーズが高まる中、消費者利便の向上の観
点からも、実施が認められるべきである。以
上を踏まえ、具体的な検討の時期について、

5082009 社団法人生命保険協会 11

z0300046
保険会社による資産別運用
比率規制（いわゆる３－３－２
規制）の撤廃

保険業法第97条の2、
同法施行規則第48条

保険会社の資産運用については、国内株式
や外貨建資産の保有は総資産の30％以
内、不動産の保有は総資産の20％以内等
の規制がある。

ｃ －

保険会社の資産別運用比率規制について
は、金融審議会第二部会中間報告（平成13
年6月26日）における「ALMの充実など保険
会社自身のリスク管理能力の向上や財務面
での監督手法の充実等の状況に応じ、これ
を見直していくことが適当である。」との趣旨
を踏まえ、監督手法の充実（平成13年9月～
オフサイトモニタリング導入）等を図ってき
た。
資産別運用比率規制そのものを廃止するこ
とについては、ＩＡＩＳ（保険監督者国際機構）
において資産運用に関する法的規制が求め
られていること等から現時点では困難である
が、外貨建保険契約の外貨建資産による運
用について、為替リスクがないことから見直
しを行った（平成15年6月、規則改正）など、
資産別運用比率規制について見直しを図っ
たところである。

回答では、資産別運用比率規制そのものを
廃止することについては、ＩＡＩＳ（保険監督者
保護機構）において資産別運用に関する法
的規制が求められていること等から現時点
では困難とされているが、一方で、要望内容
にあるように、既に実効性の高いオフサイト・
モニタリングの導入等の監督手法の充実と
いう代替措置によって規制目的は達成され
ていると考える。
①これらの点を踏まえ、運用比率の大幅な
緩和等の見直しも含め、要望の実現に対す
る具体的な対応策を検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

5033021 社団法人日本損害保険協会 11

z0300046
保険会社による資産別運用
比率規制（いわゆる３－３－３
規制）の撤廃

保険業法第97条の2、
同法施行規則第48条

保険会社の資産運用については、国内株式
や外貨建資産の保有は総資産の30％以
内、不動産の保有は総資産の20％以内等
の規制がある。

ｃ －

保険会社の資産別運用比率規制について
は、金融審議会第二部会中間報告（平成13
年6月26日）における「ALMの充実など保険
会社自身のリスク管理能力の向上や財務面
での監督手法の充実等の状況に応じ、これ
を見直していくことが適当である。」との趣旨
を踏まえ、監督手法の充実（平成13年9月～
オフサイトモニタリング導入）等を図ってき
た。
資産別運用比率規制そのものを廃止するこ
とについては、ＩＡＩＳ（保険監督者国際機構）
において資産運用に関する法的規制が求め
られていること等から現時点では困難である
が、外貨建保険契約の外貨建資産による運
用について、為替リスクがないことから見直
しを行った（平成15年6月、規則改正）など、
資産別運用比率規制について見直しを図っ
たところである。

回答では、資産別運用比率規制そのものを
廃止することについては、ＩＡＩＳ（保険監督者
保護機構）において資産別運用に関する法
的規制が求められていること等から現時点
では困難とされているが、一方で、要望内容
にあるように、既に実効性の高いオフサイト・
モニタリングの導入等の監督手法の充実と
いう代替措置によって規制目的は達成され
ていると考える。
①これらの点を踏まえ、運用比率の大幅な
緩和等の見直しも含め、要望の実現に対す
る具体的な対応策を検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ
の時期となる理由も含め具体的に示された
い。

5083009
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300047 生命保険セーフティネットの見直しの手続等 保険業法附則第１条の２の13

保険会社が破綻した場合に保険契約者等
の保護のための資金援助等を行うものとし
て「保険契約者保護機構」が設けられてい
る。

ｂ －

保険契約者等の保護のための制度につい
ては、15年6月に施行された保険業法改正
法の附則において、施行後3年以内に見直
す旨規定されているところであり、今後、保
険契約者等の保護の観点を踏まえながら、
金融審議会等の場で検討していくこととして
いる。制度の見直しを行う場合は、これまで
も内外の保険会社や関係団体等との意見交
換を行っているところであり、今後とも、必要
に応じ、情報の提供や意見の交換を行って
いく。

5071079 米国 11
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管理
コード 項目

z0300045 保険会社本体による介護・福祉業務の遂行の容認

z0300046
保険会社による資産別運用
比率規制（いわゆる３－３－２
規制）の撤廃

z0300046
保険会社による資産別運用
比率規制（いわゆる３－３－３
規制）の撤廃

z0300047 生命保険セーフティネットの見直しの手続等

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5082 5082009 社団法人生命保険協会 11 保険会社本体による介護関連業務の解禁

保険会社本体での介護業務（居宅介護支
援、居宅サービス、介護に関する調査・分
析・助言等）の実施を可能とする。

･保険会社のお客様窓口における居宅介護
支援サービス（介護に関するコンサルティン
グ、ケアプランの作成、居宅サービス事業者
等との連絡・調整等）の提供。
・保険会社による居宅サービス事業（保険会
社職員による訪問介護の提供、保険会社の
営業拠点における福祉用具の貸与等）の実
施。

介護保険法施行により、介護関連業務に対
する社会的ニーズがますます高まっている
中、民間介護保険の引受・募集を行っている
生命保険会社が、既存の経営資源や全国
的ネットワークを活用して、介護保険法に定
める居宅介護支援事業を行うことで、公民あ
わせた居宅サービス計画の策定と給付金の
支払いができるようになり、利用者の利便性
が更に高まる。

保険業法第98条同施行規則
第51条 金融庁

5033 5033021 社団法人日本損害保険協会 11
保険会社による資産別運用
比率規制（いわゆる３－３－２
規制）の撤廃

保険会社の資産別運用比率規制を撤廃す
る。

資産運用の自由度が向上することにより、
資産運用ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの向上が期待される。
当局への報告等の事務が軽減される。

現行規制は取得原価での総資産対比の規
制であり、実質的には意義が薄れている。ま
た、監督上は既に同規制の代替としてｵﾌｻｲ
ﾄ・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞが導入・強化されているため、撤
廃しても問題ないと考えられる。なお、IAISの
基本原則では資産別規制が必要とされてい
るが、より実効性の高いｵﾌｻｲﾄ･ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと
いう制度によって同原則の趣旨は全うされて
いるとの解釈が可能と考える。従って、同原
則の存在を根拠に現行規制を存続させる理
由はないと考える。

保険業法第97条の2第1項、
同施行規則48条 金融庁

5083 5083009
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保の運用割合規制の見直し
生保の投資資産運用割合規制の撤廃によ
る、各社自由裁量の拡大

生保総資産に占める割合が株式３０%・外国
資産３０%・不動産２０%の上限比率が定めら
れている。その他の資産も同様に投資割合
規制が設けられている。

ソルベンシー規制の普及により、投資資産
の健全性は代替されるようになってきた。も
はや、資産割合規制はその規制目的・効果
に疑問が大きい。投資割合規制があるため
に、商品毎の区分経理を厳格化しにくくして
いる上、生保資産の効率的ポート・フォリオ
を構築することを阻害してパフォーマンスを
低めている。

保険業法９７条・施行規則４
７・４８・５０条 金融庁

5071 5071079 米国 11 市民参加による法案策定機会の充実

①　生命保険契約者保護機構  生命保険契約者
保護機構（生保ＰＰＣ）に資金提供を行なう現行制
度は、2006年3月末に失効する。米国は、日本政
府に対し、セーフティネットの仕組みを徹底的に見
直すために速やかに金融審議会を召集するとの
約束を実行するよう求め、より効率的で持続的な
セーフティネット制度を確立するための法律を、
2006年3月に現在の暫定措置の期限がきれる前
に制定するよう求める。生保ＰＰＣの改革のための
法律は、国内生保および外資系生保の双方の財
政基盤、運営、ひいては生保業界に対する国民の
信頼にも大きな影響を与える可能性がある。従っ
て、米国は、日本政府に対し、パブリック・コメント
手続きを最大限に利用・実施するよう求め、生保
業界（国内生保および外資系生保）とすべての利
害関係者が、保険業法の改正案、生保ＰＰＣの改
革法、または、生保ＰＰＣに係る他の既存の法律
や規制に関し、それらが国会に提出されたり実施
される前の段階で情報を入手し、コメントし、政府
関係者と意見交換を行なう有意義な機会が確保さ
れるよう要請する。これらの機会には、日本政府
が召集する可能性のあるワーキング・グループや
それらのグループの構成部分に貢献する等、生保
ＰＰＣを改革するための審議に積極的に貢献する
ことを含む。
②　損害保険契約者保護機構  米国政府は、損害
保険契約者保護機構（損保ＰＰＣ）に対する資金提
供に関する法律が検討される場合には、日本政府
に対し、III-A.の生保ＰＰＣの事例と同様に取り組む
よう要請する。

米国は、日本の省庁が、法案が国会に提出
される前の作成段階で、一般市民に意見表
明する機会を提供する頻度が増えつつある
ことを評価する。米国は、日本の省庁がこの
慣行を引き続き実行することを奨励し、法案
が作成される早い段階で法案に対し意見表
明できる一層の機会を期待する。法案作成
に対する一般市民の意見提出機会が必要と
される具体的事例2件は左記の通り。

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 44 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300047 生命保険セーフティネットの見直しの手続等 保険業法附則第１条の２の13

保険会社が破綻した場合に保険契約者等
の保護のための資金援助等を行うものとし
て「保険契約者保護機構」が設けられてい
る。

ｂ －

保険契約者等の保護のための制度につい
ては、15年6月に施行された保険業法改正
法の附則において、施行後3年以内に見直
す旨規定されているところであり、今後、保
険契約者等の保護の観点を踏まえながら、
金融審議会等の場で検討していくこととして
いる。制度の見直しを行う場合は、これまで
も内外の保険会社や関係団体等との意見交
換を行っているところであり、今後とも、必要
に応じ、情報の提供や意見の交換を行って
いく。

5074005 カナダ 11

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和 保険業法第100条

保険会社の業務範囲は、保険業法第97条に
規定する固有業務、第98条に規定する付随
業務、99条に規定する法定他業及び他の法
律により行う業務とされており、その他の業
務を行うことはできない。

ｃ －

保険業という公共性の高い事業の性格上、
保険会社は本来業務に専念すべきであると
ともに、他業の及ぼす不測のリスクが保険契
約者に転嫁される事態を回避する等、保険
業の健全性の維持が強く求められることか
ら、保険会社の他業を禁止しているものであ
り、法令で認められているもの以外の業務を
認めることは困難。
なお、介護事業、人材派遣事業については、
持ち株子会社、子会社の業務とすることは
可能。

｢英・独では保険会社の子会社、持ち株会社
とも業務範囲に一切規制がなく、一般事業を
営むことが可能である。また、アメリカでも子
会社は金融周辺事業に制限されるが持ち株
会社は一切制限されていない。日本の場
合、子会社も持ち株会社も一般事業への参
入は規制されている。その一方、保険事業を
他の一般事業が持ち株会社を通じて傘下に
治めることが可能である。すなわち、保険会
社は他の事業を傘下に収めるために規制が
制約するが、あらゆる一般事業が保険会社
を傘下に治めることが可能である。（当然財
務上の健全性審査の上だが）保険事業者側
の事業活動制約の方が強いことによる非効
率に着眼し同規制緩和を要望する。特に、
不動産事業への参入規制緩和について再
度検討を求める。生保の保有する不動産は
巨額であり、運用・活用手法のノウハウも高
い。日本の不動産資産の有効活用に生保の
能力を活かすことに高い期待ができる。」と
いった指摘があり、これを踏まえて再度検討

5083012
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和 保険業法第100条

保険会社の業務範囲は、保険業法第97条に
規定する固有業務、第98条に規定する付随
業務、99条に規定する法定他業及び他の法
律により行う業務とされており、その他の業
務を行うことはできない。

ｃ －

保険業という公共性の高い事業の性格上、
保険会社は本来業務に専念すべきであると
ともに、他業の及ぼす不測のリスクが保険契
約者に転嫁される事態を回避する等、保険
業の健全性の維持が強く求められることか
ら、保険会社の他業を禁止しているものであ
り、法令で認められているもの以外の業務を
認めることは困難。
なお、介護事業、人材派遣事業については、
持ち株子会社、子会社の業務とすることは
可能。

｢英・独では保険会社の子会社、持ち株会社
とも業務範囲に一切規制がなく、一般事業を
営むことが可能である。また、アメリカでも子
会社は金融周辺事業に制限されるが持ち株
会社は一切制限されていない。日本の場
合、子会社も持ち株会社も一般事業への参
入は規制されている。その一方、保険事業を
他の一般事業が持ち株会社を通じて傘下に
治めることが可能である。すなわち、保険会
社は他の事業を傘下に収めるために規制が
制約するが、あらゆる一般事業が保険会社
を傘下に治めることが可能である。（当然財
務上の健全性審査の上だが）保険事業者側
の事業活動制約の方が強いことによる非効
率に着眼し同規制緩和を要望する。特に、
不動産事業への参入規制緩和について再
度検討を求める。生保の保有する不動産は
巨額であり、運用・活用手法のノウハウも高
い。日本の不動産資産の有効活用に生保の
能力を活かすことに高い期待ができる。」と
いった指摘があり、これを踏まえて再度検討

5083013
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和 保険業法第100条

保険会社の業務範囲は、保険業法第97条に
規定する固有業務、第98条に規定する付随
業務、99条に規定する法定他業及び他の法
律により行う業務とされており、その他の業
務を行うことはできない。

ｃ －

保険業という公共性の高い事業の性格上、
保険会社は本来業務に専念すべきであると
ともに、他業の及ぼす不測のリスクが保険契
約者に転嫁される事態を回避する等、保険
業の健全性の維持が強く求められることか
ら、保険会社の他業を禁止しているものであ
り、法令で認められているもの以外の業務を
認めることは困難。
なお、介護事業、人材派遣事業については、
持ち株子会社、子会社の業務とすることは
可能。

｢英・独では保険会社の子会社、持ち株会社
とも業務範囲に一切規制がなく、一般事業を
営むことが可能である。また、アメリカでも子
会社は金融周辺事業に制限されるが持ち株
会社は一切制限されていない。日本の場
合、子会社も持ち株会社も一般事業への参
入は規制されている。その一方、保険事業を
他の一般事業が持ち株会社を通じて傘下に
治めることが可能である。すなわち、保険会
社は他の事業を傘下に収めるために規制が
制約するが、あらゆる一般事業が保険会社
を傘下に治めることが可能である。（当然財
務上の健全性審査の上だが）保険事業者側
の事業活動制約の方が強いことによる非効
率に着眼し同規制緩和を要望する。特に、
不動産事業への参入規制緩和について再
度検討を求める。生保の保有する不動産は
巨額であり、運用・活用手法のノウハウも高
い。日本の不動産資産の有効活用に生保の
能力を活かすことに高い期待ができる。」と
いった指摘があり、これを踏まえて再度検討

5083014
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 45 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300047 生命保険セーフティネットの見直しの手続等

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5074 5074005 カナダ 11
国内外の保険会社による生
命保険契約者保護機構に関
するコンサルティングの実施

上記の生命保険契約者保護機構の資金調
達に関して、現行の枠組みは２００６年初め
に期限切れとなります。カナダは、日本政府
に対して、生命保険契約者保護機構の改編
に伴う法律の作成・施行に際しては、国内外
の生命保険会社と透明かつオープンに話し
合うよう強く要請致します。

金融庁

5083 5083012
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の他業禁止規制の緩和

資産運用先への原則的にあらゆる事業介入
を実行できるようにする。本体・持ち株会社・
子会社の業務範囲のリーガル・リスト方式か
ら禁止業務原則の徹底と列記式への変更

保険資産運用投資の効率を高めるための事
業への介入は効果的。また金融以外の事業
に保険会社が関わりを深めることで、新たな
金融商品や運用手法が見出される環境をも
たらす。他事業へのコミットによってあらたな
保険給付を生み出す契機となり、金融商品
開発にも貢献する。建設・電力業への介入
などによってプロジェクト・ファイナンスの開
発インセンテイブももたらす。

保険業法１００、１０６、１０７
条施行規則４８条２、５６条の
２ 金融庁

5083 5083013
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の他業禁止規制の緩和 保険会社本体での不動産事業認可。

投資効率を高めるための保険会社の不動産
事業への介入は特に生保の不動産運用ノウ
ハウを有効に活用できる。不動産の活発な
活用が資産価格下落の歯止め効果を生む
可能性も高い。

保険業法１００、１０６、１０７
条施行規則４８条２、５６条の
２+I4

金融庁

5083 5083014
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の他業禁止規制の緩和

保険会社本体、持ち株子会社、子会社に介
護事業を認める。あわせて人材派遣業務も
認可する。

人材派遣事業・介護事業は特に生保事業に
密着したサービスである。本業ノウハウを活
用し、あらたな保険給付を生み出す契機とな
り、金融商品開発にも貢献する。

保険業法１００、１０６、１０７
条施行規則４８条２、５６条の
２

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 46 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和 保険業法第100条

保険会社の業務範囲は、保険業法第97条に
規定する固有業務、第98条に規定する付随
業務、99条に規定する法定他業及び他の法
律により行う業務とされており、その他の業
務を行うことはできない。

ｃ －

保険業という公共性の高い事業の性格上、
保険会社は本来業務に専念すべきであると
ともに、他業の及ぼす不測のリスクが保険契
約者に転嫁される事態を回避する等、保険
業の健全性の維持が強く求められることか
ら、保険会社の他業を禁止しているものであ
り、法令で認められているもの以外の業務を
認めることは困難。
なお、介護事業、人材派遣事業については、
持ち株子会社、子会社の業務とすることは
可能。

｢英・独では保険会社の子会社、持ち株会社
とも業務範囲に一切規制がなく、一般事業を
営むことが可能である。また、アメリカでも子
会社は金融周辺事業に制限されるが持ち株
会社は一切制限されていない。日本の場
合、子会社も持ち株会社も一般事業への参
入は規制されている。その一方、保険事業を
他の一般事業が持ち株会社を通じて傘下に
治めることが可能である。すなわち、保険会
社は他の事業を傘下に収めるために規制が
制約するが、あらゆる一般事業が保険会社
を傘下に治めることが可能である。（当然財
務上の健全性審査の上だが）保険事業者側
の事業活動制約の方が強いことによる非効
率に着眼し同規制緩和を要望する。特に、
不動産事業への参入規制緩和について再
度検討を求める。生保の保有する不動産は
巨額であり、運用・活用手法のノウハウも高
い。日本の不動産資産の有効活用に生保の
能力を活かすことに高い期待ができる。」と
いった指摘があり、これを踏まえて再度検討

5083016
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300049 インターネットを活用した保険商品の販売の容認
保険業法施行規則１１条、ガ
イドライン１－１３

保険業法施行規則１１条及びガイドライン１
－１３にインターネットによる保険商品販売
の審査基準が定められている。

ｅ －
審査基準が定められているほか、インター
ネットによる保険商品の販売もすでに行われ
ており、事実誤認と考えている。

新規要望 5021190
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300050
保険業法上の公告事項に関
する公告手段の多様化の容
認（電子公告の導入）

保険業法第22条、第274条等
保険会社が保険業法上の規定により行う公
告は、時事に関する事項を掲載する日刊新
聞誌への登載が義務付けられている。

ｂ Ⅰ

保険会社における公告の方法については、
今後の商法改正により一般の株式会社等に
対して新たな電子公告が導入される予定で
あることを踏まえ、利用者の権利関係に影響
を及ぼさない公告等に対し、具体的な内容
について検討を行う。

回答では具体的な内容について検討を行う
とのことであるが、次期通常国会において商
法改正による電子公告制度の導入が予定さ
れている他、「規制改革推進3か年計画（再
改定）」において、「改正商法による公告一般
の電子化措置の際には銀行にも同様の手
当てを行うことについて検討し、結論を得る
（平成１５年度中検討・結論：金融分野ア
30）」とされている。
以上を踏まえ、保険会社における公告につ
いても幅広く平成16年度中に実施することの
可否について改めて検討の上、示されたい
（１６年度までの実施について現段階で否の

5033003 社団法人日本損害保険協会 11

z0300051
保険契約者保護機構におけ
る保険計理人の選任条件の
見直し

保険業法第120条、保険業法
施行規則第76～79条

法令等において、保険計理人の常勤・非常
勤の勤務形態について規定されていない。 ｄ －

　保険計理人は、保険契約者の保護の観点
から、法令に規定された関与事項に係る事
務を適切に行う必要があり、勤務体系につ
いても当該業務の適正な遂行のため、慎重
に判断される必要がある。

新規要望

回答では、規定がないことを根拠に現行制
度下で対応可能とされているが、
①要望内容は、保険契約者保護機構におい
てはそもそも計理人の関与すべき事項が少
なく、かつ必要とされる業務の時期が限定的
（決算期）であることから、非常勤等の勤務
体系であっても契約者保護に欠けることには
ならないと考えられることから、非常勤等の
計理人の選任を認める旨、明確化を図るこ
とを求めるものであり、この点についての具
体的な対応策を改めて検討の上、示された
い。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め、具体

5033004 社団法人日本損害保険協会 11

z0300052
保険契約者保護機構の保険
特別勘定に係る収入支出予
算の廃止

保険業法第265条の37～40、
保険契約者等の保護のため
の特別の措置等に関する命
令第28～30条、36条、38条、
39条、41条

保険契約者等の保護のための特別の措置
に関する命令第28条において、「機構の予
算は、予算総則及び収入支出予算とする」と
されており、機構は予算に関する認可・届出
等に際し、収入支出予算を作成する義務を
負っている。

ｃ －

　保険特別勘定は、破綻保険会社の受皿会
社が現れるまでの間、引受けた保険契約に
係る経理を一時的に他の経理と区分する勘
定である。
　同勘定は、当該保険契約の支払い等に支
障が生じないよう、一般勘定との間で資金の
融通をすることができるとされている（命令
第41条）。
　したがって、予算によりその収入支出を明
らかにすべき認可法人の全ての勘定におけ
る資金管理を適切に把握する必要があり、
保険特別勘定についても収入支出予算の作
成が求められる。

新規要望

財務省共管（大臣官房信用機構課）

回答では、保険特別勘定が一般勘定より資
金の融通を受けることができるとされている
ことをもって措置困難とされているが、保険
契約者保護機構の決算・経理業務の大幅な
効率化の観点からは実施に向けた検討をす
べき事項と考えられる。
①以上を踏まえ、別途作成される保険会計
の原則による会計処理においても適切に把
握・管理することが可能であると考えられる
ことから、予定貸借対照表、予定損益計算
書で代替することの可否等を含め、改めて
実施に向けた具体的な対応策を示され、示
されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

5033005 社団法人日本損害保険協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300048 保険会社の他業禁止規制の緩和

z0300049 インターネットを活用した保険商品の販売の容認

z0300050
保険業法上の公告事項に関
する公告手段の多様化の容
認（電子公告の導入）

z0300051
保険契約者保護機構におけ
る保険計理人の選任条件の
見直し

z0300052
保険契約者保護機構の保険
特別勘定に係る収入支出予
算の廃止

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083016
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の他業禁止規制の緩和
持ち株会社・子会社の業務範囲に医療法人
を認可する。

保険会社と医療法人の産業融合によって、
あらたな保険商品やサービスが見出される
環境をもたらす。

保険業法１００、１０６、１０７
条施行規則４８条２、５６条の
２

金融庁

5021 5021190
社団法人日本
経済団体連合
会

11 インターネットを活用した保険商品の販売【新規】

　生命保険契約、医療保険契約について、イ
ンターネットによる販売(契約締結)の取扱を
認めるべきである。

　インターネットによる保険商品の販売は、
契約者利便の向上及び保険会社の営業の
効率化に資する。なお、インターネット上の
映像通信技術・認証技術に依拠すれば、申
込者の本人確認、被保険者の身体の状況
の確認にあたり、必要な措置を講ずることは
可能となる。

保険業法施行規則　第11条
第１項２号、２の２号
金融庁事務ガイドライン（保険
会社関係）１－９

金融庁

　インターネットによる保険契約の締結手続
きにおいては、保険契約の申込みをした者
の本人確認、被保険者の身体の状況の確
認など、当該手続きの遂行に必要な事項に
ついて、保険契約者等の保護及び業務の的
確な運営が確保されるための適切な措置が
講じられていることが必要とされている。生
命保険、医療保険について、この要件に基
づいてインターネットによる販売が認められ
た例はない。

5033 5033003 社団法人日本損害保険協会 11
保険業法上の公告事項に関
する公告手段の多様化（電子
公告の導入）

株式会社、有限会社の公告事項の公告手
段として、電子公告制度を導入する商法改
正が予定されているが、保険業法上特に日
刊新聞紙への公告が必要とされている事項
（組織変更、契約移転、合併など）について
も、同様に電子公告を認めて頂きたい。

企業再編等に伴う公告コストの削減につな
がる。

商法改正により電子公告が日刊新聞紙への
公告と同等の公告手段として位置づけられ
る見込みである。これに伴い、保険業法上、
保険契約者保護等の観点から特に官報でな
く日刊新聞紙によることとされている事項に
ついても、電子公告を認めるべきである。

保険業法 金融庁

5033 5033004 社団法人日本損害保険協会 11
保険契約者保護機構におけ
る保険計理人の選任条件の
見直し

保険契約者保護機構については、保護機構
における計理人の職務の実態を考慮し、非
常勤等の計理人の選任を認めて頂きたい。

保険契約者保護機構として、アクチュアリー
を常時雇用する必要が無く、保護機構運営
経費の効率化につながる。

保険計理人の業務として、保険数理に関す
る事項への関与や毎決算期の確認事項なら
びに意見書の提出が定められているが、保
護機構はランノフ業務に限定され新たな保
険契約の引受けもないことから計理人の関
与すべき事項が少なく、その業務がほぼ決
算期に限定されたものとなっているため、常
時在籍する必要がない

保険業法第120条、保険業法
施行規則第79条 金融庁

5033 5033005 社団法人日本損害保険協会 11
保険契約者保護機構の保険
特別勘定に係る収入支出予
算の廃止

保険契約者保護機構が、毎事業年度毎に作
成、報告を求められている収入支出予算の
対象から、保険契約に係る特別勘定を除外
し、同勘定に係る収入支出決算書の作成を
不要として頂きたい。

保険契約者保護機構の決算・経理業務が大
幅に効率化される。

保険契約に係る特別勘定については、保険
会社同様に、保険会計の原則による会計処
理が別途求められており、現金主義の単年
度収支を予算化する意義が乏しい。また、別
途予定貸借対照表、予定損益計算書を作成
することとなっており、特別勘定の決算見通
しを把握することは可能である。

保険業法第265条の37～第
265条の40、保険契約者等の
保護のための特別の措置等
に関する命令第28条～30条、
39条

金融庁
財務省
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300053
保険契約者保護機構の中間
業務報告書提出義務の適用
除外又は報告書の簡素化

保険業法第110条、第270条
の６

保険会社は、平成16年度より中間業務報告
書の作成、提出が義務付けられている。
また、保険契約者保護機構が、破たん保険
会社の保険契約を引受け、保険業を行う場
合には、同機構を保険会社とみなして保険
業法の規定を適用することとされている。

ｃ －

 先般の保険業法の改正において、保険会
社の財務状況を適時に把握するため、平成
16年度より、中間業務報告書の作成、提出
を、保険会社に義務付けることとしたところ。
また、保険契約者保護機構（以下「機構」と
いう。）についても、保険業を行う場合につい
ては、機構を保険会社とみなして保険業法
の規定を適用することとしているところ。これ
らの趣旨からすれば、機構について中間業
務報告書の作成義務を適用除外とすること
は困難である。
 また、保険会社の中間業務報告書の内容
については、現在検討しているところである
が、機構についてこれを簡素化することにつ
いては、同様の趣旨から、困難である。

先般の保険業法改正により中間業務報告書
の作成、提出が義務付けられることとされた
ところであり、俄かに不要とする措置は難し
いと理解するが、現在、その内容を平成１6
年度中の早期に確定させるべく検討されて
いるとのことであり、その際、一般の保険会
社に比べて保険契約者保護機構の業務が
限定的である等、中間業務報告書の内容を
一般の保険会社における内容より簡素化し
うる合理的な理由が存在するものと考えられ
る。
①以上の点を踏まえ、具体的な対応策を改
めて検討の上、実施時期とともに具体的に
示されたい。
②さらに、保険契約者保護機構に中間業務
報告書を課することの意義が乏しいことか
ら、次回の保険業法改正時において保険契
約者保護機構についてはこれを不要とする
ことについて、平成16年度中に検討を開始

5033006 社団法人日本損害保険協会 11

z0300054
書面の電磁的方法による提
供等における交付ルールの
簡素化

特定有価証券の内容等の開
示に関する内閣府令第３２条
の２第３項　等

　目論見書の交付方法として、目論見書提
供者等のホームページで閲覧に供する方法
を採るためには、①目論見書に記載された
事項を閲覧ファイルに記録する旨の通知（た
だし、投資家が目論見書に記載された事項
を閲覧していたことを確認した場合は通知の
必要はない。）、②当該ホームページを閲覧
するために必要な情報の目論見書被提供者
ファイルへの記録、③記載事項の5年間の維
持等が必要とされている。

ａ Ⅲ
Ⅳ

　証券取引法に規定する交付書類（目論見
書等）の電磁的方法による提供が認められ
るための要件である、①目論見書に記載さ
れた事項を閲覧ファイルに記録する旨の通
知（ただし、投資家が目論見書に記載された
事項を閲覧していたことを確認した場合は通
知の必要はない。）、②当該ホームページを
閲覧するために必要な情報の目論見書被提
供者ファイルへの記録、については、法令等
解釈の明確化の観点から、「ホームページア
ドレスの記録をした旨、及び目論見書の閲
覧を口頭で確認し、その会話については録
音する等」の手段を事務ガイドラインにおい
て明確化するよう、平成１６年度中に措置す
る予定。
　目論見書の記載事項の維持については、
虚偽記載等に係る損害賠償請求の除斥期
間（５年、証券取引法第２００条後段）を考慮
して５年と定めているところであり、投資者保
護の観点から最低限維持が必要な期間であ
ることから、目論見書のみ５年間の記載事項
の維持を適用除外とすることは困難である
が、現行規定（目論見書の提供があったとき
から５年間消去し又は改変することができな
い。）による保存方法は大きなコストとなるた
め、その要件を緩和し、個々の投資家から
当該目論見書の閲覧請求があった場合に
は、当該目論見書の情報を電子メールによ
り送信する方法、当該目論見書の情報を印
刷したものを郵送する方法その他の方法に
よることができるよう、平成１６年度中に措置
する予定。

－

回答では、目論見書の電磁的方法による提
供における「要件の明確化」および「記載事
項維持要件の緩和」いずれも平成16年度中
に措置する予定とされているが、「平成16年
度中に措置」することについて、改めて検討
の上、示されたい。

5033010 社団法人日本損害保険協会 11

z0300055 申請・届出の電子化 保険業法第123条
保険業法により、保険会社には監督官庁に
対する各種申請、届出手続きが規定されて
いる。

ａ －

「金融庁電子政府構築計画」および「金融庁
申請・届出等手続きの電子化推進アクション
プラン」に基づき、１６年３月の運用開始を目
指し順次対応を行っているところである。

5033012 社団法人日本損害保険協会 11

z0300056
届出制対象種目における事
業方法書記載事項の届出制
への全面移行

保険業法第123条第2項、同
施行規則第83条

届出対象の損害保険商品については、積立
勘定等一部の事業方法書記載項目を除き
届出による変更が可能となっている。

ｂ Ⅲ

届出対象の損害保険商品について､認可が
必要とされていた危険の分布及び保険の目
的の検査に関する事項については､届出に
よる変更が可能となるように措置済み。（平
成15年5月）
他の事項については､年度内を目処に、要
望内容の実施が契約者保護の観点から特
段の問題がないかを確認し、所要の手当て
について検討する。

回答では、年度内を目途に要望内容の実施
が契約者保護の観点から特段の問題がな
いかを確認し、所要の手当てについて検討
する、とされているが、本件、当会議の「規制
改革の推進に関する第３次答申」において
「商品審査に係る事業方法書記載事項の変
更を全て届出により可能とするよう平成１５
年度中に検討し、結論を得る」とされたところ
である。また、生命保険会社においては、届
出対象商品について事業方法書全てを届出
対象としており規制の不整合が生じている。
この点を踏まえ、
①商品審査に係る記載事項の変更を全て届
出により可能とすることについて、改めて平
成１６年度中の実施の可否について検討の
上、示されたい（否の場合は具体的理由も示
されたい）。
②商品審査に係る記載事項以外でなお届出
による変更が認められていない事項（すなわ
ち保険業法施行規則第８条第５項）について
も同様に平成１６年度中の実施の可否につ

5033013 社団法人日本損害保険協会 11
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管理
コード 項目

z0300053
保険契約者保護機構の中間
業務報告書提出義務の適用
除外又は報告書の簡素化

z0300054
書面の電磁的方法による提
供等における交付ルールの
簡素化

z0300055 申請・届出の電子化

z0300056
届出制対象種目における事
業方法書記載事項の届出制
への全面移行

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033006 社団法人日本損害保険協会 11
保険契約者保護機構の中間
業務報告書提出義務の適用
除外又は報告書の簡素化

保険契約者保護機構の特別勘定について
は、中間業務報告書の作成を不要とする
か、報告書の内容を簡素化して頂きたい。

保護機構がランノフ業務のみ行い契約件数
が年々減少していく中で、中間業務報告書
作成に係る新たなシステム負担・人件費負
担が生じることを避けることができる。

保護機構の特別勘定は破綻保険会社から
保険契約を移管する際に資産・負債を厳正
に評価した上で設定し、その後新たな保険
契約を引き受けないなど、保護機構の財務
状況が急激に悪化する可能性は保険会社
に比して著しく低いため、保険会社同様に中
間業務報告書を作成する意義は乏しい。

保険業法第110条 金融庁

5033 5033010 社団法人日本損害保険協会 11
書面の電磁的方法による提
供等における交付ルールの
簡素化

上記要件の①、③を満たしたか否かを顧客
に確認する方法を明確化して頂きたい。例え
ば顧客に口頭で目論見書の閲覧及びホー
ムページアドレスの記録をした旨を確認し、
その会話については録音する等をもって確
認できたものとして頂きたい。　また要件④
の５年間の記載事項維持については目論見
書についてのみ適用除外として頂きたい。

目論見書について簡素化が可能。これによ
り、投信販売の効率化／活性化に資する。

電磁的方法により現在交付しているのは顧
客専用のファイルを設けているネット証券等
においてであり、コールセンターや対面を中
心にする金融機関のホームページでは実施
されていないのが実情であり、規制緩和が
有効に働いていない。これは、要件の確認
方法が不明瞭であることが実施の障害と
なっている。また、目論見書については証取
法で定めるように最新のものでなければ有
効ではないため、5年間の記載を要件とする
のは証取法と不整合である。よって、目論見
書についてのみ、5年間の記載要件を課す
べきではない。

証券会社に関する内閣府令
第29条の２ 金融庁

5033 5033012 社団法人日本損害保険協会 11 申請・届出の電子化 早期に電子データによる申請・届出等も可能
とする。

・透明で効率的な行政運営の実現。ひいて
は、活発な商品開発の実現。
・商品開発部門における実務の効率化。
・商品開発期間の短縮化。（定量的試算）・
定量化は困難であるが、ある社の例では申
請案件で昨年度数十件の認可申請を実施。
１件あたりのアポ取得・事前説明時間に２名
×２時間程度必要と考えると、年間約３００
時間（業界全体で約3,500時間）の効率化が
可能。

官民双方の手続き・受付の迅速化・効率化
に寄与するものと考えられる。 保険業法第123条 金融庁

5033 5033013 社団法人日本損害保険協会 11
届出制対象種目における事
業方法書記載事項の届出制
全面移行

届出制対象種目については、事業方法書の
変更もすべて届出によることとする（保険業
法施行規則８条１・２項に規定する事業方法
書必須記載事項以外についても、届出によ
る変更を可能とする。）。

商品開発・申請ロードの削減、審査期間の
短期化行政運営の透明性の向上商品戦略
の機動的な実施

生保に関する規定と比較してバランスが取
れていない。また、事業方法書については、
業法施行規則に規定された必須記載事項
のみが届出対象となっており、規制の目的
が不明確となっている。実務的にも、変更届
出を行う際に、内容の一部だけ認可申請と
せざるを得ないケースが生じるため、非効率
的である。

保険業法第123条第2項、同
施行規則第83条 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 50 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の
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措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の
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規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300057 企業向け保険商品の普通約款の自由化の容認
保険業法第123条、規則第８
３条

普通保険約款の変更については、法による
認可又は届出が必要となっている。 ｃ －

弾力的な組換えが必要となる企業向け損害
保険商品の普通保険約款のうち、外国又は
国際間に係る契約についてはすべて自由化
し措置済み。国内の契約については、保険
契約に関する知識や交渉能力について保険
会社と格差のある中小零細企業が相当程度
存するところであり、普通保険約款に特別保
険約款を付す形式の保険契約を廃すること
は、これらの契約者の保護の観点から問題
がある。

回答では、保険契約に関する知識や交渉能
力について保険会社と格差のある中小零細
企業契約者の保護の観点から措置困難とさ
れているが、そもそも特約自由方式について
は契約者保護等の観点から問題がないもの
として認められているものであることから、当
該方式の企業向け保険商品について普通
保険約款を自由化することは契約者保護に
欠けるものではないと考える。また、本件は
「規制改革推進３か年計画（再改定）」に基づ
き検討が進められているものと理解している
（平成１５年度検討）。この点を踏まえ、
①具体的な対応策を改めて検討の上、示さ
れたい。
②上記①を踏まえた結論や実施時期につい
て、その時期となる理由も含め具体的に示さ
れたい。

5033014 社団法人日本損害保険協会 11

z0300058 商品の届出における事前審査権の廃止
保険業法第123条、125条、規
則８３条

保険業法123条第2項に規定されている届出
については、行政による事前審査が規定さ
れており、実質的に認可制と同様、届出内
容を事前に審査し、届出内容の変更・撤回を
命じることができる仕組みとなっている。

ｃ －

保険商品は公共性を有するとともに本質的
に複雑な契約となる商品であるため、商品
の特性を踏まえて契約者保護のために最低
限度必要となる審査を行っているものであ
り、届出制についてもこの審査を廃止するこ
とは適当でない。なお、届出については申請
内容に応じた審査の上で期間短縮を行って
おり、消費者ニーズへの迅速な対応にも配
慮している。

本件は、「規制改革推進3か年計画（再改
定）」における「ファイル・アンド・ユース（届出
使用制）の導入」に基づき、平成15年度中の
結論を得るべく、検討が進められているもの
と理解している。この点を踏まえ、
①平成15年度中に得る結論（具体的な対応
策）について改めて検討の上、示されたい。
②上記①を踏まえ、平成16年度中に実施す
ることの可否について示されたい（否の場合
は具体的に理由を示されたい）。

5033015 社団法人日本損害保険協会 11

z0300059

保険会社の子会社の業務範
囲として、「保険会社及び保
険代理店に対する各種販売
用具の斡旋または販売」の追
加の容認

保険業法第106条、
同法施行規則第56条の2

保険会社の子会社が行うことのできる業務
に、保険代理店に対する各種販売用具の斡
旋又は販売は認められていない。

ｃ －

保険会社の従属業務を行う子会社は、保険
会社の他業禁止の趣旨やグループとしての
リスク管理の観点から、主として当該保険会
社及びその子会社の行う業務のためにその
業務を営んでいるものを子会社とすることを
認めているところである。従属業務子会社に
おける収入依存度規制を踏まえれば、保険
代理店に対する各種販売用具の斡旋又は
販売を中心に行う会社を従属業務子会社と
することは、慎重な検討が必要。

回答では、従属業務子会社における収入依
存度規制を根拠に対応不可とされている
が、貴庁においては「規制改革推進３か年
（再改定）」に基づき、収入依存先を保険代
理店まで拡大する点につき検討がなされて
いるものと理解している。確かに、本要望実
現が真に実効あるものとなるためには収入
依存先の拡大が前提と考えるが、本件も業
務のアウトソーシングによる経営の効率化
の観点から上記事項と同様、実施に向けた
検討が可能な項目と考える。
①以上の点を踏まえ、改めて具体的な対応
策について検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体

5033018 社団法人日本損害保険協会 11

z0300060 保険契約移転単位の見直し 保険業法第135条

保険契約の移転においては、責任準備金の
算出の基礎が同一である保険契約の全部を
包括して行わなければならないこととされて
いる。

ｂ Ⅰ

責任準備金の算出基礎が同一である保険
契約について、一部移転を認める場合、保
険契約者間（移転する契約者と移転しない
契約者）の公平と保険契約者の保護、保険
会社の業務の健全な運営のためには、責任
準備金の公平な分割が求められるものであ
り、規制改革推進３か年計画（再改定）にお
いて「責任準備金の公平な分割に留意しつ
つ、その一部での移転を可能とすることにつ
いて検討を行い、結論を得る」とされていると
ころであり、責任準備金の公平な分割に留
意しつつ、検討を行っているところ。

本件は、「規制改革推進3か年計画（再改
定）」に基づき、平成15年度中の結論を得る
べく、検討が進められているものと理解して
いる。この点を踏まえ、
①平成15年度中に結論を得た上で、平成16
年度中に実施される可否について示された
い。
②上記①において、平成16年度中に実施困
難とされる場合には、理由を具体的に示され
たい。

5033019 社団法人日本損害保険協会 11

z0300061 保険契約者保護機構の決算公告の簡略化

保険業法第265条の39、第
270条の6第2項第1号、第274
条

保険契約者保護機構は、財産目録、貸借対
照表及び損益計算書を官報に公告しなけれ
ばならないこととされている。

ｃ －

保険契約者保護機構は、破綻保険会社に係
る保険契約の移転における資金援助を行う
等一般保険会社とは異なる公共性を有して
いることから、財産目録等の官報公告が義
務付けられているところであり、その簡素化
については慎重に検討する必要がある。

回答では、保険契約者保護機構と一般保険
会社の公共性の差異を根拠に公告の簡素
化について慎重に検討する必要があるとし
ているが、
①要望は、現行規制において、公告として官
報に加え日刊新聞紙の掲載も要されている
ことから、まさに貴庁回答通り、少なくとも、
官報のみの公告を認めることを求めるもの
である。この点および公告負担の軽減の観
点を踏まえ、公告は官報のみで良いとするこ
とについて平成16年度中に実施されること
の可否を示されたい（否の場合は具体的に
理由を示されたい）。
②加えて、商法においては電磁的方法によ
る公告が認められ、その範囲の拡大が予定
されている中で、要望内容の実現に対する

5033020 社団法人日本損害保険協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 51 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300057 企業向け保険商品の普通約款の自由化の容認

z0300058 商品の届出における事前審査権の廃止

z0300059

保険会社の子会社の業務範
囲として、「保険会社及び保
険代理店に対する各種販売
用具の斡旋または販売」の追
加の容認

z0300060 保険契約移転単位の見直し

z0300061 保険契約者保護機構の決算公告の簡略化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033014 社団法人日本損害保険協会 11 企業向け保険商品の普通約款の自由化

特約自由方式の企業向けの保険商品につ
いては、普通保険約款を自由化していただ
きたい。

契約者にとってわかりやすい約款構成にす
ることができる。

特約自由対応では契約者にとって非常にわ
かりにくい約款構成となってしまう事例が多
い。保険種類の制限及び外国または国際間
において使用される契約という保険種類の
制限がある

保険業法第123条、金融庁事
務ガイドライン 金融庁

5033 5033015 社団法人日本損害保険協会 11 商品の届出における事前審査権の廃止

市場の変化に応じたタイムリーな保険商品
の販売を可能にするという観点から、保険契
約者保護等の面で問題が少ない商品に関し
ては、業法に規定する「届出」について、事
前審査権を廃止する。

契約者ニーズに応じて迅速な商品改定が可
能となる。

業法に規定する「届出」について、事前審査
権が残っており、認可制と同様の運用となっ
ており、迅速な対応ができない。

保険業法第125条 金融庁

5033 5033018 社団法人日本損害保険協会 11

保険会社の子会社の業務範
囲として、「保険会社及び保
険代理店に対する各種販売
用具の斡旋または販売」の追
加

保険会社の子会社の業務範囲として、「保険
会社及び保険代理店に対する各種販売用
具の斡旋または販売」を追加する。

分社化や持株会社等多様な組織形態に対
応することが出来る。

保険会社及び保険代理店の使用する各種
販売用具（パンフレットケース、社名入り景
品等）については、仕様、意匠、品質、性能
のチェックを行う必要があり、また、代理店へ
の案内等、保険会社業務のアウトソーシン
グの要素があるので、子会社業務として認
めていただきたい。

保険業法第106条、同施行規
則第56条の2 金融庁

5033 5033019 社団法人日本損害保険協会 11 保険契約移転単位の見直し
責任準備金の算出基礎が同一である保険
契約の一部を移転することを認めてもらいた
い。

既存保険会社の再編において、顧客別、地
域別等の分社が可能となり、再編に係る選
択の幅は広がる。

現行規制では、既存保険会社を企業再編で
分社する場合、保険商品別分社に限定さ
れ、再編の形態が狭められている。

保険業法第135条 金融庁

5033 5033020 社団法人日本損害保険協会 11 保険契約者保護機構の決算公告の簡略化

保険契約者保護機構の決算公告は、官報ま
たは日刊新聞紙何れかへの掲載、または電
磁的方法による掲示とし、掲載内容は貸借
対照表及び損益計算書又はその要旨とす
る。

日刊新聞紙への公告費用が削減され、保険
契約者保護機構の経費軽減につながる。

保険契約者保護機構の公告範囲・公告方法
は、保険会社と同等の条件を満たしている
べきではあるが、保険会社の決算公告が要
望内容同様の規定となっているため、保険
契約者保護機構に対してはより厳しい要件
が求められることとなってしまっている。

保険業法第265条の39、第
270条の6第2項第1号、第274
条

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 52 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請
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コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の
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措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300062 保険会社の業務の代理代行範囲の拡大
保険業法第98条、
同法施行規則第51条

保険会社は、他の保険会社（外国保険会社
を含む。）の保険業に係る業務の代理又は
事務の代行を行うことができるが、船主責任
相互保険組合法に基づく日本船主責任相互
保険組合は保険業法上「保険会社」に該当
せず、保険会社はその業務代理・事務代行
ができない。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

保険会社と日本船主相互保険組合との間で
代理・代行業務を行えるようにすることにつ
いては、日本船主相互保険組合が非営利・
相互扶助を目的とした組織であること等を踏
まえ検討する必要があるものであり、代理・
代行を行えるようにすることが適当か、引き
続き検討する。

回答では、本年6月に実施した「規制改革集
中受付月間」における対応においても、すで
に貴庁において実施の可否についての検討
がなされつつあったものと理解している。日
本船主責任相互保険組合は、その根拠法に
おいて損害保険事業を営むとあるほか、諸
外国の船主責任相互保険組合の代理・代行
が既に行えることもあり、保険会社と同一に
取り扱うことが可能と考える。
①以上の点を踏まえ、平成16年度までに実
施することの可否について検討の上、改め
て示されたい。
②上記①において「否」の場合は具体的理
由を示された上で、結論のスケジュール等を
示されたい。

5033022 社団法人日本損害保険協会 11

z0300063
代理店登録・届出手続きの電
子化の早期実現および手続
きスケジュールの短縮

保険業法第276条、事務ガイ
ドライン 書面にて登録・届出申請を行う必要がある ａ Ⅳ

「金融庁電子政府構築計画」および「金融庁
申請・届出等手続きの電子化推進アクション
プラン」に基づき、15年度末までの運用開始
を目指し順次対応を行っているところであ
る。

5033023 社団法人日本損害保険協会 11

z0300064 代理店登録事項（使用人届）の猶予期間設定の容認

保険業法第302条、同施行規
則第236条、ガイドライン3-2、
4-1-12

代理店は、役員又は使用人に保険募集を行
わせる場合には、事前に当該使用人の氏名
等を届け出ることとされている。

ｃ －

事後届出を認めた場合には､募集から届出
までの間､代理店の登録拒否事由に該当す
る恐れのある者に保険募集を行わせること
になり、代理店を通じて損害保険を購入しよ
うとする契約者に不測の事態を招きかねず､
契約者保護の観点から困難である。

回答では、契約者保護の観点から対応不可
とされているが、本件の「届出」は、審査を伴
わない手続きであることから事前の手続きに
拘る必要は必ずしもなく、事後手続きで足り
るものである。そもそも不適格な使用人を使
用することは代理店の登録拒否事由に該当
するため、代理店が自ら不適格な使用人を
雇用する理由は考えにくい。一方、十分な募
集能力・経験を有する者が転居等に伴い別
の代理店に勤務する場合、現行法上即戦力
としての期待がありながら実際には活躍の
機会が奪われている実態にある。以上を踏
まえ、要望は「一定の要件を満たす代理店
の場合、一定期間内の事後届出を認める」
ことを求めるものであり、
①改めて実施に向け、契約者保護の観点か
ら問題がないと考えうる上記「一定の要件」
の検討等、具体的な対応策を検討され、示
されたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期

5033026 社団法人日本損害保険協会 11

z0300065
代理店使用人名簿を含む登
録情報の電子ファイルの閲
覧・共有の容認

保険業法第302条、同施行規
則第236条、ガイドライン3-2、
4-1-12

所属保険会社は、代理店の登録原簿を備え
ることが義務付けられており、利害関係人
は、原簿の閲覧を行うことができるとされて
いる。

ｃ －

財務局は保険代理店の登録情報を登録原
簿に整備しているが、当該情報は行政機関
に寄せられた個人情報､法人情報であり、監
督当局としても必要最低限の利用にとどめ
ているものである。このため、システム・セ
キュリティー確保の如何にかかわらず、保険
会社等に対し情報提供する制度を整備する
ことについては、プライバシーの保護の観点
より応じることはできない。

回答では、プライバシーの保護の観点から
対応不可とされているが、人材の流動化が
進展する中、当該代理店の使用人情報をは
じめとする一定の情報を代申会社をはじめ
当該代理店に乗合う（委託のある）保険会社
に限り共有することは情報の正確性の確保
による契約者保護や保険会社における事務
の効率化の観点からも十分合理性があると
考える。
①以上を踏まえ、改めて具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえ検討や結論、実施時期に
ついて。その時期となる理由も含め具体的
に示されたい。

5033027 社団法人日本損害保険協会 11

z0300066 損害保険セーフティーネットの在り方の見直し 保険業法第241条等

現行の契約者保護制度は、保険会社が破
綻した場合に、責任準備金（保険金等の支
払のために積み立てられる準備金）を一定
割合まで補償し、保険契約の継続を図る仕
組みとなっている。

ｂ Ⅰ

損害保険に関する契約者保護制度について
は、規制改革推進３か年計画（再改定）にお
いて「損害保険の特性にも留意しつつ、保険
契約者保護というセーフティネットの趣旨を
踏まえた上で、見直しについて検討する」と
されているところであり、保険契約者の保護
の観点を踏まえながら、検討していく必要が
あると考えている。

貴庁回答通り、「規制改革推進3か年計画
（再改定）」に基づき検討されているものと理
解している。
①平成16年度中に結論を得て、実施するこ
との可否について改めて検討の上、示され
たい。
②上記①において平成１６年度中の実施が
「否」の場合は、具体的に理由を示されると
ともに、その場合においても結論および実施
時期について示されたい。

5033028 社団法人日本損害保険協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 53 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300062 保険会社の業務の代理代行範囲の拡大

z0300063
代理店登録・届出手続きの電
子化の早期実現および手続
きスケジュールの短縮

z0300064 代理店登録事項（使用人届）の猶予期間設定の容認

z0300065
代理店使用人名簿を含む登
録情報の電子ファイルの閲
覧・共有の容認

z0300066 損害保険セーフティーネットの在り方の見直し

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5033 5033022 社団法人日本損害保険協会 11 保険会社の業務の代理代行範囲の拡大
保険会社が業務の代理又は事務の代行が
受託できる相手方にＪＰＩも加える。

船舶保険を営業する多くの損保がJPIとの提
携により「ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ･ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞ」を提供できるこ
とから、販売ルートにおける契約者の選択肢
が広がる。同時に損保間の募集競争を通じ
て「船舶保険」間および「PI保険」間の商品競
争も促進される。JPIにとっては募集方法の
選択肢が広がり、コスト追求を通して相互保
険組合の使命が達成できる。一方、損保側
は現有経営資源の有効活用が図れる。この
コスト削減・経営資源の有効活用は保険料、
商品内容を通じて将来契約者に還元され
る。

ＪＰＩも保険会社と同一扱いされるべきであ
り、かつ、諸外国の船主責任相互保険組合
から保険会社が業務の代理又は事務の代
行が行えることとのイコールフィッティングの
観点からも、ＪＰＩからの業務の代理又は事
務の代行を可能とすべきである。

保険業法第98条第1項第1号 金融庁

5033 5033023 社団法人日本損害保険協会 11
代理店登録・届出手続きの電
子化の早期実現および手続
きスケジュールの短縮

登録・届出手続きの電子化の早期実現を要
望するとともに、登録・届出日の指定を認め
る。

損保代理店を行おうとする者の迅速な事業
展開が可能となる。損保各社、損保協会お
よび当局における代理店登録関連業務の効
率化が図れる。（各社および損保協会の登
録業務担当に係る要員削減）ペーパーレス
化の実現により、諸経費の削減が期待され
る。（様式印刷費、書類保管コスト等の削減）

法人格の変更や個人代理店死亡の場合に、
代理店業を再開するまでに２～３週間（保険
会社での手続きを含めると１か月程度）の期
間を要するため、事業展開等の自由や迅速
性を阻害しているが、上記によりこれを解消
したい。

保険業法第276条金融庁事
務ガイドライン 金融庁

5033 5033026 社団法人日本損害保険協会 11 代理店登録事項（使用人届）の猶予期間設定

一定の要件を満たす代理店の場合（すでに
複数の使用人を有する、店主・代表者が専
任監督等に関する誓約書・念書等を差し入
れるなど）、一定期間内の事後届出を認めて
いただきたい。たとえば、「募集に従事する
使用人となったときの翌月末」に包括して届
け出、のような形が考えられる。

人材の有効活用

・資格・経験のある者を新たに募集に従事す
る使用人とする場合であっても、採用・転入
後、待機期間が生じてしまう。
・新規に教育を受けるものの場合も、募集に
従事するための講習、資格試験等を修了し
てから届出を行うため、手続き期間中が待
機期間となる。
・使用人に関する専任監督は使用者である
代理店主または法人が負担しており、当該
店主・法人を保険会社は指導監督している
ことから、一律に使用人の事前届出を求め
なければならない決定的な必要性はなく、欠
格事由に該当する者を募集従事者として雇
い入れたことに関する責任を明示的に負担
させることで十分である。

保険業法第302条、同施行規
則第236条、ガイドライン4-1-
12

金融庁

5033 5033027 社団法人日本損害保険協会 11
代理店使用人名簿を含む登
録情報の電子ファイルの閲
覧・共有

代理店の登録情報を閲覧可能とする。また、
各財務局で更新された使用人名簿を、当該
代理店に委託関係を有する保険会社が電
子的にアクセスできる仕組み（自社の代理店
マスターデータとの照合等のために）を検討
いただきたい。

行政サービスの向上事務合理化、管理レベ
ルの向上

・ 保険契約者等の保護の観点からは、問題
となる保険募集人が正規の登録業者かどう
か、国の登録簿から利害関係者が識別でき
ることが望ましく、国の登録簿が閲覧可能に
なることが期待される。また、登録情報の正
確性を保つため、登録情報を閲覧可能とす
ることで、保険会社等の関係当事者からの
訂正の機会が与えられることが必要と考えら
れる。
・ 乗合非代申の場合も使用人の把握が必要
であるが、使用人の採用・異動や資格取得
の情報が遅れることは実務上避けがたい。
・ 代理店使用人は、非代申社の契約の募集
も同時に行いうるため、代申社が使用人で
あることを届け出たことは共有されてしかる
べき（何ら秘匿性のない）情報である。
・ネットワークセキュリティに関する手当を前
提に、少なくとも代申社の届出内容、さらに
は更新後の使用人名簿が共有できる仕組
みは、全ての乗合会社における使用人デー
タのタイムリーな利用を大幅に改善・省力化
させる。

保険業法第302条、同施行規
則第236条、ガイドライン4-1-
12

金融庁

5033 5033028 社団法人日本損害保険協会 11 損害保険セーフティーネットの在り方の見直し

迅速な破綻処理による社会的コストの削減
及び契約者保護の充実の観点から、破綻後
一定期間保険金の支払保証を行う支払保証
型の保護機構にスキームを変更する。

破綻処理の期間短縮による社会的コストの
削減及び個人分野を中心に被保険者・被害
者保護の充実が図れる。

現行の損保の破綻処理では、破綻会社の資
産／負債の査定及び救済保険会社との交
渉に時間を要するが、その間に破綻会社の
経営資源が流出し、企業価値が急速に劣化
することから、移転交渉がまとまりにくい。ま
た、保険契約の継続保証に主眼点があるこ
とから、一部を除き支払保険金が削減される
こととなっており、被害者保護の観点からも
現行制度には問題有り。

保険業法第241条以下 金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 54 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300067 保険募集の総代理店制度の創設
保険業法第2条、第275条、第
283条、第294条

現行の保険募集制度では、損害保険を募集
する損害保険代理店は損害保険会社と直接
代理店委託契約を結ぶ必要がある。

ｂ Ⅰ

これまで保険会社が直接行っていた代理店
との保険募集に係る委託契約を、代理店の
管理等の業務と併せて外部委託できること
とするためには、保険募集に関する業務の
適切な実施や保険契約者の保護が確保さ
れることが必要であり、規制改革推進３か年
計画（再改定）において「保険募集に関する
所属保険会社の責任や総代理店（保険会社
の業務の一部を受託する大型の保険代理
店等）が行うことのできる業務範囲、保険募
集に関する業務の適切な実施や保険契約
者保護の方策等を明確にした上で、保険募
集人等の委託の在り方についての見直しを
行う」とされているところであり、こうした観点
を踏まえながら検討していく必要があると考
えている。

本件は、「規制改革推進3か年計画（再改
定）」に基づき、平成15年度中の結論を得る
べく、検討が進められているものと理解して
いる。この点を踏まえ、
①平成15年度中に結論を得た上で、平成16
年度中に実施することの可否について示さ
れたい。
②上記①において、平成16年度中に実施す
ることについて「否」の場合は、具体的に理
由を示されるととともに、その場合において
も実施のスケジュールについて示されたい。

5143015
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11

z0300068
保険会社本体による信託業
務の代理又は事務代行の解
禁

保険業法第98条、
同法施行規則第51条、
金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第7条の2の2

保険会社は、付随業務として他の金融業を
行う者の業務代理等を行うことができること
とされており、その具体的内容は保険業法
施行規則第51条に規定されている。
また、信託代理店については、兼営法施行
規則第7条の2の2により銀行等の金融機関
が規定されている。

ｂ Ⅰ，Ⅲ

 「信託業のあり方に関する中間報告書」（平
成15年７月28日金融審議会第二部会報告）
において、信託契約の取次ぎのみを行う者
については、その範囲を幅広く認める方向で
検討を行うことが適切とされ、また、信託業
務の委託については、委託を受ける者の適
格性を監督当局において判断できる制度と
することが適切とされたところである。この報
告を踏まえ、信託代理店の銀行等以外への
拡大について検討を行っているところであ
る。
また、保険会社については、業務の健全性
の維持の観点から他業が禁止されているも
のであり、保険会社の付随業務として信託
業務の代理等を加えることについては、保険
会社の業務との関連性・親近性等を踏まえ
た検討が必要である。

保険会社における業務は、企業年金関連業
務、遺族保障関連業務等において、信託業
務との関連性・親近性を強く有しており(既に
信託業務の代理等が認められている銀行等
よりも強いとも考えられる）、保険会社が信
託業務の代理等を行うことについて問題は
ないと考えられることから、回答にある「信託
代理店の銀行等以外への拡大」の中で、同
時に措置されるよう、更に前向きに検討され
たい。

5082001 社団法人生命保険協会 11

z0300069 保険会社本体による信託業務の実施

保険業法第97条～第100条、
金融機関の信託業務の兼営
等に関する法律第1条、
同法施行令第2条

保険会社の業務範囲は、保険の引受け等
の固有業務（保険業法第97条）のほか、法
第98条第1項各号に掲げる業務その他の付
随業務（第98条）、第99条に規定する業務及
び他の法律により行う業務とされている。

ｂ Ⅰ

保険会社本体による信託業務の実施につい
ては、保険会社の業務との関連性・親近性
の観点や保険会社に他業が禁止されている
趣旨等を踏まえ、検討することが必要。
なお、「信託業のあり方に関する中間報告
書」（金融審議会第二部会報告）において、
「信託兼営金融機関の範囲については、信
託業務との親和性等を考慮しつつ、見直しを
すべきであるとの意見があった。これについ
ては、各金融業法における本業と他業のあ
り方についての議論の中で、さらに検討すべ
き課題であると考えられる。」とされたところ。

保険会社における業務は、企業年金関連業
務、遺族保障関連業務等において、信託業
務との関連性・親近性を強く有しており(既に
信託業務の代理等が認められている銀行等
よりも強いとも考えられる）、保険会社が少な
くとも銀行等と同範囲で信託業務を行うこと
について問題はないと考えられることから、
平成１６年度までに実施されることの可否に
ついて、改めて検討されたい。

5082008 社団法人生命保険協会 11

z0300070
保険会社本体による他の金
融機関のバックオフィス業務
代理、事務代行

保険業法第98条、
同法施行規則第51条

保険会社は、付随業務として他の金融業を
行う者の業務代理等を行うことができること
とされており、その具体的内容は保険業法
施行規則第51条に規定されている。

ｃ －

保険会社が付随業務として行うことができる
他の金融業を行う者の業務代理等の内容に
ついては、保険会社の固有業務（保険の引
受及び資産の運用）との関連性又は親近性
があるものを認めているものであり、保険会
社の固有業務との関連性等が薄い業務の
代理等を認めることは困難。

金融機関が行う資産運用関連、情報処理関
連のバックオフィス業務は、保険会社におい
ても固有業務としてほぼ同様の業務を行っ
ているものが多く、これらの業務について
は、固有業務との関連性・親近性が高く、保
険会社の付随業務として認められるべきで
あると考えられることから、具体的な検討の
時期について、その時期となる理由も含めて
示されたい。

5082010 社団法人生命保険協会 11
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管理
コード 項目

z0300067 保険募集の総代理店制度の創設

z0300068
保険会社本体による信託業
務の代理又は事務代行の解
禁

z0300069 保険会社本体による信託業務の実施

z0300070
保険会社本体による他の金
融機関のバックオフィス業務
代理、事務代行

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5143 5143015
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 保険募集の総代理店制度の創設

保険会社との委託契約を受け、保険会社の
固有業務である保険の引受け以外の代理
店管理等の業務を外部委託する総代理店
制度を創設する。

保険会社の代理店は、保険会社との直接の
委託契約以外認められていない。 保険業法第２条、第２７５条等 金融庁

5082 5082001 社団法人生命保険協会 11
保険会社本体による信託業
務の代理又は事務代行の解
禁

保険会社の付随業務として、既に銀行等で
行われている信託業務の代理や事務の代
行を行うことを認める。

・保険会社が顧客に対して信託商品の提示
を行えることとなれば、顧客利便性の向上、
保険会社のエクセスキャパシティ活用の観
点から極めて有効である。
・生命保険会社では、他の金融機関と共同し
てマスタートラスト業務等を行う信託銀行を
設立しているケースがあるが、マスタートラ
スト業務等の代理を保険会社に認めること
により、当該信託銀行の顧客基盤拡充や経
営効率化、保険会社の経営資源の有効活
用が促進される。
・なお、銀行等においては信託業務の代理
が可能とされており、かかる点との公平性を
図る必要がある。また、金融審議会「信託業
のあり方に関する中間報告書（H15.7.28）」で
は、信託契約の取次ぎを行う者の範囲を幅
広く認めることが適切とされている。

保険業法第98条、同施行規
則第51条、金融機関の信託
業務の兼営等に関する法律
施行規則第7条の2の2

金融庁

5082 5082008 社団法人生命保険協会 11 保険会社本体による信託業務の実施

保険会社本体で、保険金信託以外の信託業
務が行えるよう、保険会社本体の業務範囲
を見直す。

・保険と信託の親近性に鑑み、信託商品に
対する潜在的ﾆｰｽﾞがあり、生命保険会社が
資産運用に係るﾉｳﾊｳを活用して信託商品を
取り扱うことができれば、顧客利便性の向
上、保険会社の収益性向上等の観点から有
効である。
・なお、銀行等については、既に本体での信
託業務の兼営による参入が認められてい
る。

保険業法第99条、金融機関
の信託業務の兼営等に関す
る法律第1条、同施行令第2
条

金融庁

5082 5082010 社団法人生命保険協会 11
保険会社本体による他の金
融機関のバックオフィス業務
代理、事務代行

・次の業務について、付随業務としての認可
の要否を法令上明確化する。
(1) 他の金融機関の資産運用受託関連（記
録・会計処理業務、資産の保管・異動、ｼｽﾃ
ﾑ開発及び運用管理、各種報告書の作成、
調査企画、全社的な資金管理業務）
(2) 他の金融機関のバック・オフィス業務受
託関連（他の金融機関の情報処理業務の受
託）
・その際、保険会社に求められるセキュリ
ティ規範、情報隔離方法、ファイア・ウォール
規制等を法令上又は監督・検査行政上具体
的に明示する。

例えば典型的には、キャッシュマネジメント、
資産運用バックオフィス、契約管理システム
等々をグループ内において共同／共用して
行うことにより、規模の利益を享受し経営の
効率化を図ることが考えられる。こうした共
同化は、しばしば共同子会社、共同アウト
ソーシングにより行われているようにも見受
けられるが、既存の経営リソースの活用、提
携の補完効果の発揮、取引課税との関係等
の観点から、本体間においてこれを行うこと
も、十分に考えられるところである。

・グループ内で経営資源及びエクセス・キャ
パシティーを共有し、経営効率化を図ること
について、保険業法上の取扱いが明確化さ
れていないため、保険会社経営の法的安定
性・予測可能性を害している。
・市場競争の激化・高度化に伴い、経営効率
の向上を目的としたバック・オフィス業務（巨
額の初期投資を要するコンピュータ・システ
ムの利用等）の共同化は、グループを超えた
他の保険会社・金融機関との共同化を視野
に入れるべき状況となりつつある。
・金融機関経営のコングロマリット化の動向
は、保険業以外の業務を営むグループ企業
の情報処理等のバック・オフィス業務を保険
会社本体等において一元的に行う方向とな
ることが予測される。

保険業法第98条第1項・第2
項、第100条、第100条の3、
同施行規則第51条

金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300071 保険会社本体による私募債の引受業務の解禁
保険業法第98条第1項第5
号、証券取引法第65条

現行法上、保険会社には、私募債の引受業
務は認められていない。 ｃ Ⅰ

保険会社を含む金融機関は、金融機関が証
券業を併営することによる利益相反の防止、
金融機関の企業に対する過度の影響力の
防止、金融機関の経営の健全性の確保等
の観点から、私募債の引受等の証券業を行
うことが禁止されているところであり、保険会
社による私募債の引受業務を認めることは
困難。

私募債の引受は、実質的に一般の融資業務
と同様の機能を有すること、既に保険会社
は、私募債の取扱い･取得を通じて私募債に
係る業務のノウハウを蓄積していることに鑑
み、保険会社本体で行う業務として問題ない
と考えられることから、具体的な検討の時期
について、その時期となる理由も含めて示さ
れたい。

5082011 社団法人生命保険協会 11

z0300072 保険会社による保険金信託業務の実質的解禁
保険業法99条、行政手続法
第5条・第6条

生命保険会社は、保険金信託業務を行うこ
とができることとなっている。また､保険金信
託業務を行おうとする場合は、その方法を定
めて、内閣総理大臣の認可を受けなければ
ならない。なお、審査基準は定められていな
い。

Ｃ －

保険金信託業務の認可申請については、こ
れまで審査実績がなく、保険金信託業務を
認可する場合に、審査基準を整備する必要
があるかもふくめて慎重に検討していくことと
なる。

今後の検討の時期について、その時期とな
る理由も含めて具体的に示されたい。 5082012 社団法人生命保険協会 11

z0300073 自動車保険における特約自由方式の取扱いの緩和

保険業法第123条第2項、同
施行規則第83条第3号ル、事
務ガイドライン３－６－２(1)・
②・ロ・ａ

損害保険会社は企業分野の保険について
届出をしないで特約を新設し又は変更できる
旨を事業方法書に定められることとなってい
る（特約自由方式）。保険業法施行規則第83
条に規定する総付保台数10台以上の自動
車保険契約（フリート契約）については保険
契約者の所有・使用自動車の総付保台数が
３００台以上であることが要件となっており、
企業グループの合算による場合は、「連結
財務諸表の用語、様式及び作成方法に関す
る規則（連結財務諸表規則）」に規定される
企業のみに限られ、その他法令に基づく連
結決算企業については認められていない。

ｂ Ⅳ
現行合算対象となっている企業との関連性
や契約者間の公平性等も踏まえ、要望内容
について、慎重に検討することとする。

新規要望

回答では、「要望内容について、慎重に検討
することとする」とされているが、平成16年度
中に実施することの可否について改めて検
討され、示されたい（否の場合においては具
体的に理由を示されるとともに、検討や結論
時期についても具体的に示されたい）。

5031001 民間企業 11

z0300074 生保運用対象規制の手法改革
保険業法第97条の2、
同法施行規則第47条

保険会社の行う資産の運用の方法について
は、有価証券の取得、不動産の取得等、法
令により制限されている。

ｃ －

保険会社の資産は、保険金支払の原資であ
り、安全かつ有利に運用する必要があること
から、その健全性確保のため、保険会社の
資産の運用業務に関し、その運用方法につ
いて必要な規制を設けているものであり、当
該規制を撤廃することは困難。

「日本の資金循環を改善させ、経済再生に
向かうためには生保資産運用手法の拡大は
重要である。日本の潤沢な資金をアジアを
中心とした国際的なインフラ投資を行うプロ
ジェクト・ファイナンスを実現させるために運
用手法の規制による制限は障害である。」と
の指摘があり、民間資金を自由に循環させ
るという視点から再度検討の上、見解を示さ
れたい。

5083008
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11
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管理
コード 項目

z0300071 保険会社本体による私募債の引受業務の解禁

z0300072 保険会社による保険金信託業務の実質的解禁

z0300073 自動車保険における特約自由方式の取扱いの緩和

z0300074 生保運用対象規制の手法改革

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5082 5082011 社団法人生命保険協会 11 保険会社本体による私募債の引受業務の解禁
・ 保険会社本体で、私募債の引受業務を行
えるようにしていただきたい。

・現行法上、保険会社本体では私募債の取
扱い（特定又は少数の者に対して新たに発
行される有価証券の取得の申込みを勧誘す
る業務）が認められている一方で、引受業務
は認められていない。現実的には、私募債
取得を勧誘した結果として保険会社が残額
を引き受ける事態は想定されることであり、
法制面での手当てが望まれる。
・保険会社は従来より、本来業務として、円
金利資産による資産運用を行ってきている
が、私募債の引受が実質的に一般の融資業
務と同じ機能を有するものと位置付けられる
こと、また、既に、私募債の取扱い・取得を通
じてノウハウを蓄積していることに鑑みれ
ば、保険会社のリスク管理上および利益相
反の観点からも問題なく、保険会社の収益
機会の増大に資するとともに、企業の資金
ニーズにも柔軟に対応することが可能とな
る。

保険業法第98条第1項、第6
項保険業法第99条証券取引
法第2条第3項、第6項、第8項

金融庁

5082 5082012 社団法人生命保険協会 11 保険会社による保険金信託業務の実質的解禁

保険業法第99条第7項に定める認可の申請
にかかる審査基準および標準処理期間を定
めるとともにこれを適当な方法により公にす
ること。

・保険業法が夙に保険会社の業務として認
めてきたとおり、保険会社がその引き受けた
保険契約の保険金の信託を受託することに
は元来高いニーズがあるほか、高齢化社会
において保険金を高齢者等の受益者のため
に受託するニーズはますます高くなりつつあ
り、かついわゆる「意思凍結機能」を有する
信託でなければ、高齢化社会におけるかか
るニーズは十分に果たすことができない。・
また、いわゆる新しい成年後見制度（2000年
4月1日に施行された民法改正および任意後
見法）と信託との連携による高齢者、障害
者、親なき子等へのサーヴィスが注目されて
いるところ、保険会社が保険金信託を実施
することはこのようなサーヴィスに資する。
現に、金融機関の信託業務の兼営等に関す
る法律施行規則第1条第2項が既に営業を
行っている金融機関の信託業務兼営認可申
請の審査基準を定め（なお同第3項は、それ
以外の金融機関からの信託業務兼営認可
申請の審査基準を定める）、同第16条が金
融機関による信託業務兼営認可申請の標
準処理期間を定めていることからするなら
ば、保険業法施行規則においてこれらを定
めることも可能ではないかと思われる。

行政手続法第5条・第6条 金融庁

なお現在、金融審議会金融分科会第二部会
「信託業のあり方に関する中間報告書」
（2003年7月28日付）を踏まえ、信託業法等
の見直しが鋭意進められつつあるものと承
知しており、信託業法の見直し、および金融
機関の信託業務の兼営等に関する法律の
見直しのさらなる検討も予定されているもの
と思われる。本要望についても、当該見直し
の中で、併せて検討されることが望まれる。

5031 5031001 民間企業 11 自動車保険における特約自由方式の取扱いの緩和

証券取引法が適用されない企業グループの
場合にも、合算制度を用いて特約自由方式
の対象にする。

特約自由の対象となっている保険業法施行
規則第83条第３号に規定する総付保台数10
台以上の自動車保険契約については、保険
契約者の所有・使用自動車の総付保台数が
300台以上であることを条件としているが、企
業グループの合算による場合は、「連結財
務諸表の用語、様式および作成方法に関す
る規則」に規定するグループにかぎられてお
り、非上場会社や証券取引法の対象となら
ないグループには認められておらず、証券
取引法の連結決算の場合は合算制度が認
められ、それ以外の法令に基づく連結決算
の場合は認めていない。

連結財務諸表またはこれに準ずる財務諸表
を作成し、対外的に提出しているグループに
ついては合算により所有・使用自動車の総
付保台数を判定し、300台以上となる場合は
特約自由方式の対象とする。

金融庁事務ガイドライン 金融庁

5083 5083008
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保運用対象規制の手法改革

生保の運用対象資産はリーガル・リスト方式
によっているが、原則的に投資資産を限定
列挙することを撤廃する。フェデュッシャリー
原則に基づく各社の運用裁量を高める。

内国生保の資産運用手法は、海外保険事
業の運用手法に比較して、著しく遅れてい
る。内国生保の商品の機能、非金融産業へ
の資金供給面での制約が海外生保に比較し
て競争力劣位の原因となっている。また運用
対象の規制が健全性を担保しているとはい
いがたい実情でもある。運用対象の多様化
が国民に貢献する生保事業にとって不可欠
である。金融国際化・自由化の進展スピード
に対応した金融・保険サービスの実現を可
能にするための施策。競争劣位にある内国
生保の運用手法の開発による競争力の回
復。金融コングロマリット化への対応。

保険業法９７条２、３　施行規
則47・４８・４９・５０条 金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300075 生保資産運用における同一人規制見直し
保険業法第97条の2、
同法施行規則第48条の２～５

保険会社の行う資産の運用について、同一
の者が発行する社債や株式等による運用に
ついては、一定の限度内とされている。

ｃ －

保険会社の資産の運用が同一の者に集中
することは、信用リスク等の観点から保険会
社の経営の健全性に悪影響を及ぼすおそ
れが高いため、保険会社の資産の運用につ
いて一定の集中規制がなされているもので
あり、当該規制を撤廃することは困難。

｢リスク集中の観点から民間生保を規制する
必要性は低い。なぜなら、各社は負債特性
に応じたアセット･アロケーションをおこなうＡ
ＬＭ管理を自主的に行なうことで自らの事業
のリスク・マネジメントを徹底させることで、リ
スク集中排除を選択するものであり、包括的
に集中排除を規制するために生じる運用制
約でリターンを低める弊害もありうる。各社
が採り得るリスク･バッファーは異なり、一括
して集中排除を規制する必要はない。民間
資金の自由な運用を実現することが日本の
資金循環の改革に繋がるであろう。当該規
制はむしろ独禁法の経済力集中排除の観
点、つまり戦後日本の統治上の規制に依拠
しているのではないだろうか。この規制緩和
は、株式市場の活性化につなげる観点から
重要である。また、日本の株式会社の株価
評価が低い現状で海外資本によるＭ＆Ａが
より活発化すれば、わが国産業支配は欧米
の手中に落ちる。海外資本による支配の脅
威からわが国産業を防衛するためにも生保
の集中排除規制緩和が望まれる。」との指

5083010
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300076 生保本体での証券発行業務の容認
保険業法第98条、99条、
証券取引法第65条

保険会社の行うことができる証券業務につ
いては、保険業法第98条、第99条、及び証
券取引法第65条に規定されている。

ｃ・ｄ －

要望の証券発行業務の内容が不明であり、
具体的な回答は困難であるが、例えば特定
目的会社が発行する特定社債の引受けや
募集の取扱い等の業務は、現行法上保険
会社の業務として認められており、また、保
険会社自身による債券等の発行についても
証券取引法上特段の規制はない。

 

以下の点について再度確認したく、見解を示
されたい。
・特定社債発行、引受け、募集を利用してリ
スク分散を図る商品を提供することは可能
か。つまり、ＡＲＴ、シュワティ・ボンドの発行
業務を保険会社が自由にできるか。

5083011
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300077 保険会社の商品約款（給付方法）の見直し 保険業法第３条

保険業法上の保険については、
(１)人の生死に関し一定額の保険金を支払う
ことを約する保険
(２)一定の偶然の事故によって生ずることの
ある損害をてん補することを約する保険
(３)人の疾病、傷害等に関し、一定額の保険
金を支払うこと又はこれらによって生ずるこ
とのある当該人の損害をてん補することを約
する保険
とされている。

ｄ －

制度の現状に記した「損害をてん補するこ
と」には、金銭の支払によることに加え、現物
給付や代替履行も含まれるものである。
なお、こうした商品を取り扱う場合について
も、通常の場合と同様の商品認可手続を経
ることが必要である。

以下の点について再度確認したく、見解を示
されたい。
・現物給付・代替履行は損害保険分野でな
く、「人の生死にかかわる給付」でも認められ
るのか。例えば、変額保険の満期時点で投
資信託を現金に換えて受取人に給付可能で
あるのか。また、満期保険金支払に換えて
介護サービス・医療サービスを提供する生
命保険商品開発は可能か。

5083015
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300078 保険商品の定義の見直し 保険業法第５条、保険業法施行規則第１１条１号

保険商品の認可にあたり、トンチン年金につ
いても他の商品と同様、保険業法に定めら
れている基準に基づき審査を行っている。

ｄ －

商品の特性を踏まえて、契約者保護に欠け
ることのないよう審査を行うこととされてお
り、完全生存保険・トンチン年金商品につい
ても同様である。

新規
要望 5083017

慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300079
生保募集人の登録と登録抹
消等の管理に係る規制の緩
和

－ 生命保険会社においては、適正な募集管理
が求められている。 ｅ －

生命保険会社においては、適正な募集管
理、募集人の行為について損害賠償責任を
負うこと等の観点から、かつて生命保険募集
人であった者に対しても、再度の一般課程
試験の受験を求めるのが一般的であると承
知しているが、この点につき、当局として緩
和を求めることは困難である。

新規
要望

「登録管理が保険会社に対する損害賠償請
求に影響する観点も含めて、新たな募集資
格審査と管理の方法を検討すべきである。
なぜなら、現行の募集人管理は消費者への
適合性原則を徹底させる上で問題が生じや
すい。生命保険契約の大半は１社専属募集
人によって獲得されているのが現状である。
そして、１社が提供する商品には制約があ
る。募集人が多様な金融サービスを専属会
社以外の会社から供給をうけて消費者に提
供するインフラ整備を可能としてはじめて、
適合性原則に叶う金融サービス提供が実現
できる。また、高能率の人材が１社に制約さ
れ、囲い込みによる労働力の流動性を低め
る弊害も勘案したあたらしい募集人登録制を
求めたい。」との指摘があり、再度検討の
上、見解を示されたい。

5083019
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300075 生保資産運用における同一人規制見直し

z0300076 生保本体での証券発行業務の容認

z0300077 保険会社の商品約款（給付方法）の見直し

z0300078 保険商品の定義の見直し

z0300079
生保募集人の登録と登録抹
消等の管理に係る規制の緩
和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083010
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保資産運用における同一人規制見直し

生保資産運用における同一人規制見直しに
よる脱サイレント・パートナー地位の確立。生
保の一般勘定の１０%を超過する事業投資の
緩和。１０%を超える同一人への投資の届出
制の排除。

生保の同一会社に対する社債・株式は一般
勘定の１０%以内とされている。また、同一人
の発行する社債・株式は３０%・貸付は３%ま
での保有制限がある。超過する場合は金融
庁に届出で超過が可能であるが、実質的に
は認可制である。

一般勘定のリスク分散の観点から一定の規
制効用はあるが、保険会社の規模の大小に
よって、同規制は一様には働かない。また、
投資パフォーマンスを向上させるために事業
介入しコーポレート・ガバナンスに生保が参
画することも同規制が妨げとなっている。株
式の権利行使を生保に全面的に認めること
が契約者の受託者責任を行使することにつ
ながることを重視しステップ・イン・ライトを促
進すべきである。

保険業法９７条２・３施行規則
４８の５ 金融庁

5083 5083011
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保本体での証券発行業務実施

生保の他業禁止規制の緩和（本体での証券
発行業務実施）。保険会社による自社以外
の債券発行業務を本体でおこなえる規制緩
和をする。

保険会社が新たなリスク分散機能を果たす
ために債券発行業務を保険会社本体でおこ
なうように規制緩和する。欧米で実施されて
いるリスク分散手法としてＡＲＴやシュワティ・
ボンドは保険の機能を代替する証券発行業
務を伴っている。あらたな金融サービスとし
て、保険機能の拡充のためには保険会社本
体の事業範囲に証券発行業務が加えられな
ければならない。持ち株会社・子会社でおこ
なう証券業務では代替できない。

保険業法98条、100条、証券
取引法65条 金融庁

5083 5083015
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険会社の商品約款（給付方法）の拡幅
保険会社に金銭以外（サービス・現物）給付
商品を認可する旨明文化。

保険商品の給付を人的・情報・などのサービ
ス給付を認めることで、介護関連、医療関連
の現物・サービスの提供ニーズの探索と新
しい保険商品のオプション枠を広げること
で、高齢化社会に貢献する保険事業の位置
を高める。

保険業法１００、１０６、１０７
条施行規則４８条２、５６条の
２

金融庁

5083 5083017
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 保険商品の定義拡幅

生保による完全生存保険・トンチン年金の実
施を認可し、税法上の取り扱いも保険商品と
して明確化する。現在保険商品の定義は生
死に関わる給付をするとのみ業法に記載さ
れておるのみで、内閣府令によって商品が
列記されるものを生命保険としている。しか
し、当該列記に定義される商品概念を超え
るリスク分散機能をもつ金融商品が生命保
険として認知されない場合もありうる状況に
ある。また生保商品定義が税法の取り扱い
基準とマッチしていないために、生保商品の
開発が抑制されている弊害も起こりうる。

少子化高齢化の進行するなかで低金利と失
業者増加の環境と、公的年金の減額が余儀
なくされる状況にあって、国民の長生きのリ
スクは高まっている。老後生活資金たる年金
の自助努力は不可避であるにも関わらず、
適切な給付をもたらす金融商品は十分に国
民に提供されていない。欧州で普及している
完全生存保険・トンチン年金を国民に啓蒙
し、明確に生命保険として定義し、民間生保
に制度普及を促すことを規制を明確化する
ことで、アナウンス効果と民間生保の生存保
険開発・販売活性化をもたらすべきである。

保険業法第3条、内閣府令・
所得税法

金融庁
財務省

5083 5083019
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保募集人の登録と登録抹消等の管理の規制緩和

生保募集免許は個人が登録し、保有するこ
とができる資格として取り扱う。保険会社を
退職しても、登録資格を他の保険会社で使
用を認定できる手段を嵩じる。

１社専属の生命保険募集人が退社したあ
と、募集免許は直ちに失効し、登録が抹消さ
れる。現在、退社翌月の登録変更だけが認
められている。専業職員が退社したあと、他
の保険会社に就業した場合、あらためて一
般課程試験を受験しなければならない。保
険会社のコスト・社員個人の無駄なコストが
高い。ある会社で獲得した生保協会の統一
認定資格も退社後２年以内に抹消されてし
まう現状では、１社の退社によって、営業職
のキャリア証明手段がすべて剥奪されること
になる。この制度が保険会社の人材の囲い
込みに使われているために、保険会社の真
摯な人材育成をおこなわせない環境を守っ
ている。

保険業法・事務ガイドライン 金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300080 生保事業の譲渡円滑化を促す規制の緩和
保険業法第135条から第141
条、第142条

保険会社が、保険契約を他の保険会社に移
転する場合には、移転会社及び移転先会社
における株主総会等の決議、移転対象契約
者の異議申立て、内閣総理大臣の認可等の
手続が必要とされている（保険業法第135条
から第141条）。
また、保険会社の保険業以外の事業の譲渡
又は譲受けについては、内閣総理大臣の認
可が必要とされている（保険業法第142条）。

ｅ －

保険会社の事業の譲渡について、要望理由
にあるような保険契約の移転については、制
度の現状に記したとおり保険業法第135条か
ら第141条の手続が必要とされているもので
あり、同法142条の改正という本要望につい
ては事実誤認である。
なお、保険契約の移転については、通常は、
債務者（この場合保険会社）が交替する場
合には、個々の債権者（この場合保険契約
者）の同意が必要と考えられるが、保険の団
体性に鑑み、制度の現状に記したとおりの
手続を経て、行うことが認められているもの
であり、この手続を不要とすることは困難。
また、内閣総理大臣の認可についても、保
険契約の移転が、保険契約者等の保護に照
らして、適当なものであるかどうか等につい
て審査しているものであり、不要とすることは
困難。

「契約・資産譲渡後に受け入れ会社で契約
上の債務不履行が発生した際に、譲渡側保
険会社が支払保証を行なう契約を付加すれ
ば実現可能である。生命保険事業といって
も、個人保険、個人年金、団体年金、団体保
険等様々の事業があり、これらの事業を効
率的に運営させることを目指す事業再編の
ために内閣総理大臣の認可撤廃のうえ、そ
れを代替する方法を創設すべきである。」と
の指摘があり、保険会社の会社分割･契約
移転円滑化の為の規制緩和と新制度創設
について、再度検討の上、見解を示された
い。

5083020
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300081 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

保険業法300条第１項第５
号、同施行規則第234条、事
務ガイドライン２－２（３）大蔵
省告示238号

生命保険会社は、法人である生命保険募集
人及び保険仲立人に対し、自己又は密接な
関係を有する法人を契約者とする場合に
は、手数料支払等による保険料の割引、割
戻し等を目的とした保険募集を行うことがな
いよう指導及び管理等の措置を講じる必要
がある。

ｃ －

自己・特定契約の規制は、募集手数料を支
払う名目で、実質的に特定の保険契約者に
対して保険料の割引と特別の利益提供によ
る不公平な保険募集等が行われないように
との趣旨から設けられているものであり、こう
した観点からこれらの規制を見直すことは困
難である。

回答では、募集手数料を支払う名目で、実
質的に特定の保険契約者に対して保険料の
割引と特別の利益提供による不公平な保険
募集等が行われないようにとの趣旨を根拠
に対応不可とされているが、そもそも募集可
能な保険種目が規定されているにも関わら
ず、当該契約が自己又は密接な関係を有す
る法人を契約者とする場合には、募集経費
を賄うことにもなる代理店手数料が支払わ
れないため、実質的な募集制限規制になっ
ているという不合理が生じている。また、一
部の要望理由にもあるように生命保険協会
の自主規制として生命保険募集代理店運営
ガイドラインにおいて、自己・特定契約につ
いては保険料の割引、割戻しを目的としない
募集に関しても一律的に禁止し、それに沿っ
た運用がなされているものと理解している。
以上の点を踏まえ
①改めて要望にあるような「保険料の割引等
を目的としない限りにおいて手数料支払いを
認める」旨の明確化等、具体的な対応策を
検討され、示されたい。
②上記①を踏まえた実施時期について、そ

5086019 社団法人リース事業協会 11

z0300082 船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化の容認
保険業法186条、施行令第19
条、規則第116条

1996年4月より、日本国籍の船体保険は海
外直接付保が自由化されたが、不稼動損失
保険は現在も海外直接付保を行う際には許
可を受けることが必要である。

ｃ －

船体保険の海外直接付保の許可制の撤廃
は、ウルグァイ・ラウンド金融サービス交渉
の議論を踏まえて各国間で合意された
「WTO（マラケシュ)協定」に基づいて例外的
に措置されたものである。
その際、不稼動損失保険については、各国
間で議論が行われておらず、我が国のみで
措置を講じることは困難であると考える。

回答では、「WTO（マラケシュ）協定」での議
論が不稼動損失保険に及ばなかったことを
根拠に我が国のみでの措置は困難であると
されているが、契約者の保険会社選択ニー
ズや保険料というコスト低減ニーズの観点か
らは検討に値する事項と考える、この点を踏
まえ、
①改めて具体的な対応策を検討の上、示さ
れたい。
②上記①を踏まえた検討や結論、実施時期
について、その時期となる理由も含め具体
的に示されたい。

5035004 社団法人日本船主協会 11

z0300083 適格機関投資家の申請手続の緩和

証券取引法第二条に規定す
る定義に関する内閣府令第４
条第１項、第３項及び第４項

　証券取引法の「適格機関投資家」の届出
は、届出を行おうとする年の７月１日から１
月を経過する日までの間に、財務局長を経
由して金融庁長官に提出しなければならな
いこととされ、「適格機関投資家」である期間
は当該届出が行われた日の属する年の９月
１日から１年を経過する日までとされている。

ａ Ⅲ

　適格機関投資家に係る届出期間を年１回
（７月中）から年２回（７月中及び１月中）とす
るとともに、適格機関投資家の有効期間を１
年間から２年間に延長するための所要の整
備を、平成１６年度中に行う。

－

貴庁回答に基づく措置により要望内容は一
定程度満たされるものと理解しているが、要
望元によれば、適格要件を満たしていながら
も、金融庁長官の指定を受けられずに待た
されることになっていることから、今回の貴庁
回答による措置を当面のものとしつつ、随時
届出可能とすることについてなお検討を求め
るものである。この点について改めて貴庁の
見解および検討スケジュール等を示された
い。

5021194
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300083 適格機関投資家の申請手続の緩和

証券取引法第二条に規定す
る定義に関する内閣府令第４
条第１項、第３項及び第４項

　証券取引法の「適格機関投資家」の届出
は、届出を行おうとする年の７月１日から１
月を経過する日までの間に、財務局長を経
由して金融庁長官に提出しなければならな
いこととされ、「適格機関投資家」である期間
は当該届出が行われた日の属する年の９月
１日から１年を経過する日までとされている。

ａ Ⅲ

　適格機関投資家に係る届出期間を年１回
（７月中）から年２回（７月中及び１月中）とす
るとともに、適格機関投資家の有効期間を１
年間から２年間に延長するための所要の整
備を、平成１６年度中に行う。

－

貴庁回答に基づく措置により要望内容は一
定程度満たされるものと理解しているが、要
望元によれば、適格要件を満たしていながら
も、金融庁長官の指定を受けられずに待た
されることになっていることから、今回の貴庁
回答による措置を当面のものとしつつ、随時
届出可能とすることについてなお検討を求め
るものである。この点について改めて貴庁の
見解および検討スケジュール等を示された
い。

5032006 社団法人不動産証券化協会 11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 61 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300080 生保事業の譲渡円滑化を促す規制の緩和

z0300081 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

z0300082 船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化の容認

z0300083 適格機関投資家の申請手続の緩和

z0300083 適格機関投資家の申請手続の緩和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5083 5083020
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 生保事業の譲渡円滑化を促す規制緩和

保険会社の事業譲渡は金融庁への事前届
出制にする。この事前届出制は、許可を妨
げる問題がなければ、Ｍ＆Ａを有効とするも
のとする。

現在、保険会社のＭ＆Ａは内閣総理大臣の
事前認可を必要としている。保険会社の事
業の一部営業譲渡などはきわめて実施困難
である。団体保険・企業年金・死亡保険・年
金保険などの各事業単位での小規模・小区
分の事業の営業譲渡の実施は許可申請の
コスト負担もかさみ実施困難であり、事業再
編の障害となっている。M&Aを簡易におこな
うことのできる制度が必要である。

保険業法１４２条 金融庁

5086 5086019 社団法人リース事業協会 11 生命保険の自己契約及び特定契約に係る規制の明確化

生命保険募集人が行なう自己または当該法
人と密接な関係を有する法人の保険契約の
募集については、その募集が保険料の割
引、割戻しを目的としない限りは、代理店手
数料の受け取りが可能であることを明示す
ることを要望する。併せて、「保険料の割引、
割戻しを目的とする保険募集」の判断基準を
示すことを要望する。

生命保険の自己契約、特定契約について、
金融庁事務ガイドラインは、「手数料支払等
による保険料の割引、割戻し等を目的とした
保険募集を行なうことがないよう」保険会社
が指導・管理を行なうこととしている。保険料
の割引、割戻しを目的とした保険募集を規制
することの合理性はあるものの、実際には生
命保険協会の生命保険募集代理店運営ガ
イドラインにより、保険料の割引、割戻しを目
的としない募集に関しても一律的に禁止する
ことが規定され、規制範囲を拡大して運用が
なされている。

事務ガイドライン2-2（3） 金融庁

5035 5035004 社団法人日本船主協会 11 船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

1996年より、日本籍船の船体保険は海外付
保が自由化されたが、不稼動損失保険は海
外付保を自由化されていない。このため不
稼動損失保険についても海外付保を自由化
する。

船体保険と不稼動損失保険を一体で付保す
る場合は、安いコストでの付保が可能である
が、不稼動損失保険については海外付保が
できないため、船体保険の海外付保のメリッ
トがほとんど生かされていない。このため日
本籍船の不稼動損失についても、海外付保
を自由化すべきである。

保険業法第186条、同施行令
第19条、同施行規則第116条 金融庁

5021 5021194
社団法人日本
経済団体連合
会

11 適格機関投資家の申請手続の緩和 【新規】
　「適格機関投資家」の届出を随時可能とす
べきである。

　適格機関投資家の要件をすべて満たすに
もかかわらず、適格機関投資家の申請期間
が年１回しかないため、適格機関投資家の
取扱いを９月まで待たされる場合がある。
　適格機関投資家のみを相手方とし、かつ
他に譲渡されるおそれがない場合における
勧誘であれば、私募扱いとなり、有価証券届
出書の届出が不要となるなど、発行手続が
簡略化される。適格機関投資家の届出を随
時可能とすることにより、私募方式が活用し
やすくなる。

証券取引法第２条に規定す
る定義に関する内閣府令第４
条第１項第21号、第４条第３
項

金融庁

　証券取引法の「適格機関投資家」の届出
は、届出を行おうとする年の７月１日から１
月を経過する日までの間に、財務局長を経
由して金融庁長官宛て行う必要があり（定義
府令４Ⅲ）、「適格機関投資家」としての有効
期間は毎年９月１日から１年間である（定義
府令４Ⅰ21）。

5032 5032006 社団法人不動産証券化協会 11 適格機関投資家の申請手続きの緩和
「適格機関投資家」の届出を随時可能とすべ
きである。

規制の現状として、証券取引法の「適格機関
投資家」の届出は、その年の7月中に金融庁
長官に行う、となっている。しかし、適格機関
投資家の要件をすべて満たすにも関わら
ず、その申請期間が年1回しかないため、適
格機関投資家の取扱いを9月まで待たされ
る場合がある。適格機関投資家のみを相手
方とし、かつ他に譲渡されるおそれがない場
合の勧誘は私募扱いとなり、有価証券届出
書の届出が不要となるなど、発行手続が簡
略化される。適格機関投資家の届出を随時
可能とすることにより、私募方式が活用しや
すくなるため。

証券取引法第２条に規定す
る定義に関する内閣府令第４
条第１項第２１号、第４条第３
項

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 62 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300084 投資法人による参照方式・発行登録制度の利用の容認
証券取引法第５条第４項、第
２３条の３

　発行登録制度及び参照方式の有価証券
届出書を利用することができる有価証券は、
株券、社債券等の「企業内容等の開示に関
する内閣府令」が適用される有価証券及び
外国政府が発行する債券等の「外国債等の
発行者の内容等の開示に関する内閣府令」
が適用される有価証券とされている。

ａ Ⅲ

　投資法人が発行者である投資証券には、
継続的に有価証券報告書が提出され、ま
た、証券取引所に上場され売買されているこ
とにより、当該投資法人の情報は十分に周
知されていると認められているものがあり、
また、継続的に発行することが予定されてい
るものもあることから、投資証券について、
発行登録制度を利用することができるよう、
平成１６年度中に措置する予定。

回答では、「平成16年度中に措置する予定」
とされているが、「平成16年度中に措置す
る」ことについて改めて検討の上、示された
い。

5021196
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300084 投資法人による参照方式・発行登録制度の利用の容認
証券取引法第５条第４項、第
２３条の３

　発行登録制度及び参照方式の有価証券
届出書を利用することができる有価証券は、
株券、社債券等の「企業内容等の開示に関
する内閣府令」が適用される有価証券及び
外国政府が発行する債券等の「外国債等の
発行者の内容等の開示に関する内閣府令」
が適用される有価証券とされている。

ａ Ⅲ

　投資法人が発行者である投資証券には、
継続的に有価証券報告書が提出され、ま
た、証券取引所に上場され売買されているこ
とにより、当該投資法人の情報は十分に周
知されていると認められているものがあり、
また、継続的に発行することが予定されてい
るものもあることから、投資証券について、
発行登録制度を利用することができるよう、
平成１６年度中に措置する予定。

回答では、「平成16年度中に措置する予定」
とされているが、「平成16年度中に措置す
る」ことについて改めて検討の上、示された
い。

5032005 社団法人不動産証券化協会 11

z0300085
確定拠出年金における自社
株ファンドのインサイダー規
制の適用除外

証券取引法第166条第6項、
第167条第5項
会社関係者等の特定有価証
券等の取引規制に関する内
閣府令第６条、第８条

確定拠出年金制度において、加入者が行う
自社株のみを投資対象とする証券投資信託
受益証券等の売買は、現在、インサイダー
取引規制上は適用除外とされていない。

ｂ Ⅲ

インサイダー取引規制のあり方については、
投資家、発行者、市場関係者及び規制当局
等の意見を踏まえ、法制面の論点を中心に
慎重に検討する必要があり、今後、金融審
議会第一部会において審議が進められる予
定である。要望事項については、今後の金
融審議会第一部会の審議内容を踏まえ検
討を行っていく予定。

平成15年度中に結論を出し、平成16年度中
に措置することについて、その理由も含めて
明らかにされたい。また、平成17年度以降に
検討が行われる場合は、その実施時期（目
途）を明らかにしていただきたい。

5021042
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300086 現先取引における売買規制の適用除外

証券取引法第163条第1項、
第164条第8項
上場会社等の役員及び主要
株主の当該上場会社等の特
定有価証券等の売買に関す
る内閣府令第4条、第5条

現在、現先取引のうち社債券の買戻条件付
売買であって買戻価格があらかじめ定めら
れているものを行う場合(専ら自己の資金調
達のために行う場合に限る。）のみが役員及
び主要株主の売買報告書提出義務及び売
買による利益の返還請求の適用除外とされ
ている。（上場会社等の役員及び主要株主
の当該上場会社等の特定有価証券等の売
買に関する内閣府令第4条第9号及び第5
条）

ｂ Ⅲ

インサイダー取引規制のあり方については、
投資家、発行者、市場関係者及び規制当局
等の意見を踏まえ、法制面の論点を中心に
慎重に検討する必要があり、今後、金融審
議会第一部会において審議が進められる予
定である。要望事項については、今後の金
融審議会第一部会の審議内容を踏まえ検
討を行っていく予定。

回答では、今後予定されている「インサイ
ダー取引規制の在り方」についての金融審
議会での審議において、要望内容の実施可
否等についても審議される予定とされている
が、
①金融審議会での検討や結論（とりまとめ
等）のスケジュールについて改めて示された
い。
②上記①を踏まえ、平成１6年度までに実施
されることの可否について示されたい。

5021193
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300087 公開買付けの適用除外範囲の拡大

証券取引法第２７条の２第１
項第５号
証券取引法施行令第７条第５
項第１号

　有価証券報告書を提出しなければならな
い会社が発行者である株券等を有価証券市
場外において買い付けようとする場合には、
公開買付けによらなければならないこととさ
れているが、自己名義で総株主の議決権の
１００分の５０以上を所有している会社の株
券等を著しく少数の者から買い付ける場合
は公開買付けの適用除外とされている。

ａ Ⅱ

　公開買付けの適用除外範囲の基準の１つ
である「総株主の議決権の１００分の５０以
上」基準については、公開買付者の自己名
義で所有している株券等に係る議決権のみ
で判断するのではなく、公開買付者とその特
別関係者が所有する株券等に係る議決権を
合算して判断することとし、平成１６年度中に
措置する予定。

回答では、「平成16年度中に措置する予定」
とされているが、「平成16年度中に措置す
る」ことについて改めて検討の上、示された
い。

5021195
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300088 ＳＰＣによる発行登録制度の利用の容認
証券取引法第５条第４項、第
２３条の３

　発行登録制度及び参照方式の有価証券
届出書を利用することができる有価証券は、
株券、社債券等の「企業内容等の開示に関
する内閣府令」が適用される有価証券及び
外国政府が発行する債券等の「外国債等の
発行者の内容等の開示に関する内閣府令」
が適用される有価証券とされている。

ｂ －

　資産流動化証券については、そのバックに
ある資産に係る情報が重要であるため、こう
した有価証券の性格を勘案しつつ、資産流
動化証券の発行登録制度の適用について
は、その適否を含め、平成１６年度以降に検
討する予定。

回答では、「平成16年度以降に検討する予
定」とされているが、ＣＭＯ（モーゲージ担保
証券）のように債権等を裏付けとするＡＢＳ
は、裏付資産の市場価値をもとにプライシン
グするものである以上、裏付資産の価格が
変動しないうちに販売してこそ、価格の妥当
性が担保されるものである。現行のように、
募集・売出の届出から15日もかかっている
と、スプレッド・利回りが市場動向に見合わな
くなり、購入・販売機会を逸しやすい。した
がって募集・売出の届出から効力発生まで
の期間短縮の観点から、本件速やかに検
討・実施すべき事項と考える。
以上の点を踏まえ、具体的な対応策につい
て改めて検討の上、検討や結論、実施時期

5021197
社団法人日本
経済団体連合
会

11

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 63 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300084 投資法人による参照方式・発行登録制度の利用の容認

z0300084 投資法人による参照方式・発行登録制度の利用の容認

z0300085
確定拠出年金における自社
株ファンドのインサイダー規
制の適用除外

z0300086 現先取引における売買規制の適用除外

z0300087 公開買付けの適用除外範囲の拡大

z0300088 ＳＰＣによる発行登録制度の利用の容認

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021196
社団法人日本
経済団体連合
会

11
参照方式・発行登録制度の
適用範囲の拡大（その１）【新
規】

　投資法人も参照方式・発行登録制度を利
用可能とすべきである。

　投資証券の募集においては、最大発行金
額を前提とした予備格付けが行われるた
め、発行登録制度の利用により投資家の信
用度が増すことが期待される。また、発行登
録制度の利用により、機動的な募集が可能
となる。これらを通して、投資証券市場の拡
大が期待される。

証券取引法第５条第４項、第
13条第２項、第23条の３、第
23条の12第２項

金融庁
　現行、株式会社発行の有価証券に限り、
目論見書や有価証券届出書において、参照
方式・発行登録制度が認められている。

5032 5032005 社団法人不動産証券化協会 11 参照方式・発行登録制度の適用範囲の拡大
投資法人も参照方式・発行登録制度を利用
可能とすべきである。

規制の現状としては、目論見書や有価証券
届出書において、参照方式・発行登録制度
が認められているのは、株式会社の有価証
券に限定されている。投資証券の募集にお
いては、最大発行金額を前提とした予備格
付けが行われるため、発行登録制度の利用
により投資家の信用度が増すことが期待さ
れる。また、発行登録制度の利用により、機
動的な募集が可能となる。これらを通して、
投資証券市場の拡大が期待される。

証券取引法第5条第4項、第
13条第2項、第23条の3、第23
条の12第2項

金融庁

5021 5021042
社団法人日本
経済団体連合
会

11
確定拠出年金における自社
株ファンドのインサイダー規
制の適用除外【新規】

　確定拠出年金制度において、自社株のみ
を投資対象とするファンドを運用商品として
選択した場合で、それが一定の計画に従い
継続的に行われる場合は、証券取引法第
166条第６項第８号及び同第167条第５項第
８号に該当するものとし、いわゆるインサイ
ダー規制の適用除外とすべきである。

　確定拠出年金制度を採用している企業に
おいては、自社株ファンドを運用商品の選択
肢に加えたいという要望がある。しかし現行
では、持ち株会や株式累積投資においてイ
ンサイダー規制の適用除外になっているも
のが確定拠出年金制度を利用すると適用除
外になっていない。
　インサイダー規制の適用除外が明確とな
れば、証券市場の活性化にも資するものと
予想される。

証券取引法第166条、第167
条
会社関係者等の特定有価証
券等の取引規制に関する内
閣府令第６条、第８条

金融庁

　確定拠出年金制度において自社株のみを
投資対象とするファンドを定期的に購入する
場合、インサイダー規制の適用除外には
なっていない。

5021 5021193
社団法人日本
経済団体連合
会

11 現先取引にかかる売買規制の適用除外【新規】
　現先取引については、証券取引法163、
164条の適用除外とすべきである。

　現先取引の実態は金融取引であり、反対
売買により発生した利益といえども、市場利
回り程度で行われる金融取引に伴う利息と
いえるものである。したがって、インサイダー
取引規制が想定しているような不公正な取
引は行い得ない。本改正により、現先取引
に利用できる債券の範囲が広がり、現先市
場の活性化が見込まれる。

証券取引法第163条、第164
条 金融庁

　現先取引については、売買と扱われる結
果、インサイダー取引規制の対象となってお
り（証券取引法163、164）、発行企業の主要
株主が現先取引を行う場合には、発行企業
の債券を用いることができない。

5021 5021195
社団法人日本
経済団体連合
会

11 公開買付けの適用除外範囲の拡大【新規】

　Ｂ社が、Ａ社の議決権を過半数有している
かの判定は、Ｂ社単独で行うのではなく、Ｂ
社の子会社等も含めて判定すべきである。
（ある会社単独では、Ａ社の議決権の過半数
を有していなくても、子会社等を含めて過半
数を有していれば、公開買付の適用除外と
すべきである。）

　公開買付の適用除外範囲が拡大すること
により、機動的な企業再編が可能となる。

証券取引法第27条の２第１項
第５号 金融庁

　現行、ある会社Aについて、既に過半数の
議決権を所有している会社Ｂが著しく少数の
者から当該株券等の買付ける場合は、公開
買付によらず可能である（証券取引法27の２
Ⅰ⑤）。

5021 5021197
社団法人日本
経済団体連合
会

11
参照方式・発行登録制度の
適用範囲の拡大（その２） 【新
規】

　資産流動化法上のＳＰＣも発行登録制度を
利用可能とすべきであり、その旨を法令上明
示すべきである。

　ＡＢＳ（資産担保証券）は、一般に、証券会
社等が裏付資産の市場価格を勘案しつつ、
ＡＢＳに対する投資家ニーズを汲み取りなが
ら、裁定機会を捉えて組成・販売するもので
ある。有価証券届出書方式であると、届出の
効力発生まで15日、発行条件決定に伴う訂
正届出書の効力発生に更に２日を必要とし、
機動性の点から裁定機会を逃しやすく、証
券の組成が難しい。
　発行登録制度の利用により、ＡＢＳの機動
的な発行が可能となり、投資家のニーズに
応えることが可能となる。

証券取引法第５条第４項、第
13条第２項、第23条の３、第
23条の12第２項
資産流動化に関する法律

金融庁

　資産流動化法上のＳＰＣ（特定目的会社）
については、発行登録制度を利用できる旨
の規定がなく（特定有価証券開示府令）、募
集・売出しの都度有価証券届出書を提出し
ている。

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 64 / 132 金融庁



様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300089 有価証券報告書の提出義務の緩和

証券取引法第２４条第１項
証券取引法施行令第４条第１
項及び第２項

　有価証券の発行者である会社は、その会
社が発行者である有価証券が、①上場され
ている、②店頭登録されている、③その募集
又は売出しにつき有価証券届出書を提出し
ている、④株主数が５００名を超えている場
合には、有価証券報告書を提出しなければ
ならない。ただし、有価証券報告書を提出し
なくても公益又は投資者保護にかけることが
ないものとして内閣総理大臣の承認を受け
たときは、有価証券報告書の提出が免除さ
れる。

ｂ －

　かつて有価証券の募集を行い、その後長
期間にわたり有価証券を発行していない未
上場、未登録会社に係る有価証券報告書の
提出を免除することについては、投資者保
護を踏まえ、その実態等を把握する必要が
あり、平成１６年度以降に検討する予定。

回答では、「平成16年度以降に検討する予
定」とされているが、要望理由にある通り、非
公開会社で戦後まもない時期に有価証券の
募集を行い、その後、一度も有価証券を発
行しておらず、株主の移動も余りない場合に
は、有価証券報告書を提出しなくても、公益
または投資家保護に欠けることがないケー
スが現にありうる中、事業者の事務ロードの
大幅な削減の観点からは、速やかに検討・
実施すべき事項と考える。
以上の点を踏まえ、具体的な対応策につい
て、改めて検討の上、実施時期とともに（そ
の時期となる理由も併せて）示されたい。

5021199
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300090 インサイダー取引規制の適用除外の対象の拡大

証券取引法第163条第1項
上場会社等の役員及び主要
株主の当該上場会社等の特
定有価証券等の売買に関す
る内閣府令第４条

取引先持株会による株券の買付けは、現
在、役員及び主要株主の売買報告書提出
義務の適用除外とされていない。

ｂ Ⅲ

インサイダー取引規制のあり方については、
投資家、発行者、市場関係者及び規制当局
等の意見を踏まえ、法制面の論点を中心に
慎重に検討する必要があり、今後、金融審
議会第一部会において審議が進められる予
定である。要望事項については、今後の金
融審議会第一部会の審議内容を踏まえ検
討を行っていく予定。

回答では、今後予定されている「インサイ
ダー取引規制の在り方」についての金融審
議会での審議において、要望内容の実施可
否等についても審議される予定とされている
が、要望理由にもある通り、上場会社600社
以上で大株主上位に登場している取引先持
株会の運営に関する不便な点が解消される
ことにより、取引先持株会を通した取引の活
性化が期待されることから早期に検討すべ
き事項と考える。
①金融審議会での検討スケジュール等につ
いて改めて示されたい。
②上記①を踏まえ、平成１6年度までに実施
されることの可否について示されたい。

5021200
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300091
ブックビルディングを実施した
場合の申込期間の廃止に関
する規定の整備

証券取引法第５条第１項
企業内容等の開示に関する
内閣府令第８条及び第９条

　ブックビルディング方式は、株式等の取得
の申込みの勧誘時において発行価格又は
売出価格等に係る仮条件を投資者に提示
し、当該株式等に係る投資者の需要状況を
把握した上で発行価格等の発行条件を決定
することである。

ａ Ⅲ

　その他に記載したような要望主体の要望
内容について、募集又は売出しの申込みが
すべて「１日」で終了するというわけではな
く、個人投資家向けの募集又は売出しにつ
いては期間を設けて申込みを受け付ける場
合も多いことから、有価証券届出書様式の
記載事項である「申込期間」を「申込期日又
は期間」とし、平成１６年度中に措置する予
定。

要望主体に要望内容の趣旨を確認したとこ
ろ、
①効力発生前に売付けを可能にすることを
要望するものではないこと、
②ブックビルディングによる機関投資家向け
の募集又は売出しについての申込みは、効
力発生当日３０分程度のオーダーで決まっ
てしまうが、有価証券届出書様式には「申込
期間」とされているため申込みを受け付ける
のは「１日」で十分である場合であっても、わ
ざわざ「３日間」程度の期間を設けている発
行会社があること、
から、有価証券届出書様式の「申込期間」の
記載項目を「申込期間（期日）」に名称変更
するか、又は「申込期間」の記載項目から除
外することを可能としてはどうかという趣旨
の要望であるとのこと。

回答では、「平成16年度中に措置する予定」
とされているが、「平成16年度中に措置す
る」ことについて改めて検討の上、示された
い。

5021201
社団法人日本
経済団体連合
会

11

z0300092 証券外務員登録の簡素化 証券取引法64条の6第3号

証券取引法第64条の6第3号において「外務
員の職務を行わないこととなった事実が確
認されたときは外務員登録を抹消する」旨が
規定されているが、事務ガイドラインにおい
て「人事異動に伴い一時的に外務員として
の業務を行わなくなった場合は法第64条の
４第3号には該当しない」旨が明記されてい
る（事務ガイドライン3-6-2、5-3-6）。

ｄ － 措置済み。 5010014 社団法人第二地方銀行協会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300089 有価証券報告書の提出義務の緩和

z0300090 インサイダー取引規制の適用除外の対象の拡大

z0300091
ブックビルディングを実施した
場合の申込期間の廃止に関
する規定の整備

z0300092 証券外務員登録の簡素化

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5021 5021199
社団法人日本
経済団体連合
会

11 有価証券報告書の提出義務の緩和【新規】

　非公開会社（非上場で店頭売買もしていな
い）について、相当の長期間にわたって有価
証券を発行していない場合には、内閣総理
大臣の判断により有価証券報告書の提出を
不要とすることを可能とすべきである。

　非公開会社で、戦後まもない時期に有価
証券の募集を行い、その後、一度も有価証
券を発行しておらず、株主の移動も余りない
場合には、有価証券報告書を提出しなくて
も、公益または投資家保護に欠けることがな
いケースがありうる。

証券取引法第24条第１項第３
号
証券取引法施行令第４条

金融庁

　過去に一度でも有価証券届出書を提出し
たことのある会社は、有価証券報告書の提
出を免除されるためには、当該有価証券の
所有者数が25名未満となり、かつ金融庁長
官から提出義務免除の承諾を取得しなけれ
ばならない（証券取引法24Ⅰ③、証券取引
法施行令４）。
　Ａ社の場合、非上場で店頭売買もしていな
いが、昭和27年に5000万円超の増資をした
ため、当時の証取法「5000万円を超えて不
特定多数に増資した場合」に該当し、当時か
ら現在に至るまで有価証券報告書を毎年提
出している。

5021 5021200
社団法人日本
経済団体連合
会

11 インサイダー取引規制の適用除外の対象拡大【新規】
　取引先持株会は、インサイダー取引規制
の適用除外とすべきである。

　取引先持株会は、定時・継続買付を行って
いる点において役員持株会や従業員持株会
と同様である。また、上場会社600社以上で
大株主上位に登場している。取引先持株会
の運営に関する不便な点が解消されること
により、取引先持株会を通した取引の活性
化が期待される。

証券取引法第163条
上場会社等の役員及び主要
株主の当該上場会社等の特
定有価証券等の売買に関す
る内閣府令第４条

金融庁

　内部者の売買報告書の提出義務の「内部
者」としては、上場会社等の役員及び主要株
主が想定されているところ（証券取引法
163）、役員持株会や従業員持株会の定時・
継続買付については、報告書の提出は不要
となっている（上場会社証券売買令４）。
　しかし、取引先持株会については、報告書
の提出が不要となっておらず、当該持株会
が主要株主であれば、定時・継続買付で
あっても売買報告書を提出しなければならな
いといった不便が生じている。また、その不
便を回避するべく、ファイナンス発表後払込
終了日までの期間は、買付を中止したりする
手間をかけている証券会社も多い。

5021 5021201
社団法人日本
経済団体連合
会

11
ブックビルディングを実施した
場合の申込期間の廃止に関
する規定整備【新規】

　有価証券の上場・店頭登録申請時のブック
ビルディングにおいて、投資家による需要の
意思表明を基に割り当て、別途の申込期間
を不要とすることを可能とすべきである。

　グローバルスタンダード（欧米）でも、「ブッ
クビルディングにおける需要」＝「ファーム・
オーダー」であり、別途申込期間は存在しな
い。
　引受成立が早まることにより、ブックビル
ディング後の価格変動リスクが軽減される。
また、払込が早まることにより、発行会社の
資金効率の向上が期待される。

証券取引法第５条第１項、第
13条第１項、
企業内容等の開示に関する
内閣府令第８条、第９条

金融庁

　現行、ブックビルディングにおける投資家
の需要の意思表明は、「意向」でしかなく、発
行条件決定後、改めて「注文」を受け付ける
ために数日間の申込期間が必要となってい
る。

5010 5010014 社団法人第二地方銀行協会 11 証券外務員登録の簡素化

証券外務員が異動等により、職務を行わなく
なった場合でも、外務員登録の維持を可能と
する（抹消及び新規登録申請手続を不要と
する）。

事務負担の軽減の観点から認めてほしい。
証券取引法第64条
金融機関の証券業務に関す
る内閣府令第41条

金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300093

銀行における投資信託等の
窓口販売業務において、Ｊ-Ｒ
ＥＩＴ（上場した不動産投資信
託）を含む全ての上場した投
資信託受益証券および投資
証券の取扱制限の撤廃

証券取引法第65条第2項
同法施行令第17条の3

・J-REITを含むETF以外の上場した投資信
託受益権については、取扱いが制限されて
いる。
・ETFの受益証券については、顧客が銀行で
売却する場合は、当該銀行において購入し
た受益証券に限定されている。

ｂ Ⅱ

　登録金融機関は、J-REIT等の上場投信を
含めた投資信託受益権について、募集の取
扱いを行った場合に売買等を行えることと
なっており、窓口販売を行うことが可能な制
度となっている。
　上場投信の取扱制限の撤廃は、金融機関
が証券業を併営することによる利益相反の
防止、銀行の企業に対する過度の影響力の
防止等の観点から金融機関の証券業務を
原則として禁止している証取法第65条の趣
旨や投資家保護の観点も踏まえて検討す
る。

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、
「16年度の早い時期」に結論を出すことの可
否について、改めて検討されたい）。

5006003 社団法人信託協会 11

z0300094 銀行による証券仲介業務の解禁
証券取引法第65条第2項、同
法第66条の2

登録金融機関の証券業務については証券
取引法第65条において原則禁止している。
また、平成16年4月1日より施行される証券
仲介業制度についても、銀行はその対象か
ら除かれている。

ｂ Ⅰ
現在、銀行と証券の連携強化について金融
審議会で議論されているところであり、その
結果を踏まえて検討する。

平成15年12月24日の金融審議会第一部会
における決定事項を踏まえて、対応策およ
び今後の検討スケジュールについて、具体
的に示されたい。

5026001 都銀懇話会 11

z0300095 銀行と証券子会社との弊害防止措置の更なる緩和

①証券会社の行為規制等に
関する内閣府令第12条第1項
第2号
②証券取引法第32条第1項、
第2項
③証券会社の行為規制等に
関する内閣府令第12条第1項
第7号
④証券会社の行為規制等に
関する内閣府令第12条第1項
第8号

①親会社が発行する有価証券について、そ
の引受けが制限されている。
②証券会社の役員による親会社等又は子
銀行等の役職員の兼業は不可。
③非公開情報の授受に係る顧客の同意確
認は「書面による同意」が必要。
④親銀行等又は子銀行等との電子情報処
理組織の共用は、当該電子情報処理組織
が当該証券会社とその親銀行等又は子銀
行等との間で「情報の伝達が行えないように
措置されているもの」を除き不可。

ｂ
および
ｃ
Ⅲ

①親子間の有価証券の引受け制限の適用
除外となる有価証券の範囲については、そ
の規制の立法趣旨を踏まえつつ、今後措置
するか否かも含めて検討していく。
②証取法第65条で金融機関による証券業務
が原則として禁止されていることを踏まえて
設けられている規定であり、措置困難。
③現行法上、内部管理が厳格に行われてい
るなど公益又は投資者保護のため支障を生
ずることがないとして承認を受けた場合に
は、当該規制が適用されないこととなってい
る。現行規制は顧客の非公開情報の重要性
を踏まえた適切なものと考えており、措置困
難。
④③と同様の理由から当該規定の廃止につ
いては措置困難。

①検討スケジュール（結論時期）について、
具体的に示されたい。
②グループ経営の効率化の観点から本規制
の緩和の可能性について、改めて検討され
たい。
③本規制はインサイダー取引規制、金融機
関の「守秘義務」、チャイニーズウォールの
設定、等で代替可能であり、こうした観点か
ら本規制の撤廃の可能性について、個人情
報保護法の金融分野における扱いに関する
金融審議会特別部会の動向も踏まえつつ、
改めて検討されたい。
④金融機関の自己責任を重視した事務ガイ
ドラインを踏まえて、本規制の撤廃の可能性
について、改めて検討されたい。

5026003 都銀懇話会 11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300093

銀行における投資信託等の
窓口販売業務において、Ｊ-Ｒ
ＥＩＴ（上場した不動産投資信
託）を含む全ての上場した投
資信託受益証券および投資
証券の取扱制限の撤廃

z0300094 銀行による証券仲介業務の解禁

z0300095 銀行と証券子会社との弊害防止措置の更なる緩和

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5006 5006003 社団法人信託協会 11

銀行における投資信託等の
窓口販売業務において、Ｊ-Ｒ
ＥＩＴ（上場した不動産投資信
託）を含む全ての上場した投
資信託受益証券および投資
証券の取扱制限を撤廃する
こと。

・Ｊ－ＲＥＩＴをはじめ、ＥＴＦ以外の上場した投
資信託受益証券および投資証券について、
既に流通している受益証券等を顧客は銀行
で購入（銀行による買付けの委託の取次ぎ
等）することができないほか、顧客が銀行で
売却する場合（銀行による売付けの委託の
取次ぎ等）は、当該銀行が発行時に募集の
取扱いをした受益証券等に限定されている。
・ＥＴＦ（株価指数に連動する現物出資型の
上場投資信託）の受益証券についても、顧
客が銀行で売却する場合（銀行による売付
けの委託の取次ぎ等）は、当該銀行におい
て購入した受益証券（当該銀行が当該受益
証券の買付けに係る委託の取次ぎ等を行っ
た場合）に限定されている。
・証券市場の活性化および投資家の利便性
向上の観点から、銀行における投資信託等
の窓口販売業務において、全ての上場投信
および投資証券について取扱制限を撤廃す
るよう要望するものである。

・上場投資信託及び投資証券の販売力強化
による証券市場の活性化。
・購入窓口拡大による投資家の利便性向
上。
・J-REITの取引拡大に伴う不動産市場の活
性化。

・銀行の窓販におけるＪ－ＲＥＩＴの取扱制限
が撤廃されることは、不動産投資信託市場
の活性化および投資家の利便性向上に資
するものである。
・ＥＴＦについても、顧客が受益証券を売却す
る場合（銀行による売付けの委託の取次ぎ
等）の制限が撤廃されることで、顧客利便性
向上に資するものである。
・銀行における投資信託等の窓販は、平成１
０年１２月に認められてから既に５年近くが
経過し、個人投資家に浸透しているととも
に、銀行の販売態勢・情報提供態勢が整備
されていることから、投資家保護上も特段の
問題はない。

・証券取引法第65条第2項第
4号
・証券取引法施行令第17条
の3

金融庁

5026 5026001 都銀懇話会 11 銀行による証券仲介業務の解禁

・銀行本体による①証券仲介業務②発行会
社に対する直接金融に関するアドバイス業
務、を解禁する（証券取引法第65条の見直
し）

・現在の規制では、銀行は書面による取次
ぎや紹介しかできない為、顧客の総合的金
融ニーズに対応できない。また、紹介行為に
対する対価の徴求は、本邦金融市場におい
て一般的ではなく、且つ、対価の受領が実際
の営業行為を実施しているのではないかと
の疑いを招くことから、実施していない。
・金融商品の販売チャネルの多様化を進め
ることによって、顧客利便性が高まることが
期待できる
・中堅・中小企業に対して公開支援を行うこ
とは、中堅・中小企業の資金調達手段の多
様化に資するとともに、発行市場の拡大・活
性化が期待できる。

証券取引法第65条、第66条
の2、証券事務ガイドライン7-
2-1

金融庁

5026 5026003 都銀懇話会 11 銀行と証券子会社との弊害防止措置の更なる緩和

①証券会社の行為規制等に関する内閣府
令第12条第1項第2号における適用除外とな
る有価証券に、「上場・登録株券」を加える
②証券会社の役員による親銀行等又は子
銀行等の役員の兼任を、親銀行等又は子銀
行等の取締役、執行役、監査役及びそれら
に準ずるものそれぞれについて過半数未満
まで可とする　　　　　　　　　　③非公開情報
の授受に係る内閣府令の廃止　　　　　　　④
電子情報処理組織の共有に係る内閣府令
の廃止

①株券には格付が付与されていないもの
の、上場・登録株券については上場審査等
を経て、マーケットによる評価である株価が
日々形成され、また、上場・登録株券の発行
者には事業年度ごとの有価証券報告書の作
成が義務付けられている。指定格付機関に
よる格付が付与されている有価証券と同様
に引受審査等における客観性も担保されて
いると考えられる
②本規制は、金融持株会社の活用等により
グループ経営を推進する際の人的資源の効
率配分やグループ経営の枠組み構築の妨
げになっており、海外（米国）と比較しても過
剰規制となっている
③本規制の趣旨は、詐害行為の防止（顧客
の利益保護）、インサイダー取引の防止、顧
客のプライバシー保護等にあるが、これら
は、インサイダー取引規制や金融機関に存
在する「守秘義務」、チャイニーズウォールの
設定で対応可能であり、本規制は撤廃すべ
き
④事務ガイドライン1-14-1においては、コン
ピュータの共用に関する規制は金融機関の
自己責任を重視したものとなっている。本内
閣府令の過剰な規制は撤廃すべき

①証券会社の行為規制等に
関する内閣府令第12条第1項
第2号　　　　　　　　　　　　②
証券取引法第32条第1項、第
2項　　　　　　　　　　③証券会
社の行為規制等に関する内
閣府令第12条第1項第7号
④証券会社の行為規制等に
関する内閣府令第12条第1項
第8号

金融庁
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目 該当法令 等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策） その他 当室からの再検討要請 措置の

分類
措置の
内容 措置の概要（対応策）

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

z0300096 証券取引法等における「子法人等」等の定義の見直し

①証券取引法第32条第5項、
第6項
②証券取引法施行令第15条
の3第1項第1号、第2項第1号
③証券取引法施行令第15条
の3第1項第2号、第2項第2
号、証券会社に関する内閣府
令第16条第3項、第19条第3
項

証券取引法における「子法人等」の範囲は、
当該証券会社が密接な関係を有する一定の
者と合算したときに、議決権を過半数保有又
は役員を過半数占有しているかどうかにより
決められるのに対し、財務諸表等規則にお
ける「子会社」は、いわゆる支配力基準によ
り、財務及び営業又は事業の方針を決定す
る機関（意思決定機関）を支配しているかど
うかにより、その範囲が決められる。

ｂ Ⅱ 子法人等の定義の在り方は、親子関係に係る規制の趣旨等を踏まえて検討する。

「規制改革推進３か年計画（再改定）」におい
て、平成15年度検討・結論とされている項目
であり、検討スケジュール（結論時期）を具
体的に示すとともに、そのスケジュールに
則った検討をされたい。

5026022 都銀懇話会 11

z0300097 証券外務員登録の簡素化 証券取引法第64条
証券会社や登録金融機関は、取引の勧誘
等を行う役員および使用人について外務員
登録を行うこととなっている。

ｃ Ⅰ

外務員登録は、当該外務員の行為の効果
が帰属する法的主体を明確化する観点から
当該外務員の使用者が行うこととなってお
り、登録主体が変われば外務員登録を再度
行う必要が生じるため、措置困難。

要望は銀行持株会社の子会社銀行間の異
動の場合であり、規制の趣旨を損なうもので
はない。こうした観点から、本規制の緩和の
可否について改めて検討されたい。

5026025 都銀懇話会 11

z0300098 投資信託の広告宣伝に関する規制の見直し

証券取引法第13条、第15条
（日本証券業協会「広告に関
する指針」）

　投資信託の販売にあたっては、その売り付
けまでに法定目論見書を交付しなければな
らないが、法定目論見書（有価証券届出書
に記載すべき事項）の内容と異なる内容を
記載した目論見書を使用し、又は表示をして
はならないとされている。
「異なる内容」の判断については、一般的に
当該文書又は表示の全体を総合的に評価
し、矛盾、虚偽、欠缺がある場合とされてい
る。

ａ Ⅳ

　過去の運用実績や評価会社の評価などの
販売用資料については、当該販売用資料が
「目論見書と異なる内容の表示」に該当しな
い場合には、目論見書の交付前において
も、販売用資料として使用することができる
旨を事務ガイドライン等において明確化する
よう、平成１６年度中に措置する予定。

5082014 社団法人生命保険協会 11

z0300099 銀行における自行株式・転換社債の窓販の解禁 該当なし 銀行を含め、発行体自身が行う直接募集に
ついては規制されていない。 ｄ － 措置不要（事実誤認）

実際に、銀行の支店窓口にて一般顧客に対
して自行株式・転換社債を売る（直接募集す
る）場合においても、規制が存在しないか、
改めて伺いたい。

5083005
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11

z0300100 有価証券指数先物取引の対象有価証券の範囲拡大

証券取引法第2条第21項、証
券先物取引等に関する内閣
府令第1条

証券取引法においては株券を対象とする株
価指数先物取引のみが認められている。
先物取引の対象となる有価証券指数につい
ては、現物有価証券の銘柄数、各銘柄及び
当該有価証券種類全体の流動性、当該指
数の流動性及び操作可能性、現物市場へ
の影響等の観点から検討することが必要で
あり、現状、株価指数が適当とされているこ
とによるものである。
我が国の代表的な株価指数先物商品として
は、大阪証券取引所の日経平均株価先物
（東証一部上場の普通株式のうちの225銘柄
を対象とする。）及び東京証券取引所のＴＯ
ＰＩＸ先物（東証一部上場普通株式の全銘柄
を対象とする。）がある。
（注）協同組織金融機関の優先出資証券
は、平成5年に制定された「協同組織金融機
関の優先出資に関する法律」に基づき発行
され、平成12年12月に信金中央金庫1銘柄
が東証一部市場に上場されている。

ｂ Ⅲ

現在、有価証券市場において取引されてい
る株価指数先物取引は、現物株券の銘柄
数、流動性、価格の操作可能性等の観点か
ら証券取引所の上場普通株式を対象として
いるが、優先株式は含まれていない。
また、海外の主要な取引所においても、先物
取引の対象となる株価指数に株券以外の種
類の有価証券を含めている事例は認められ
ていない。
協同組織金融機関の優先出資証券は、株
券とは有価証券の種類が異なることから、先
物取引の対象となる株価指数に含めること
が適当かどうかについては、株券との性質
の相違点、取引の実態、流動性等の検討が
必要である。
しかし、協同組織金融機関の自己資本の充
実のために発行されるものである点は株式
会社における株式と同様であり、関係法令
の改正の検討を16年度中に開始することと
したい。

-

検討スケジュール（結論時期）について、具
体的に示されたい（結論時期については、平
成16年度中に実施されることの可否につい
ても検討されたい）。

5143034
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11
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様式１（全国） 全国規模での規制改革要望に関する各省庁の回答に対する再検討要請

管理
コード 項目

z0300096 証券取引法等における「子法人等」等の定義の見直し

z0300097 証券外務員登録の簡素化

z0300098 投資信託の広告宣伝に関する規制の見直し

z0300099 銀行における自行株式・転換社債の窓販の解禁

z0300100 有価証券指数先物取引の対象有価証券の範囲拡大

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体名
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名）

(別表
 番号)

具体的
規制改革要望内容

具体的事業の
実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の

所管官庁
その他
（特記事項）

5026 5026022 都銀懇話会 11 証券取引法等における「子法人等」等の定義の改正

①証券取引法における「親法人等」「子法人
等」の定義を、財務諸表等規則、銀行法等
における「親会社」「子会社」の定義を同一に
する
②主要株主の定義を銀行法の定義と同一に
する
③証券会社に関する内閣府令第16条及び
第19条を、証券取引法施行令の内容に合わ
せる

①②証券取引法においては、実質的に支配
力・影響力のない先でも「親法人等」あるい
は「子法人等」に定義され、また主要株主の
定義が銀行法より広範であり、証券取引法
第54条第1項第8号及び証券会社に関する
内閣府令第46条に基づく届出事務が大きな
負担となっている。また、証券会社に関する
内閣府令第33条第1号により、証券会社は
「関係会社（親法人等、子法人等）に関する
報告書」を毎営業年度経過後4カ月以内に金
融庁長官等に提出しなければならず、その
事務負担も大きなものとなっている
③上位規定である「施行令」よりも、下位規
定である「府令」の方がより厳しい制限に
なっており、上位規定に平仄をあわせるべき
である

①証券取引法第32条第5項、
第6項　　　　　　　　　　②証券
取引法施行令第15条の3第1
項第1号、第2項第1号
③証券取引法施行令第15条
の3第1項第2号、第2項第2
号、証券会社に関する内閣府
令第16条第3項、第19条第3
項

金融庁

5026 5026025 都銀懇話会 11 証券外務員登録の簡素化

・銀行持株会社の子会社である銀行間異動
においては、出向・転籍を問わず、外務員登
録の維持を可能とする（抹消及び新規登録
申請手続を不要とする）

・金融グループ内で機動的な人材配置を
行っていく中で、銀行持株会社の子会社で
ある銀行間異動は、今後ますます増加して
いく見込であり、日数に係わらず証券業務従
事に支障が生じる（証券外務員としての業務
を行なえない期間が発生する）状況は、早期
に改善されるべきである

証券取引法第64条の6第3
項、証券外務員登録等事務
マニュアル（特別会員用）」
（平成15年5月1日改訂）

金融庁

5082 5082014 社団法人生命保険協会 11 投資信託の広告宣伝に関する規制の見直し

法定目論見書の交付等を条件とせずに過去
の運用実績や評価会社の評価を広告宣伝
に利用可能とする。

 ・過去の運用実績等は、投資家の投資判断
に有用な情報であり、誤解を招くような方法
でない簡易な提供方法も認めるべきである。
・なお、当該広告宣伝を契機とし、顧客より
商品説明の要望や、購入申し込みがあった
場合は、その時点で法定目論見書を交付す
ることから、顧客保護の観点から問題は生じ
ない。

 証券取引法第13条、第15条
日本証券業協会「広告に関す
る指針」

 金融庁

5083 5083005
慶應義塾大学
ビジネススクー
ル許斐研究室

11 銀行の証券業務解禁 自行株式・転換社債の窓販
銀行の自己資本の増強により健全性を確保
し、銀行のリスクマネーの供給機能を強化す
る

証券取引法65条1項2項 金融庁

5143 5143034
社団法人全国
信用金庫協会
信金中央金庫

11 有価証券指数先物取引の対象有価証券の範囲拡大

株価指数先物取引の対象有価証券に協同
組織金融機関の発行する優先出資証券を
加える。

有価証券指数等先物取引に係る有価証券
指数の対象となる有価証券は、株券と外国
または外国法人の発行する証券または証書
のうち株券の性質を有するものに限定され
ている。

証券取引法第２条第１８項、
証券先物取引等に関する内
閣府令第１条

金融庁

（奇数ページ：各省庁回答を掲載、偶数ページ：要望事項詳細を掲載） 70 / 132 金融庁


